
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 176 母子家庭等医療費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 昭和５３年９月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市母子家庭等医療費支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

母子・父子家庭や父母のいない児童等の保健の向上と みよし市母子家庭等医療費支給条例により給付するも
福祉の増進を図り、適切な医療を確保するため、医療 のであり、愛知県福祉医療費支給事業補助金要綱に基
機関で診療を受けた場合の自己負担分を助成する づき補助金（補助率１／２）が交付される。母子家庭
 等の福祉向上を図るために必要な事業となっている
（県）母子・父子家庭の１８歳以下の児童とその児童
を扶養している母及び父、両親のいない１８歳以下の
児童（所得制限あり）
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３

令

」
 

①利用者からの申

和

請に基づき受給者証を

 

発行した。
R2年度に

3

実施した具体的な ②受

年

給者をシステム管理し

度

た。
事業の方法、手順

（

、指標に対す ③医療機

2

関からの請求に基づき

年

、支払事務をした。
る

度

成果等

事務事業を取り

実

巻く状況は過去と比べ

施

変化しているか (1)

分

活動指標（事務事業の

）

活動量を表す指標）

対

事

象となる母子家庭等の

務

医療費受給者に変化が

事

ないため、 名称 単位
継

業

続して実施 ① 母子家庭

目

等医療費助成件数 件
変

的

 化
②

内 容

対象(こ

評

の事業の対象、範囲と

価

なる人、物) (2)対

表

象指標（対象の大きさ

様

を表す指標）

①母子及

式

び父子家庭のうち１８

1

歳以下の児童のいる家

-

庭の父母及 名称 単位
び

1

児童。②父母のいない

記

１８歳以下の児童③父

入

又は母が重度の障 ① 母

日

子家庭等に該当する者

令

父母・児童 人
がいを持

和

つ家庭で、１８歳以下

0

の児童のいる家庭の父

3

母及び児童 ②
目的(こ

年

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

2

したいのか) (3)成

月

果指標（目的の達成度

0

を示す指標）

医療費に

7

係る経済的負担を軽減

日

する 名称 単位
① 母子家

１

庭等医療費支給総額 千

事

円
②

結果(上位基本事

務

業の意図) (4)結果

事

の成果指標（上位基本

業

事業の成果指標）

医療

の

費に関する不安を取り

現

除き、安心して医療を

状

うけてもらう 名称 単位

　

① 母子家庭等医療受給

Ｐ

者数 人
② 子ども医療・

Ｌ

障がい者医療費受給者

Ａ

人

事務事業の各種指標

Ｎ

の実績と見込及び目標

及

H31年度 R2年度 R

び

2年度 R3年度 R4年

Ｄ

度 R5年度 R6年度
指

Ｏ

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
(

事

1)の ① 件 10,78

業

8 11,351 9,2

名

99 9,142 9,2

N

99 9,299 9,2

o

99
活動指標 ②
(2)

.

の ① 人 803 824 7

1

60 779 779 77

7

9 779
対象指標 ②
(

6

3)の ① 千円 32,3

母

33 33,784 32

子

,469 35,750

家

35,750 35,7

庭

50 35,750
成果

等

指標 ②
(4)の結果の

医

① 人 803 824 76

療

0 779 779 779

費

779
成果指標 ② 人 1

支

3,568 13,57

給

2 13,772 14,

事

267 14,267 1

業

4,267 14,26

政

7
予算費目 会計 01 

策

一般会計 款 03 項 01

こ

目 05

コスト 年度 H3

の

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

務

5年度 R6年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
事業

施

費(決算又は予算額)

策

Ａ 単位 34,436 3

の

4,330 32,86

位

4 36,202 36,

置

202 36,202 3

基

6,202

財
源
内
訳

 

本

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 14,728 15,

主

829 13,877 1

管

6,488 16,48

課

8 16,488 16,

名

488
 地方債 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
 その他

長

千円 1,911 2,5

名

00 2,131 3,0

こ

72 3,072 3,0

の

72 3,072
 一般

事

財源 千円 17,797

務

16,001 16,8

事

56 16,642 16

業

,642 16,642

の

16,642
人件費Ｂ

開

千円 3,156 3,1

始

56 3,248 3,2

時

48 3,248 3,2

期

48 3,248
正職員

事

従事時間×人数 時間×

務

人 400× 2 400×

区

2 400× 2 400×

分

2 400× 2 400×

法

2 400× 2
正職員以

定

外の人件費 千円 500

受

500 592 592 5

託

92 592 592
その

事

他の費用Ｃ 千円 639

務

639 363 363 3

自

63 363 363
トー

治

タルコストA+B+C

事

千円 38,231 38

務

,125 36,475

こ

39,813 39,8

の

13 39,813 39

事

,813
単位あたりコ

務

スト ① 千円/人 47.

事

6 46.3 48 51.

業

1 51.1 51.1 5

の

1.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

根

ﾄ/(2)の対象指標

拠

）② 千円/ 0 0 0 0 0

法

0 0

1

令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

等による環境変化 □ あ

業

る
に伴い、目的を見直

名

す（目
その理由

的の追

N

加・拡充又は絞込）

必

o

要はありませんか？ ■

.

ない

有
効
性

医療費支給

1

総額が増加することが

7

、成果向上であるとは

6

言えない。
今以上に事

母

業の成果を向上

させる

子

方法を記入して下さ

い

家

。 内　容
※(3)の成

庭

果指標を向上させる

　

等

ことはできますか？

医

医

療費助成が必要な家庭

療

は、経済的負担が軽減

費

されている。
目的達成

支

状況 内　容

□民間への

給

一部委託 □民間への全

事

部委託
市関与の必要性

業

□指定管理 □補助金・

２

負担金助成 ■市の直営

評

内　容
　（実施手法）

価

愛知県の福祉医療費支

　

給制度に基づいている

Ｃ

ため

効
率
性

児童扶養手

Ｈ

当の申請と同時に同じ

Ｅ

窓口で行うことは、可

Ｃ

能である。
事務事業の

Ｋ

統廃合により、

事業の

目

効率化を図り、成果
内

的

　容
を向上させる方法

妥

を記入し

て下さい。

福

当

祉総合システムへの入

性

力方法が簡略化されれ

こ

ば、入力時間を短縮す

の

ることが
現状より事業

事

費・人件費を
可能とな

業

る。
削減する方法を記

の

入して下

さい。（仕様

必

の変更、外部 内　容
委

要

託、従事時間の削減等

性

は

できないか？)

公
平

は

性

受益者負担について

薄

は、愛知県の福祉医療

れ

見直し
□ ある ■ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

得

ますか？ の時、検討す

ら

る。
また、受益者負担

れ

割合は適 ■ ない □ 検討

て

が必要 内　容
正ですか

い

？
□ 受益者がいない

３

る

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

い

Ｏ
Ｎ

　特に意見はない

ま

。 　特にない。
事業実

せ

施上の課題、住
民・議

ん

会等からの意見 意　見

か

対応策
と対応策

申請に

。

基づき受給者証を発行

十

し、医 特になし
R3年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
療機関からの請求に

成

より支払をした
年度か

果

ら変更・追加は 前年度

が

・
。

あるか 追　加

今後

理

の事業・コスト・成果

　

の方向性 今後の事業の

由

方向性、改革・改善案

得

※今年度からの具体的

ら

な事業の進め方、手段

れ

の見直し等、各方向性

て

の内容

　　　　　　　

い

　　□　拡大 持続可能

ま

な医療制度としていく

す

ため、自己負担や資格

か

　　　　　　　　　□

？

　改善 要件等の見直し

得

を、愛知県の福祉医療

ら

制度見直しに合
　　　

れ

　　　　　　■　現状

て

維持 わせて検討する
　

い

　　　　　　　　□　

な

縮小
　　　　　　　　

い

　□　統合
　　　　　

事

　　　　□　完了
　　

業

　　　　　　　□　廃

進

止・休止
コストの方向

展

性
　　　　　　　　　

等

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

よ

　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 176 母子家庭等医療費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

母子家庭等医療費受給者の経済的負担を軽減している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を拡大すると、財政への負担が大きくなる。
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

医療費

2

の自己負担分（３割）

事

を助成しているため、

務

拡充はない。
事業進展



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 177 子ども医療費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 昭和４８年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市子ども医療費支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

子どもが必要な医療を安心して受けられるよう医療保 みよし市子ども医療費支給条例により給付するもので
険の自己負担額について、子ども医療費として助成す あり、愛知県福祉医療費支給事業補助金要綱に基づき
る 補助金（補助率１／２）が交付される。
通院・・小学校入学後から１５歳到達年度末まで 子どもが必要な医療を安心して受けられるために必要
入院・・中学校卒業から１８歳到達年度末まで な事業となっている。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

①利用者からの申請に基づき受給者証の発行をした
R2年度に実施した具体的な

令

②受給者データをシス

和

テム管理した
事業の方

 

法、手順、指標に対す

3

③医療機関からの請求

年

に基づく支払事務をし

度

た
る成果等

事務事業を

（

取り巻く状況は過去と

2

比べ変化しているか (

年

1)活動指標（事務事

度

業の活動量を表す指標

実

）

子ども医療費助成の

施

年齢引き上げを行って

分

いる市町村が出 名称 単

）

位
てきている。 ① 子ど

事

も医療費助成件数 件
変

務

 化
②

内 容

対象(こ

事

の事業の対象、範囲と

業

なる人、物) (2)対

目

象指標（対象の大きさ

的

を表す指標）

通院助成

評

…１５歳到達の年度末

価

までの子ども 名称 単位

表

入院助成…１８歳到達

様

の年度末までの子ども

式

① １５歳到達の年度末

1

までの子ども 人
② 中学

-

卒業～１８歳到達の年

1

度末まで 人

目的(この

記

事業によって上記対象

入

をどのような状態にし

日

たいのか) (3)成果

令

指標（目的の達成度を

和

示す指標）

医療費に係

0

る経済的負担を軽減す

3

る 名称 単位
① 子ども医

年

療費支給総額 千円
②

結

1

果(上位基本事業の意

2

図) (4)結果の成果

月

指標（上位基本事業の

0

成果指標）

医療費に関

7

する不安を取り除き、

日

安心して医療を受けて

１

もらう 名称 単位
① 子ど

事

も医療費受給者数 人
②

務

母子・障がい者医療受

事

給者数 人

事務事業の各

業

種指標の実績と見込及

の

び目標

H31年度 R2

現

年度 R2年度 R3年度

状

R4年度 R5年度 R6

　

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｐ

位
実績値 計画値 実績値

Ｌ

計画値 目標値 目標値 目

Ａ

標値
(1)の ① 件 15

Ｎ

6,511 161,7

及

39 120,134 1

び

32,525 132,

Ｄ

525 132,525

Ｏ

132,525
活動指

事

標 ②
(2)の ① 人 9,

務

642 9,747 9,

事

872 10,257 1

業

0,257 10,25

名

7 10,257
対象指

N

標 ② 人 2,415 2,

o

237 2,320 2,

.

410 2,410 2,

1

410 2,410
(3

7

)の ① 千円 345,8

7

26 366,836 2

子

79,082 312,

ど

117 312,117

も

312,117 312

医

,117
成果指標 ②

(

療

4)の結果の ① 人 12

費

,057 11,985

支

12,192 12,6

給

67 12,667 12

事

,667 12,667

業

成果指標 ② 人 2,31

政

4 2,411 2,34

策

0 2,379 2,37

こ

9 2,379 2,37

の

9
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 03 項 01

務

目 05

コスト 年度 H3

事

1年度 R2年度 R2年

業

度 R3年度 R4年度 R

施

5年度 R6年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
事業

位

費(決算又は予算額)

置

Ａ 単位 353,318

基

371,897 283

本

,333 316,97

事

4 316,974 31

業

6,974 316,9

主

74

財
源
内
訳

 国庫支

管

出金 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
 県支出金 千円 78

名

,185 80,486

課

56,280 69,6

長

98 69,698 69

名

,698 69,698

こ

 地方債 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 その他 千円 2

事

0,229 21,07

務

5 20,258 21,

事

950 21,950 2

業

1,950 21,95

の

0
 一般財源 千円 25

開

4,904 270,3

始

36 206,795 2

時

25,326 225,

期

326 225,326

事

225,326
人件費

務

Ｂ 千円 3,299 3,

区

299 3,307 3,

分

320 3,320 3,

法

320 3,320
正職

定

員従事時間×人数 時間

受

×人 400× 2 400

託

× 2 400× 2 400

事

× 2 400× 2 400

務

× 2 400× 2
正職員

自

以外の人件費 千円 64

治

3 643 651 664

事

664 664 664
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 63

こ

9 639 363 363

の

363 363 363
ト

事

ータルコストA+B+

務

C 千円 357,256

事

375,835 287

業

,003 320,65

の

7 320,657 32

根

0,657 320,6

拠

57
単位あたりコスト

法

① 千円/人 37.1 3

令

8.6 29.1 31.

事

3 31.3 31.3 3

業

1.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

の

ﾄ/(2)の対象指標

概

）② 千円/人 147.

要

9 168 123.7 1

現

33.1 133.1 1

在

33.1 133.1

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目的を見直す（目
その

業

理由
的の追加・拡充又

名

は絞込）

必要はありま

N

せんか？ ■ ない

有
効
性

o

財政への負担が大きく

.

、これ以上の医療費支

1

給額の増加は望ましく

7

ない
今以上に事業の成

7

果を向上

させる方法を

子

記入して下さ

い。 内　

ど

容
※(3)の成果指標

も

を向上させる

　ことは

医

できますか？

子どもを

療

持つ世帯の医療費の負

費

担は軽減されている
目

支

的達成状況 内　容

□民

給

間への一部委託 □民間

事

への全部委託
市関与の

業

必要性 □指定管理 □補

２

助金・負担金助成 ■市

評

の直営
内　容

　（実施

価

手法） 愛知県の福祉医

　

療費支給制度に基づい

Ｃ

ているため 

効
率
性

他

Ｈ

の福祉医療と統合する

Ｅ

ことはできない
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

システムでの処理が

当

容易になれば、人件費

性

削減が考えられる
現状

こ

より事業費・人件費を

の

削減する方法を記入し

事

て下

さい。（仕様の変

業

更、外部 内　容
委託、

の

従事時間の削減等は

で

必

きないか？)

公
平
性

受

要

給者負担については、

性

愛知県の福祉医療見直

は

し
□ ある ■ 現状で適正

薄

受益者負担はあります

れ

か？ の時、検討する
ま

て

た、受益者負担割合は

得

適 ■ ない □ 検討が必要

ら

内　容
正ですか？

□ 受

れ

益者がいない

３
改
革
改

て

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　

い

市議会などからの受給

る

対象者の年 中学校卒業

い

から１８歳到達年齢年

ま

度
事業実施上の課題、

せ

住 齢引き上げ要望があ

ん

る。 末までの入院に対

か

しては子ども医療
民・

。

議会等からの意見 意　

十

見 対応策 費助成の対象

分

としている。
と対応策

な

子ども医療費助成（入

成

院）の対象者 継続して

果

実施するため。
R3年

が

度の事業計画は前 変　

理

更
を１８歳まで拡大

年

　

度から変更・追加は 前

由

年度 ・
あるか 追　加

今

得

後の事業・コスト・成

ら

果の方向性 今後の事業

れ

の方向性、改革・改善

て

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

ま

段の見直し等、各方向

す

性の内容

　　　　　　

か

　　　□　拡大 自己負

？

担や資格要件等の見直

得

しを、愛知県の福祉医

ら

療
　　　　　　　　　

れ

□　改善 制度見直しや

て

他市町の状況等を踏ま

い

え、調査研究して
　　

な

　　　　　　　■　現

い

状維持 いく。
　　　　

事

　　　　　□　縮小
　

業

　　　　　　　　□　

進

統合
　　　　　　　　

展

　□　完了
　　　　　

等

　　　　□　廃止・休

に

止
コストの方向性
　　

よ

　　　　　　　→　維

る

持
成果の方向性
　　　

環

　　　　　　→　維持

境

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 177 子ども医療費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

子どもを持つ世帯の医療費の負担は軽減されている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

令和元年度から入院費助成の拡大実施をした
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

子

-

どもを持つ世帯の医療

2

の負担は軽減されてい

事

る
事業進展等による環

務

境変化 □ ある
に伴い、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 178 障がい者医療費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 昭和６１年３月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市障害者医療費支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい者福祉の増進と経済的負担の軽減を図るため、 みよし市障がい者医療費支給条例により給付するもの
医療機関で診療を受けた場合の自己負担分を助成する であり、愛知県福祉医療費支給事業補助金要綱に基づ
・障がい者医療費支給 き補助金（補助率１／２）が交付される。
　障がい者手帳１～３級、その他 障がい者医療は全疾病について助成し、精神障がい者
・精神障がい者医療費支給 医療は精神に関する治療についてのみ助成する。
  全疾病・・・精神障がい者保健福祉手帳１、２級 障がい者の福祉向上を図るために必要な事

令

業となって
  精神の

和

み・・精神障がい者保

 

健福祉手帳３級、自立

3

いる
　　　　　　　支

年

援受給者等
 
「ＳＤＧ

度

ｓの取り組み：３」
①

（

利用者からの申請に基

2

づき受給者証の発行を

年

した
R2年度に実施し

度

た具体的な ②受給者デ

実

ータをシステム管理し

施

た
事業の方法、手順、

分

指標に対す ③医療機関

）

からの請求に基づく支

事

払事務をした
る成果等

務

事務事業を取り巻く状

事

況は過去と比べ変化し

業

ているか (1)活動指

目

標（事務事業の活動量

的

を表す指標）

精神障が

評

い者医療費（自立支援

価

医療費）受給者の増加

表

名称 単位
① 障がい者医

様

療費助成件数 件
変 化

式

②
内 容

対象(この事

1

業の対象、範囲となる

-

人、物) (2)対象指

1

標（対象の大きさを表

記

す指標）

障がい者：①

入

身体障がい者手帳１～

日

３級等②療育手帳Ａ又

令

はＢ判 名称 単位
定者、

和

③自閉症状群と診断さ

0

れた人 ① 一定の障がい

3

を有する人 人
精神障が

年

い者：①精神手帳１～

1

３級等②自立支援医療

2

費受給者等 ②
目的(こ

月

の事業によって上記対

0

象をどのような状態に

7

したいのか) (3)成

日

果指標（目的の達成度

１

を示す指標）

医療費に

事

係る経済的負担を軽減

務

する 名称 単位
① 障がい

事

者医療費支給総額 千円

業

②

結果(上位基本事業

の

の意図) (4)結果の

現

成果指標（上位基本事

状

業の成果指標）

医療費

　

に関する不安を取り除

Ｐ

き、安心して医療を受

Ｌ

けてもらう 名称 単位
①

Ａ

障がい者医療受給者数

Ｎ

人
② 母子・子ども医療

及

受給者数 人

事務事業の

び

各種指標の実績と見込

Ｄ

及び目標

H31年度 R

Ｏ

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

務

6年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

名

目標値
(1)の ① 件 3

N

2,839 33,60

o

0 33,035 32,

.

136 32,136 3

1

2,136 32,13

7

6
活動指標 ②
(2)の

8

① 人 1,511 1,5

障

65 1,580 1,6

が

00 1,600 1,6

い

00 1,600
対象指

者

標 ②
(3)の ① 千円 1

医

64,393 171,

療

623 163,697

費

163,120 163

支

,697 163,69

給

7 163,697
成果

事

指標 ②
(4)の結果の

業

① 人 1,511 1,5

政

87 1,580 1,6

策

00 1,600 1,6

こ

00 1,600
成果指

の

標 ② 人 12,860 1

事

2,808 12,95

務

2 13,446 13,

事

446 13,446 1

業

3,446
予算費目 会

施

計 01 一般会計 款 0

策

3 項 01 目 05

コスト

の

年度 H31年度 R2年

位

度 R2年度 R3年度 R

置

4年度 R5年度 R6年

基

度
実績値 計画値 実績値

本

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
事業費(決算又は

業

予算額)Ａ 単位 165

主

,572 172,85

管

2 164,846 16

課

4,298 164,9

名

06 164,906 1

課

64,906

財
源
内
訳

長

 国庫支出金 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 県支出金

こ

千円 53,273 57

の

,167 51,837

事

52,724 52,7

務

24 52,724 52

事

,724
 地方債 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 その

の

他 千円 32,584 3

開

0,628 36,48

始

1 29,896 29,

時

896 29,896 2

期

9,896
 一般財源

事

千円 79,715 85

務

,057 76,528

区

81,678 82,2

分

86 82,286 82

法

,286
人件費Ｂ 千円

定

3,356 3,356

受

3,307 3,307

託

3,307 3,307

事

3,307
正職員従事

務

時間×人数 時間×人 4

自

00× 2 400× 2 4

治

00× 2 400× 2 4

事

00× 2 400× 2 4

務

00× 2
正職員以外の

こ

人件費 千円 700 70

の

0 651 651 651

事

651 651
その他の

務

費用Ｃ 千円 426 42

事

6 242 242 242

業

242 242
トータル

の

コストA+B+C 千円

根

169,354 176

拠

,634 168,39

法

5 167,847 16

令

8,455 168,4

事

55 168,455
単

業

位あたりコスト ① 千円

の

/人 112.1 112

概

.9 106.6 104

要

.9 105.3 105

現

.3 105.3
（ﾄｰ

在

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

状

0 0 0 0 0 0

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

係る不安を取り除き、

業

早期に医療機関を受診

名

することは必要
事業進

N

展等による環境変化 □

o

ある
である

に伴い、目

.

的を見直す（目
その理

1

由
的の追加・拡充又は

7

絞込）

必要はありませ

8

んか？ ■ ない

有
効
性

財

障

政への負担が大きく、

が

これ以上の医療費支給

い

額の増加は望ましくな

者

い
今以上に事業の成果

医

を向上

させる方法を記

療

入して下さ

い。 内　容

費

※(3)の成果指標を

支

向上させる

　ことはで

給

きますか？

目的は達成

事

している
目的達成状況

業

内　容

□民間への一部

２

委託 □民間への全部委

評

託
市関与の必要性 □指

価

定管理 □補助金・負担

　

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 愛知

Ｈ

県の福祉医療費支給制

Ｅ

度に基づいているため

Ｃ

効
率
性

他の福祉医療と

Ｋ

統合することはできな

目

い
事務事業の統廃合に

的

より、

事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容

を向

当

上させる方法を記入し

性

て下さい。

システムで

こ

の処理が容易になれば

の

、人件費の削減は考え

事

られる
現状より事業費

業

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

必

（仕様の変更、外部 内

要

　容
委託、従事時間の

性

削減等は

できないか？

は

)

公
平
性

受給者負担に

薄

ついては、愛知県の福

れ

祉医療見直し
□ ある ■

て

現状で適正
受益者負担

得

はありますか？ の時、

ら

検討する
また、受益者

れ

負担割合は適 ■ ない □

て

検討が必要 内　容
正で

い

すか？
□ 受益者がいな

る

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

い

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　特に意見は

ま

ない。 　特にない。
事

せ

業実施上の課題、住
民

ん

・議会等からの意見 意

か

　見 対応策
と対応策

一

。

定の障がいを有する人

十

への医療費 愛知県の福

分

祉医療制度に基づき実

な

施
R3年度の事業計画

成

は前 変　更
助成 してい

果

るため
年度から変更・

が

追加は 前年度 ・
あるか

理

追　加

今後の事業・コ

　

スト・成果の方向性 今

由

後の事業の方向性、改

得

革・改善案
※今年度か

ら

らの具体的な事業の進

れ

め方、手段の見直し等

て

、各方向性の内容

　　

い

　　　　　　　□　拡

ま

大 持続可能な医療制度

す

としていくため、自己

か

負担や資格
　　　　　

？

　　　　□　改善 要件

得

等の見直しを、愛知県

ら

の福祉医療制度見直し

れ

に合
　　　　　　　　

て

　■　現状維持 わせて

い

検討する
　　　　　　

な

　　　□　縮小
　　　

い

　　　　　　□　統合

事

　　　　　　　　　□

業

　完了
　　　　　　　

進

　　□　廃止・休止
コ

展

ストの方向性
　　　　

等

　　　　　→　維持
成

に

果の方向性
　　　　　

よ

　　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 178 障がい者医療費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

障がい者のいる世帯の医療費の負担軽減
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

自立支援医療費受給者は、精神医療受給者証（通院分）を自立支援医
事業進展等による環境変化

様

■ ある 療の指定機関（

式

病院、薬局等）のみで

1

利用できるように変更

-

する
に伴い、対象を見

2

直す（拡
その理由

大・

事

縮小）必要はありませ

務

□ ない
んか？

医療費に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 179 後期高齢者福祉医療費給付金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市後期高齢者福祉医療費給付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者医療制度に加入している人で、一定の障が みよし市後期高齢者福祉医療費給付要綱により給付す
いを有する人等の福祉の増進と経済的負担の軽減を図 るものであり、愛知県福祉医療費支給事業補助金要綱
るため、医療機関で診療を受けた場合の自己負担分を に基づき補助金（補助率１／２）が交付される。
助成する 高齢障がい者、一人暮らし高齢者等の福祉向上を図る
 ために必要な事業となっている
 「ＳＤＧｓの取り組み：３」
 

①利用者からの申請に基づき受給者証の発行をした
R

令

2年度に実施した具体

和

的な ②受給者データを

 

システム管理した
事業

3

の方法、手順、指標に

年

対す ③医療機関からの

度

請求に基づく支払事務

（

をした
る成果等

事務事

2

業を取り巻く状況は過

年

去と比べ変化している

度

か (1)活動指標（事

実

務事業の活動量を表す

施

指標）

後期高齢者医療

分

の被保険者増加 名称 単

）

位
① 後期高齢者福祉医

事

療費助成件数 件
変 化

務

②
内 容

対象(この事

事

業の対象、範囲となる

業

人、物) (2)対象指

目

標（対象の大きさを表

的

す指標）

６５歳以上の

評

人で一定の障がいを有

価

する人 名称 単位
① ６５

表

歳以上で一定の障がい

様

を有する人 人
②

目的(

式

この事業によって上記

1

対象をどのような状態

-

にしたいのか) (3)

1

成果指標（目的の達成

記

度を示す指標）

医療費

入

に係る経済的負担を軽

日

減する 名称 単位
① 後期

令

高齢者福祉医療費支給

和

総額 千円
②

結果(上位

0

基本事業の意図) (4

3

)結果の成果指標（上

年

位基本事業の成果指標

1

）

医療費に関する不安

2

を取り除き、安心して

月

医療をうけてもらう 名

0

称 単位
① 障がい者医療

7

受給者数 人
② 母子・子

日

ども医療受給者数 人

事

１

務事業の各種指標の実

事

績と見込及び目標

H3

務

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度
指標 

の

＼ 年度 単位
実績値 計

現

画値 実績値 計画値 目標

状

値 目標値 目標値
(1)

　

の ① 件 25,095 2

Ｐ

6,459 23,66

Ｌ

7 24,850 24,

Ａ

623 25,116 2

Ｎ

5,618
活動指標 ②

及

(2)の ① 人 774 7

び

79 777 780 78

Ｄ

0 780 780
対象指

Ｏ

標 ②
(3)の ① 千円 1

事

07,665 114,

務

125 103,163

事

115,200 113

業

,479 123,79

名

6 123,796
成果

N

指標 ②
(4)の結果の

o

① 人 1,511 1,5

.

87 1,580 1,6

1

00 1,600 1,6

7

00 1,600
成果指

9

標 ② 人 12,860 1

後

2,808 12,95

期

2 13,446 13,

高

446 13,446 1

齢

3,446
予算費目 会

者

計 01 一般会計 款 0

福

3 項 01 目 05

コスト

祉

年度 H31年度 R2年

医

度 R2年度 R3年度 R

療

4年度 R5年度 R6年

費

度
実績値 計画値 実績値

給

計画値 目標値 目標値 目

付

標値
事業費(決算又は

金

予算額)Ａ 単位 108

支

,479 104,42

給

5 103,953 11

事

5,791 124,7

業

86 133,780 1

政

33,780

財
源
内
訳

策

 国庫支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 県支出金

の

千円 40,035 41

事

,239 38,058

務

43,580 46,9

事

41 50,322 50

業

,322
 地方債 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 その

策

他 千円 12,475 1

の

3,626 13,90

位

9 16,107 17,

置

362 18,621 1

基

8,621
 一般財源

本

千円 55,969 49

事

,560 51,986

業

56,104 60,4

主

83 64,837 64

管

,837
人件費Ｂ 千円

課

2,160 2,160

名

2,252 2,252

課

2,252 2,252

長

758
正職員従事時間

名

×人数 時間×人 250

こ

× 2 250× 2 250

の

× 2 250× 2 250

事

× 2 250× 2 25×

務

2
正職員以外の人件費

事

千円 500 500 59

業

2 592 592 592

の

592
その他の費用Ｃ

開

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

始

ータルコストA+B+

時

C 千円 110,639

期

106,585 106

事

,205 118,04

務

3 127,038 13

区

6,032 134,5

分

38
単位あたりコスト

法

① 千円/人 142.9

定

136.8 136.7

受

151.3 162.9

託

174.4 172.5

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

務

2)の対象指標）② 千

自

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

安を取り除き、安心し

業

て医療をうけてもらう

名

ことは
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
、必

o

要である
に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

1

的の追加・拡充又は絞

7

込）

必要はありません

9

か？ ■ ない

有
効
性

医療

後

費の助成額だけで、成

期

果を図ることはできな

高

い
今以上に事業の成果

齢

を向上

させる方法を記

者

入して下さ

い。 内　容

福

※(3)の成果指標を

祉

向上させる

　ことはで

医

きますか？

目的は達成

療

している
目的達成状況

費

内　容

□民間への一部

給

委託 □民間への全部委

付

託
市関与の必要性 □指

金

定管理 □補助金・負担

支

金助成 ■市の直営
内　

給

容
　（実施手法） 愛知

事

県の福祉医療費支給制

業

度に基づき進めている

２

ため

効
率
性

他の福祉医

評

療と統合することはで

価

きない
事務事業の統廃

　

合により、

事業の効率

Ｃ

化を図り、成果
内　容

Ｈ

を向上させる方法を記

Ｅ

入し

て下さい。

システ

Ｃ

ムでの処理が容易にな

Ｋ

れば、人件費は削減す

目

ると考えられる
現状よ

的

り事業費・人件費を

削

妥

減する方法を記入して

当

下

さい。（仕様の変更

性

、外部 内　容
委託、従

こ

事時間の削減等は

でき

の

ないか？)

公
平
性

自立

事

支援指定機関（病院、

業

薬局等）以外の受診は

の

□ ある □ 現状で適正
受

必

益者負担はありますか

要

？ 、受益者負担が必要

性

と考えられる
また、受

は

益者負担割合は適 ■ な

薄

い ■ 検討が必要 内　容

れ

精神の診断書による受

て

給者は、精神疾患以外

得

のも
正ですか？ のは自

ら

己負担すべきではない

れ

かと考えられる
□ 受益

て

者がいない

３
改
革
改
善

い

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　特

る

に意見はない。 　特に

い

ない。
事業実施上の課

ま

題、住
民・議会等から

せ

の意見 意　見 対応策
と

ん

対応策

申請に基づく受

か

給者証発行により、 継

。

続して実施するため。

十

R3年度の事業計画は

分

前 変　更
医療費助成

年

な

度から変更・追加は 前

成

年度 ・
あるか 追　加

今

果

後の事業・コスト・成

が

果の方向性 今後の事業

理

の方向性、改革・改善

　

案
※今年度からの具体

由

的な事業の進め方、手

得

段の見直し等、各方向

ら

性の内容

　　　　　　

れ

　　　□　拡大 後期高

て

齢者の医療費一部負担

い

割合の２割導入を盛り

ま

込
　　　　　　　　　

す

■　改善 んだ法改正（

か

R3.6.4）により

？

、R4.10.1以降

得

に一定の
　　　　　　

ら

　　　□　現状維持 所

れ

得がある後期高齢者は

て

負担割合が１割から２

い

割に引
　　　　　　　

な

　　□　縮小 き上がる

い

　　　　　　　　　□

事

　統合
　　　　　　　

業

　　□　完了
　　　　

進

　　　　　□　廃止・

展

休止
コストの方向性
　

等

　　　　　　　　→　

に

維持
成果の方向性
　　

よ

　　　　　　　→　維

る

持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 179 後期高齢者福祉医療費給付金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

医療費に係る経済的負担を軽減している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

後期高齢者福祉医療受給資格の対象範囲が広いため、資格要件の見直

様

事業進展等による環境

式

変化
■ ある しをする必

1

要があると考える
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
□ ない

ん

務

か？

医療費に関する不



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 181 療養給付費負担金事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２０月４日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律　第９８条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者医療被保険者への医療療養給付費の一部を 後期高齢者医療療養給付費のうち２分の１を公費で負
、負担金として保険者である愛知県後期高齢者医療広 担し、公費のうち６分の１を市が負担（医療給付費全
域連合へ納付する 体の１２分の１に相当）する。
後期高齢者医療療養給付費（財源構成） 後期高齢者医療制度の健全運営のため必要な事業とな
・被保険者保険料・・・１割 っている
・後期高齢者支援金・・４割
・公費・・・・・・・・５割 → うち国・・・４／６
　　　　　　　　　　　　    　　　県・

令

・・１／６
　　　　　

和

　　　　　　　　　　

 

　　市・・・１／６
「

3

ＳＤＧｓの取り組み：

年

３」
愛知県後期高齢者

度

医療広域連合からの請

（

求に基づき、当該年度

2

の療養給付費負担金
R

年

2年度に実施した具体

度

的な の見込み額と前年

実

度分の精算額を納付す

施

る。
事業の方法、手順

分

、指標に対す  
る成果

）

等

事務事業を取り巻く

事

状況は過去と比べ変化

務

しているか (1)活動

事

指標（事務事業の活動

業

量を表す指標）

療養費

目

の増加に伴い、負担金

的

の納付額も上がる 名称

評

単位
① 後期高齢者医療

価

療養費保険料納付額 千

表

円
変 化

②
内 容

対象

様

(この事業の対象、範

式

囲となる人、物) (2

1

)対象指標（対象の大

-

きさを表す指標）

７５

1

歳以上の人 名称 単位
６

記

５歳から７４歳で一定

入

の障がいを有する人 ①

日

７５歳以上の人 人
② 6

令

5歳から74歳で一定

和

の障がいを有する人 人

0

目的(この事業によっ

3

て上記対象をどのよう

年

な状態にしたいのか)

1

(3)成果指標（目的

2

の達成度を示す指標）

月

療養費の負担を通じて

0

後期高齢者医療保険制

7

度を円滑に運用する 名

日

称 単位
① 後期高齢者医

１

療療養給付費負担金額

事

千円
②

結果(上位基本

務

事業の意図) (4)結

事

果の成果指標（上位基

業

本事業の成果指標）

安

の

定した医療制度のもと

現

で、公平な負担により

状

、健康で安心して 名称

　

単位
暮らしてもらう ①

Ｐ

後期高齢者医療被保険

Ｌ

者数 人
② 後期高齢者医

Ａ

療保険料収納率 ％

事務

Ｎ

事業の各種指標の実績

及

と見込及び目標

H31

び

年度 R2年度 R2年度

Ｄ

R3年度 R4年度 R5

Ｏ

年度 R6年度
指標 ＼

事

 年度 単位
実績値 計画

務

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
(1)の

業

① 千円 515,490

名

597,936 596

N

,515 626,34

o

1 657,658 69

.

0,541 725,0

1

68
活動指標 ②
(2)

8

の ① 人 4,968 5,

1

285 5,419 5,

療

690 5,974 6,

養

273 6,587
対象

給

指標 ② 人 217 210

付

191 230 241 2

費

54 266
(3)の ①

負

千円 356,854 3

担

56,546 365,

金

379 383,648

事

402,830 422

務

,972 444,12

政

0
成果指標 ②

(4)の

策

結果の ① 人 5,502

こ

5,668 5,638

の

5,920 6,216

事

6,527 6,853

務

成果指標 ② ％ 99.7

事

99.7 99.7 99

業

.7 99.7 99.7

施

99.7
予算費目 会計

策

01 一般会計 款 03

の

項 01 目 08

コスト 年

位

度 H31年度 R2年度

置

R2年度 R3年度 R4

基

年度 R5年度 R6年度

本

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
事業費(決算又は予

主

算額)Ａ 単位 356,

管

854 356,547

課

365,379 379

名

,594 398,53

課

4 418,461 43

長

9,384

財
源
内
訳

 

名

国庫支出金 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 県支出金 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 その他 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 一般財源 千

業

円 356,854 35

の

6,547 365,3

開

79 379,594 3

始

98,534 418,

時

461 439,384

期

人件費Ｂ 千円 1,19

事

5.2 1,195.2

務

1,195.2 1,1

区

95.2 1,195.

分

2 1,195.2 1,

法

195.2
正職員従事

定

時間×人数 時間×人 1

受

20× 3 120× 3 1

託

20× 3 120× 3 1

事

20× 3 120× 3 1

務

20× 3
正職員以外の

自

人件費 千円 0 0 0 0 0

治

0 0
その他の費用Ｃ 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

務

タルコストA+B+C

こ

千円 358,049.

の

2 357,742.2

事

366,574.2 3

務

80,789.2 39

事

9,729.2 419

業

,656.2 440,

の

579.2
単位あたり

根

コスト ① 千円/人 72

拠

.1 67.7 67.6

法

66.9 66.9 66

令

.9 66.9
（ﾄｰﾀ

事

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

業

象指標）② 千円/人 1

の

,650 1,703.

概

5 1,919.2 1,

要

655.6 1,658

現

.6 1,652.2 1

在

,656.3

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

高

N

齢者の医療の確保に関

o

する法律による
今以上

.

に事業の成果を向上

さ

1

せる方法を記入して下

8

さ

い。 内　容
※(3)

1

の成果指標を向上させ

療

る

　ことはできますか

養

？

高齢者の医療の確保

給

に関する法律による
目

付

的達成状況 内　容

□民

費

間への一部委託 □民間

負

への全部委託
市関与の

担

必要性 □指定管理 □補

金

助金・負担金助成 ■市

事

の直営
内　容

　（実施

務

手法） 高齢者の医療の

２

確保に関する法律によ

評

る

効
率
性

高齢者の医療

価

の確保に関する法律に

　

よる
事務事業の統廃合

Ｃ

により、

事業の効率化

Ｈ

を図り、成果
内　容

を

Ｅ

向上させる方法を記入

Ｃ

し

て下さい。

高齢者の

Ｋ

医療の確保に関する法

目

律による
現状より事業

的

費・人件費を

削減する

妥

方法を記入して下

さい

当

。（仕様の変更、外部

性

内　容
委託、従事時間

こ

の削減等は

できないか

の

？)

公
平
性

高齢者の医

事

療の確保に関する法律

業

による
□ ある ■ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

必

ますか？

また、受益者

要

負担割合は適 ■ ない □

性

検討が必要 内　容
正で

は

すか？
□ 受益者がいな

薄

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

れ

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　特に意見は

て

ない。 　特にない。
事

得

業実施上の課題、住 　

ら

民・議会等からの意見

れ

意　見 対応策
と対応策

て

広域連合からの請求に

い

基づき、支払 制度の変

る

更がないため。
R3年

い

度の事業計画は前 変　

ま

更
う

年度から変更・追

せ

加は 前年度 ・
あるか 追

ん

　加

今後の事業・コス

か

ト・成果の方向性 今後

。

の事業の方向性、改革

十

・改善案
※今年度から

分

の具体的な事業の進め

な

方、手段の見直し等、

成

各方向性の内容

　　　

果

　　　　　　□　拡大

が

持続可能な社会保障制

理

度の確立を図るための

　

改革の推
　　　　　　

由

　　　□　改善 進に関

得

する法律に基づく、医

ら

療保険制度改革の実施

れ

状
　　　　　　　　　

て

■　現状維持 況等を踏

い

まえながら、国や愛知

ま

県の高齢者医療制度見

す

　　　　　　　　　□

か

　縮小 直しに合わせて

？

検討する
　　　　　　

得

　　　□　統合
　　　

ら

　　　　　　□　完了

れ

　　　　　　　　　□

て

　廃止・休止
コストの

い

方向性
　　　　　　　

な

　　→　維持
成果の方

い

向性
　　　　　　　　

事

　→　維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 181 療養給付費負担金事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者の医療の確保に関する法律による
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者の医療の確保に関する法律による
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

様

その理由
大・縮小）必

式

要はありませ
■ ない

ん

1

か？

高齢者の医療の確

-

保に関する法律による

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 182 後期高齢者医療健康診査事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 後期高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者の健康診査を愛知県後期高齢者医療広域連 愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関す
合からの受託により、各市町村で行っている。 る条例により市が健康診査を受託している。
市内の指定医療機関で、必須項目として問診、身体計 後期高齢者の糖尿病等の生活習慣病を早期に発見し、
測、血圧測定、脂質検査肝機能検査、尿・腎機能検査 重症化の予防を図るため実施している。
をほか、必要に応じ貧血検査、心電図検査等の詳細項
目の検査を実施している。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３」
 

①対象

令

者へ問診票健診票の送

和

付をした
R2年度に実

 

施した具体的な ②市内

3

の指定医療機関で健診

年

を実施した
事業の方法

度

、手順、指標に対す ③

（

適切な健康状態の把握

2

に努めてもらうため、

年

本人へ健診結果を通知

度

した
る成果等

事務事業

実

を取り巻く状況は過去

施

と比べ変化しているか

分

(1)活動指標（事務

）

事業の活動量を表す指

事

標）

後期高齢者医療被

務

保険者の増加 名称 単位

事

① 後期高齢者医療健康

業

診査受診者数 人
変 化

目

②
内 容

対象(この事

的

業の対象、範囲となる

評

人、物) (2)対象指

価

標（対象の大きさを表

表

す指標）

７５歳以上の

様

人 名称 単位
６５歳から

式

７４歳で一定の障がい

1

を有する人 ① ７５歳以

-

上の人 人
② 65歳から

1

74歳で一定の障がい

記

を有する人 人

目的(こ

入

の事業によって上記対

日

象をどのような状態に

令

したいのか) (3)成

和

果指標（目的の達成度

0

を示す指標）

健康診断

3

を受診することで疾病

年

等を早期発見する。ま

1

た、健康相 名称 単位
談

2

や健康指導により、生

月

活習慣病などの早期予

0

防を図る ① 後期高齢者

7

医療健康診査受診率 ％

日

②

結果(上位基本事業

１

の意図) (4)結果の

事

成果指標（上位基本事

務

業の成果指標）

安定し

事

た医療制度のもとで、

業

公平な負担により、健

の

康で安心して 名称 単位

現

暮らしてもらう ① 後期

状

高齢者医療被保険者数

　

人
② 後期高齢者医療保

Ｐ

険料収納率 ％

事務事業

Ｌ

の各種指標の実績と見

Ａ

込及び目標

H31年度

Ｎ

R2年度 R2年度 R3

及

年度 R4年度 R5年度

び

R6年度
指標 ＼ 年

Ｄ

度 単位
実績値 計画値 実

Ｏ

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
(1)の ① 人

務

1,718 1,871

事

1,641 2,170

業

2,170 2,170

名

2,170
活動指標 ②

N

(2)の ① 人 4,96

o

8 5,285 5,41

.

9 5,690 5,97

1

4 6,273 6,58

8

7
対象指標 ② 人 217

2

210 191 230 2

後

41 254 266
(3

期

)の ① ％ 33 34 30

高

37 37 37 37
成果

齢

指標 ②
(4)の結果の

者

① 人 5,213 5,5

医

02 5,638 5,9

療

20 6,216 6,5

健

27 6,853
成果指

康

標 ② ％ 99.7 99.

診

7 99.7 99.7 9

査

9.7 99.7 99.

事

7
予算費目 会計 01 

業

一般会計 款 03 項 01

政

目 08

コスト 年度 H3

策

1年度 R2年度 R2年

こ

度 R3年度 R4年度 R

の

5年度 R6年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

務

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

業

Ａ 単位 19,996 2

施

6,426 20,46

策

5 25,722 33,

の

432 32,712 3

位

4,063

財
源
内
訳

 

置

国庫支出金 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
 県支出金 千

本

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 その他 千円 17,

主

025 20,431 1

管

6,879 22,00

課

3 28,267 26,

名

427 26,427
 

課

一般財源 千円 2,97

長

1 5,995 3,58

名

6 3,719 5,16

こ

5 6,285 7,63

の

6
人件費Ｂ 千円 1,6

事

60 1,660 1,6

務

60 1,660 1,6

事

60 1,660 1,6

業

60
正職員従事時間×

の

人数 時間×人 250×

開

2 250× 2 250×

始

2 250× 2 250×

時

2 250× 2 250×

期

2
正職員以外の人件費

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 92

区

92 101 101 10

分

1 101 101
トータ

法

ルコストA+B+C 千

定

円 21,748 28,

受

178 22,226 2

託

7,483 35,19

事

3 34,473 35,

務

824
単位あたりコス

自

ト ① 千円/人 4.4 5

治

.3 4.1 4.8 5.

事

9 5.5 5.4
（ﾄｰ

務

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

こ

対象指標）② 千円/人

の

100.2 134.2

事

116.4 119.5

務

146 135.7 13

事

4.7

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

よる環境変化 □ ある
に

業

伴い、目的を見直す（

名

目
その理由

的の追加・

N

拡充又は絞込）

必要は

o

ありませんか？ ■ ない

.

有
効
性

健診受診に対す

1

る被保険者の意識を高

8

める
今以上に事業の成

2

果を向上

させる方法を

後

記入して下さ

い。 内　

期

容
※(3)の成果指標

高

を向上させる

　ことは

齢

できますか？

受診率を

者

上げる必要がある
目的

医

達成状況 内　容

□民間

療

への一部委託 □民間へ

健

の全部委託
市関与の必

康

要性 □指定管理 □補助

診

金・負担金助成 ■市の

査

直営
内　容

　（実施手

事

法） 健康推進課との連

業

携のもと、医師会に委

２

託している事業である

評

ため、変更でき
ない

効

価

率
性

健診事業を、保険

　

年金課で実施すること

Ｃ

は難しい
事務事業の統

Ｈ

廃合により、

事業の効

Ｅ

率化を図り、成果
内　

Ｃ

容
を向上させる方法を

Ｋ

記入し

て下さい。

医師

目

会に委託している事業

的

のため、事業費・人件

妥

費の削減は難しい
現状

当

より事業費・人件費を

性

削減する方法を記入し

こ

て下

さい。（仕様の変

の

更、外部 内　容
委託、

事

従事時間の削減等は

で

業

きないか？)

公
平
性

疾

の

病予防・早期発見によ

必

り、医療費が削減する

要

た
□ ある ■ 現状で適正

性

受益者負担はあります

は

か？ め受益者負担なし

薄

で適当
また、受益者負

れ

担割合は適 ■ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

得

か？
□ 受益者がいない

ら

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

　健康診査の受

て

診率が低く、生活習 　

い

平成３１年度から、未

る

受診者へ勧
事業実施上

い

の課題、住 慣病の早期

ま

発見が難しい状況とな

せ

っ 奨はがきを作成し、

ん

通知している。
民・議

か

会等からの意見 意　見

。

ている。 対応策 　保健

十

事業と介護予防を一体

分

的に実
と対応策 施し、

な

受診率の向上と介護予

成

防を図
る。

　対象者へ

果

問診票・健診票の送付

が

、 保健事業と介護予防

理

に向けた一体的
R3年

　

度の事業計画は前 変　

由

更
健診実施、結果を通

得

知。未受診者へ な実施

ら

を長寿介護課、健康推

れ

進課と
年度から変更・

て

追加は 前年度 ・
勧奨通

い

知を送付。 連携して実

ま

施する。
あるか 追　加

す

今後の事業・コスト・

か

成果の方向性 今後の事

？

業の方向性、改革・改

得

善案
※今年度からの具

ら

体的な事業の進め方、

れ

手段の見直し等、各方

て

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 　健

な

診の受診率を向上させ

い

、受診結果を生かすた

事

めに
　　　　　　　　

業

　■　改善 結果を分析

進

し、健診の受診が「健

展

康寿命」の延伸、医
　

等

　　　　　　　　□　

に

現状維持 療費の抑制に

よ

つながるよう生活習慣

る

病の重症化予防事
　　

環

　　　　　　　□　縮

境

小 業を検討する。
　　

変

　　　　　　　□　統

化

合
　　　　　　　　　

あ

□　完了
　　　　　　

る

　　　□　廃止・休止

に

コストの方向性
　　　

伴

　　　　　　↑　増加

い

成果の方向性
　　　　

、

　　　　　↑　増加

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 182 後期高齢者医療健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

健康で安心して暮らせるために必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

後期高齢者の疾病予防のため、被保険者全てが対象である
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

健康で

2

安心して暮らせるため

事

、という目的に変化は

務

ないため
事業進展等に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 205 献血推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和31年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

血液事業は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関 「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」
する法律に基づき、昭和39年8月に閣議決定後、全て 第９条の基本方針及び第１０条の献血推進計画により
の血液製剤を国内自給するとともに安全性を高めるた 、愛知県献血推進協議会における献血推進に関する計
め、昭和61年に200ml献血に加え400ml献血、成分献血 画で献血者数の目標を定め、200ml、400ml献血を実施
を導入するなど献血事業を推進してきた。 している。
 本市においては献血に関する愛

令

知県赤十字血液センタ

和

「ＳＤＧｓの取り組み

 

：3」 ーとの調整を図

3

り、実施前に広報活動

年

を行い、みよし
市在住

度

在勤の人に献血会場に

（

来てもらい、献血会場

2

に
おいて安全な献血を

年

実施している。
県内で

度

使用する血液を県内で

実

まかなう必要がある。

施

愛知県献血推進計画に

分

基づき、みよし市の献

）

血開催日程を調整し、

事

広報やホームペ
R2年

務

度に実施した具体的な

事

ージで周知する。
事業

業

の方法、手順、指標に

目

対す 献血当日は、献血

的

者に対し安全な献血を

評

行う。
る成果等

事務事

価

業を取り巻く状況は過

表

去と比べ変化している

様

か (1)活動指標（事

式

務事業の活動量を表す

1

指標）

安全な献血を確

-

保するため、保険証等

1

で本人確認を求める 名

記

称 単位
① 献血開催回数

入

回
変 化

② 広報、ホー

日

ムページ等による周知

令

回数 回
内 容

対象(こ

和

の事業の対象、範囲と

0

なる人、物) (2)対

3

象指標（対象の大きさ

年

を表す指標）

16歳か

1

ら69歳までの献血へ

2

の協力意思のある市民

月

名称 単位
① 16歳から

0

69歳までの市民 人
②

8

目的(この事業によっ

日

て上記対象をどのよう

１

な状態にしたいのか)

事

(3)成果指標（目的

務

の達成度を示す指標）

事

献血の協力、献血理念

業

の普及への理解を深め

の

てもらう 名称 単位
① 献

現

血受付者数 人
② 献血実

状

施者数 人

結果(上位基

　

本事業の意図) (4)

Ｐ

結果の成果指標（上位

Ｌ

基本事業の成果指標）

Ａ

安心して暮らすことが

Ｎ

できる医療体制を提供

及

する 名称 単位
① 献血者

び

数 人
②

事務事業の各種

Ｄ

指標の実績と見込及び

Ｏ

目標

H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

務

4年度 R5年度 R6年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

業

実績値 計画値 実績値 計

名

画値 目標値 目標値 目標

N

値
(1)の ① 回 1 2 0

o

2 2 2 2
活動指標 ② 回

.

3 3 2 3 3 3 3
(2)

2

の ① 人 42,740 4

0

2,625 42,74

5

0 42,782 43,

献

133 43,239 4

血

3,345
対象指標 ②

推

(3)の ① 人 1,31

進

0 1,330 3,15

事

5 1,350 1,37

業

0 1,390 1,40

政

0
成果指標 ② 人 1,0

策

91 1,100 2,6

こ

62 1,120 1,1

の

40 1,160 1,2

事

00
(4)の結果の ①

務

人 1,091 1,10

事

0 2,662 1,12

業

0 1,140 1,16

施

0 1,200
成果指標

策

②
予算費目 会計 01 

の

一般会計 款 04 項 01

位

目 01

コスト 年度 H3

置

1年度 R2年度 R2年

基

度 R3年度 R4年度 R

本

5年度 R6年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
事業

主

費(決算又は予算額)

管

Ａ 単位 67 282 50

課

268 268 268 2

名

68

財
源
内
訳

 国庫支

課

出金 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
 県支出金 千円 0 1

名

05 0 105 105 1

こ

05 105
 地方債 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 一般財源 千円 67

事

177 50 163 16

業

3 163 163
人件費

の

Ｂ 千円 252.4 36

開

3.6 1,195.2

始

1,095.6 1,0

時

95.6 1,095.

期

6 1,095.6
正職

事

員従事時間×人数 時間

務

×人 70× 1 105×

区

1 360× 1 330×

分

1 330× 1 330×

法

1 330× 1
正職員以

定

外の人件費 千円 20 1

受

5 0 0 0 0 0
その他の

託

費用Ｃ 千円 31 31 0

事

0 0 0 0
トータルコス

務

トA+B+C 千円 35

自

0.4 676.6 1,

治

245.2 1,363

事

.6 1,363.6 1

務

,363.6 1,36

こ

3.6
単位あたりコス

の

ト ① 千円/人 0 0 0 0

事

0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

務

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/ 0 0 0 0 0

業

0 0

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境変化に伴って目的は

業

左右されないため、見

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
直しは必要

o

ないものとする。
に伴

.

い、目的を見直す（目

2

その理由
的の追加・拡

0

充又は絞込）

必要はあ

5

りませんか？ ■ ない

有

献

効
性

愛知県献血推進協

血

議会の推進計画に基づ

推

き事業を進めているた

進

め、市の判断だ
今以上

事

に事業の成果を向上
け

業

で推進することは難し

２

い。
させる方法を記入

評

して下さ

い。 内　容
※

価

(3)の成果指標を向

　

上させる

　ことはでき

Ｃ

ますか？

献血協力者が

Ｈ

増えた。
目的達成状況

Ｅ

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｋ

託
市関与の必要性 □指

目

定管理 □補助金・負担

的

金助成 ■市の直営
内　

妥

容
　（実施手法） 市の

当

直営で実施するべき事

性

業

効
率
性

事業内容を鑑

こ

みると、統廃合による

の

事業の効率化又は成果

事

の向上は難しい。
事務

業

事業の統廃合により、

の

事業の効率化を図り、

必

成果
内　容

を向上させ

要

る方法を記入し

て下さ

性

い。

事務内容を鑑みる

は

と、削減は難しい。
現

薄

状より事業費・人件費

れ

を

削減する方法を記入

て

して下

さい。（仕様の

得

変更、外部 内　容
委託

ら

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

直接的な受益者はいな

い

いため
□ ある □ 現状で

る

適正
受益者負担はあり

い

ますか？

また、受益者

ま

負担割合は適 □ ない □

せ

検討が必要 内　容
正で

ん

すか？
■ 受益者がいな

か

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

。

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

献血協力者数

十

の伸び悩み 広報やホー

分

ムページを利用した啓

な

発
事業実施上の課題、

成

住 の実施
民・議会等か

果

らの意見 意　見 対応策

が

と対応策

安全な血液製

理

剤の安定供給の確保を

　

継続して実施するため

由

、前年度と同
R3年度

得

の事業計画は前 変　更

ら

図る 様・同規模で実施

れ

。
年度から変更・追加

て

は 前年度 ・
あるか 追　

い

加

今後の事業・コスト

ま

・成果の方向性 今後の

す

事業の方向性、改革・

か

改善案
※今年度からの

？

具体的な事業の進め方

得

、手段の見直し等、各

ら

方向性の内容

　　　　

れ

　　　　　□　拡大 本

て

格的な少子高齢化社会

い

を迎え、より広い年齢

な

層によ
　　　　　　　

い

　　□　改善 る献血の

事

協力体制が必要となる

業

。
　　　　　　　　　

進

■　現状維持
　　　　

展

　　　　　□　縮小
　

等

　　　　　　　　□　

に

統合
　　　　　　　　

よ

　□　完了
　　　　　

る

　　　　□　廃止・休

環

止
コストの方向性
　　

境

　　　　　　　→　維

変

持
成果の方向性
　　　

化

　　　　　　→　維持

あ

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 205 献血推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

本格的な少子高齢化社会を迎え、より広い年齢層による献血
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の協力体制が必要。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展

様

等による環境変化
□ あ

式

る 見直しは必要ないも

1

のとする。
に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

事

務

業内容を鑑みると、環



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 206 救急医療対策推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成9年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民の安全で安心できる医療体制の一環として、休日 豊田市が事務処理団体となり、救急事業実施病院に補
夜間等の救急医療体制を確保するため、西三河北部医 助金を支払っている。みよし市は人口割（令和元年度
療圏の構成市（豊田市、みよし市）で救急医療対策事 負担割合：みよし市12.6％、豊田市87.4％）により豊
業を行う。 田市に負担金を支払っている。
 休日夜間の小児救急医療の現状は医師不足により、安
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 定運営に支障をきたしており、救急事業実施病院の安

定運営が必要となっている。

救急医療対策事業、救急医療

令

情報システム事業に対

和

する負担金の支出を行

 

う
R2年度に実施した

3

具体的な
事業の方法、

年

手順、指標に対す
る成

度

果等

事務事業を取り巻

（

く状況は過去と比べ変

2

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

休日

実

・夜間での救急診療の

施

ニーズが高い 名称 単位

分

① 休日診療のべ日数 日

）

変 化
②

内 容

対象(

事

この事業の対象、範囲

務

となる人、物) (2)

事

対象指標（対象の大き

業

さを表す指標）

市民 名

目

称 単位
① 人口 人
②

目的

的

(この事業によって上

評

記対象をどのような状

価

態にしたいのか) (3

表

)成果指標（目的の達

様

成度を示す指標）

市民

式

が休日、夜間でも救急

1

医療を受けられること

-

で安心感が高ま 名称 単

1

位
る ① 休日救急内科診

記

療利用者数 人
②

結果(

入

上位基本事業の意図)

日

(4)結果の成果指標

令

（上位基本事業の成果

和

指標）

安心して暮らす

0

ことができる医療体制

3

を提供する 名称 単位
①

年

小児救急医療機関 機関

1

② 救命救急医療機関 機

2

関

事務事業の各種指標

月

の実績と見込及び目標

0

H31年度 R2年度 R

8

2年度 R3年度 R4年

日

度 R5年度 R6年度
指

１

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
(

事

1)の ① 日 1,070

業

1,070 1,062

の

1,062 1,062

現

1,062 1,062

状

活動指標 ②
(2)の ①

　

人 61,153 61,

Ｐ

040 61,040 6

Ｌ

1,570 62,10

Ａ

0 62,360 62,

Ｎ

620
対象指標 ②
(3

及

)の ① 人 3,860 4

び

,000 1,864 2

Ｄ

,500 4,000 4

Ｏ

,000 4,000
成

事

果指標 ②
(4)の結果

務

の ① 機関 2 2 2 2 2 2

事

成果指標 ② 機関 1 1 1

業

1 1 1
予算費目 会計 0

名

1 一般会計 款 04 項

N

01 目 01

コスト 年度

o

H31年度 R2年度 R

.

2年度 R3年度 R4年

2

度 R5年度 R6年度
実

0

績値 計画値 実績値 計画

6

値 目標値 目標値 目標値

救

事業費(決算又は予算

急

額)Ａ 単位 19,21

医

6 19,272 19,

療

076 19,214 1

対

9,214 19,21

策

4 19,214

財
源
内

推

訳

 国庫支出金 千円 0

進

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 地方債 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 その他 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 一般財

こ

源 千円 19,216 1

の

9,272 19,07

事

6 19,214 19,

務

214 19,214 1

事

9,214
人件費Ｂ 千

業

円 614.2 680.

施

6 265.6 166 1

策

66 166 166
正職

の

員従事時間×人数 時間

位

×人 185× 1 205

置

× 1 80× 1 50× 1

基

50× 1 50× 1 50

本

× 1
正職員以外の人件

事

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

その他の費用Ｃ 千円 0

主

0 0 0 0 0 0
トータル

管

コストA+B+C 千円

課

19,830.2 19

名

,952.6 19,3

課

41.6 19,380

長

19,380 19,3

名

80 19,380
単位

こ

あたりコスト ① 千円/

の

人 0.3 0.3 0.3

事

0.3 0.3 0.3 0

務

.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

業

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

の

0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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o
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有
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性

2
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る
今以上に事業の成果

6
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させる方法を記

救

入して下さ
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急

※(3)の成果指標を

医

向上させる

　ことはで

療

きますか？

目的は達成

対

されている
目的達成状

策

況 内　容

□民間への一

推

部委託 □民間への全部

進

委託
市関与の必要性 □

事

指定管理 □補助金・負

業

担金助成 ■市の直営
内

２

　容
　（実施手法） 市

評

の直営で実施するべき

価

事業

効
率
性

事務の効率

　

性を鑑みると、統合は
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適さない。
事務事業の

Ｈ

統廃合により、

事業の

Ｅ

効率化を図り、成果
内
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を向上させる方法

Ｋ
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事

目

務内容を鑑みると、削

的
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現状より

妥

事業費・人件費を
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当

する方法を記入して下

性
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こ
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委託、従事

の

時間の削減等は

できな

事

いか？)

公
平
性

直接的

業

な受益者はいないため

の

□ ある □ 現状で適正
受

必

益者負担はありますか

要

？

また、受益者負担割

性

合は適 □ ない □ 検討が

は

必要 内　容
正ですか？

薄

■ 受益者がいない

３
改

れ

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

て

Ｎ

小児科医師の不足 医

得

師会等関係機関と協議

ら

する
事業実施上の課題

れ

、住
民・議会等からの

て

意見 意　見 対応策
と対

い

応策

救急医療体制を維

る

持して市民が安心 継続

い

して実施するため、前

ま

年度と同
R3年度の事

せ

業計画は前 変　更
して

ん

暮らすことができる医

か

療体制を 様・同規模で

。

実施。
年度から変更・

十

追加は 前年度 ・
提供す

分

る
あるか 追　加

今後の

な

事業・コスト・成果の

成

方向性 今後の事業の方

果

向性、改革・改善案
※

が

今年度からの具体的な

理

事業の進め方、手段の

　

見直し等、各方向性の

由

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 西三河北部

ら

医療圏の構成市（豊田

れ

市、みよし市）で救
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い

改善 急医療体制を維持

ま

する。
　　　　　　　

す

　　■　現状維持
　　

か

　　　　　　　□　縮
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得

□　統合
　　　　　　

ら

　　　□　完了
　　　

れ

　　　　　　□　廃止

て

・休止
コストの方向性

い

　　　　　　　　　→

な

　維持
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

事

維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 206 救急医療対策推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

救急医療体制を確保している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環境変化

□ ある 見直しは

様

必要ないものとする。

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

救急医療体制

事

を確保するため、とい

務

う目的に変化はないた



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 207 市民病院負担金事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 健康推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和52年9月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方公営企業法第17条の2に基づく

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地方公営企業法第17条の2に基づく救急医療の確保、 令和２年度一般会計から市民病院会計への負担金は、
保健衛生業務、建設改良費等の一般会計負担分を支払 救急事業費負担金　　　　　 104,687千円　　　　
っている。 保健衛生行政負担金　　　　 　3,294千円
 他会計負担金（3条） 　     583,958千円
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 一般会計負担金（4条）　    368,417千円

　　合　計               1,060,356千円
となっている。
地方公営企業法第17

令

条の2に基づき、市民

和

に対し、よ
り利便性の

 

高い医療を提供するた

3

めにも負担金は必要
で

年

ある。
事業の健全運営

度

のため救急事業費負担

（

金、保健事業費負担金

2

、企業債償還金（元金

年

R2年度に実施した具

度

体的な 償還金・利子償

実

還金）、建設改良費負

施

担金、リハビリ医療費

分

負担金、経営安定化負

）

事業の方法、手順、指

事

標に対す 担金等を市民

務

病院へ負担金として支

事

払う事業費
る成果等

事

業

務事業を取り巻く状況

目

は過去と比べ変化して

的

いるか (1)活動指標

評

（事務事業の活動量を

価

表す指標）

変化してい

表

ない 名称 単位
① 負担金

様

の支払い回数 回
変 化

式

② 市民病院利用者数 人

1

内 容

対象(この事業

-

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

記

（対象の大きさを表す

入

指標）

市民 名称 単位
①

日

人口 人
②

目的(この事

令

業によって上記対象を

和

どのような状態にした

0

いのか) (3)成果指

3

標（目的の達成度を示

年

す指標）

市民病院の経

1

営安定化を図る 名称 単

2

位
① 市民病院負担金の

月

割合 ％
② 市民病院の歳

0

入予算額 千円

結果(上

8

位基本事業の意図) (

日

4)結果の成果指標（

１

上位基本事業の成果指

事

標）

安心して暮らすこ

務

とができる医療体制を

事

提供する 名称 単位
① 利

業

用者数（外来） 人
② 利

の

用者数（入院） 人

事務

現

事業の各種指標の実績

状

と見込及び目標

H31

　

年度 R2年度 R2年度

Ｐ

R3年度 R4年度 R5

Ｌ

年度 R6年度
指標 ＼

Ａ

 年度 単位
実績値 計画

Ｎ

値 実績値 計画値 目標値

及

目標値 目標値
(1)の

び

① 回 4 4 5 4 4 4 4
活

Ｄ

動指標 ② 人 124,1

Ｏ

07 124,107 1

事

02,747 102,

務

747 102,747

事

102,747 102

業

,747
(2)の ① 人

名

61,153 61,0

N

40 61,040 61

o

,570 62,100

.

62,360 62,6

2

20
対象指標 ②
(3)

0

の ① ％ 19 22 29 2

7

9 29 29 29
成果指

市

標 ② 千円 3,367,

民

406 3,956,5

病

24 3,625,49

院

0 3,625,490

負

3,625,490 3

担

,625,490 3,

金

625,490
(4)

事

の結果の ① 人 87,0

業

76 87,076 71

政

,094 71,094

策

71,094 71,0

こ

94 71,094
成果

の

指標 ② 人 37,031

事

37,031 31,6

務

53 31,653 31

事

,653 31,653

業

31,653
予算費目

施

会計 01 一般会計 款

策

04 項 01 目 01

コス

の

ト 年度 H31年度 R2

位

年度 R2年度 R3年度

置

R4年度 R5年度 R6

基

年度
実績値 計画値 実績

本

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

業

は予算額)Ａ 単位 64

主

2,763 886,4

管

07 1,060,35

課

6 933,922 1,

名

061,930 1,1

課

37,085 1,09

長

3,325

財
源
内
訳

 

名

国庫支出金 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 県支出金 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 その他 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 一般財源 千

業

円 642,763 88

の

6,407 1,060

開

,356 933,92

始

2 1,061,930

時

1,137,085 1

期

,093,325
人件

事

費Ｂ 千円 332 431

務

.6 498 332 33

区

2 332 332
正職員

分

従事時間×人数 時間×

法

人 100× 1 130×

定

1 150× 1 100×

受

1 100× 1 100×

託

1 100× 1
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

務

0 0 0 0
その他の費用

自

Ｃ 千円 0 0 303 30

治

3 303 303 303

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 643,09

こ

5 886,838.6

の

1,061,157 9

事

34,557 1,06

務

2,565 1,137

事

,720 1,093,

業

960
単位あたりコス

の

ト ① 千円/人 10.5

根

14.5 17.4 15

拠

.2 17.1 18.2

法

17.5
（ﾄｰﾀﾙｺ

令

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/ 0 0 0 0

業

0 0 0

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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２

　ことはできますか？

評

市民病院の経営安定化

価

に寄与している
目的達

　

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｈ

全部委託
市関与の必要

Ｅ
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Ｃ
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率
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性

事業の効率化を図り、
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業
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要
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れ
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ら

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？

また、受益

て

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

る

ですか？
□ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ま

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

負担金の中

せ

で、法定外の負担金が

ん

高 みよし市民病院は、

か

平成19年度から
事業

。

実施上の課題、住 額で

十

あることが指摘された

分

。 地方公営企業法を全

な

部適用し、経営
民・議

成

会等からの意見 意　見

果

対応策 についても責任

が

を明確にする。
と対応

理

策

地方公営企業法の経

　

費の内、法17条 継続

由

して実施するため、前

得

年度と同
R3年度の事

ら

業計画は前 変　更
の2

れ

に基づき一般会計予算

て

により負 様・同規模で

い

実施。
年度から変更・

ま

追加は 前年度 ・
担して

す

いる
あるか 追　加

今後

か

の事業・コスト・成果

？

の方向性 今後の事業の

得

方向性、改革・改善案

ら

※今年度からの具体的

れ

な事業の進め方、手段

て

の見直し等、各方向性

い

の内容

　　　　　　　

な

　　□　拡大 市民が必

い

要とする医療サービス

事

を、地域完結型で提供

業

　　　　　　　　　□

進

　改善 するために、地

展

域の中心的医療機関と

等

して、広く深く
　　　

に

　　　　　　■　現状

よ

維持 その医療体制を維

る

持する。
　　　　　　

環

　　　□　縮小
　　　

境

　　　　　　□　統合

変

　　　　　　　　　□

化

　完了
　　　　　　　

あ

　　□　廃止・休止
コ

る

ストの方向性
　　　　

に

　　　　　↑　増加
成

伴

果の方向性
　　　　　

い

　　　　→　維持

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 207 市民病院負担金事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地方公営企業法の経費の内、法17条の2に基づき一般会計予
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

算等により負担するものと規定されている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴っ

様

て対象は左右されない

式

ため、
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある 見直

-

しは必要ないものとす

2

る。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 186 未熟児養育医療給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２５年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市母子保健法施行細則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

身体の発達が未熟のまま出生し、生活能力が特に薄弱 みよし市未熟児養育医療給付実施要綱により給付する
で保育器を使用するなど入院養育が必要な乳児で、指 ものであり、未熟児養育医療費等国庫負担金交付要綱
定養育医療機関の医師が入院養育を必要と認めたもの 及び愛知県未熟児養育医療給付費負担金交付要綱に基
について、その治療に必要な医療費を公費で負担する づき補助金（補助率：国＝１／２、県＝１／４）が交
◆地域主権戦略大綱に基づく「地域の自主性及び自立 付される。子どもの福祉向上を図るために必要な事業
性

令

を高めるための改革の

和

推進を図るための関係

 

法律の となっている
整

3

備に関する法律」の施

年

行により、平成２５年

度

度に愛
知県からの権限

（

委譲により市町村事務

2

となった
 
「ＳＤＧｓ

年

の取り組み：３」
①利

度

用者からの申請に基づ

実

き養育医療券の発行を

施

した
R2年度に実施し

分

た具体的な ②受給者デ

）

ータの管理をした
事業

事

の方法、手順、指標に

務

対す ③国保連等からの

事

請求に基づく支払事務

業

をした
る成果等

事務事

目

業を取り巻く状況は過

的

去と比べ変化している

評

か (1)活動指標（事

価

務事業の活動量を表す

表

指標）

医療の進歩 名称

様

単位
① 未熟児養育医療

式

費助成件数 件
変 化

②

1

内 容

対象(この事業

-

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

記

（対象の大きさを表す

入

指標）

指定養育医療機

日

関の医師が入院養育を

令

必要と認めた乳児 名称

和

単位
① 未熟児養育医療

0

に該当する乳児 人
②

目

3

的(この事業によって

年

上記対象をどのような

1

状態にしたいのか) (

2

3)成果指標（目的の

月

達成度を示す指標）

医

0

療費にかかる経済的負

8

担を軽減する 名称 単位

日

① 未熟児養育医療費支

１

給総額 千円
②

結果(上

事

位基本事業の意図) (

務

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

業

標）

医療費に関する不

の

安を取り除き、安心し

現

て医療を受けてもらう

状

名称 単位
① 子ども医療

　

費受給者数 人
②

事務事

Ｐ

業の各種指標の実績と

Ｌ

見込及び目標

H31年

Ａ

度 R2年度 R2年度 R

Ｎ

3年度 R4年度 R5年

及

度 R6年度
指標 ＼ 

び

年度 単位
実績値 計画値

Ｄ

実績値 計画値 目標値 目

Ｏ

標値 目標値
(1)の ①

事

件 39 43 53 42 4

務

2 42 42
活動指標 ②

事

(2)の ① 人 16 18

業

19 18 18 18 18

名

対象指標 ②
(3)の ①

N

千円 4,157 5,0

o

00 5,906 5,0

.

00 5,000 5,0

1

00 5,000
成果指

8

標 ②
(4)の結果の ①

6

人 12,057 11,

未

985 12,192 1

熟

2,667 12,66

児

7 12,667 12,

養

667
成果指標 ②

予算

育

費目 会計 01 一般会

医

計 款 04 項 01 目 03

療

コスト 年度 H31年度

給

R2年度 R2年度 R3

付

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

政

標値 目標値
事業費(決

策

算又は予算額)Ａ 単位

こ

4,158 5,003

の

5,908 5,002

事

5,002 5,002

務

5,002

財
源
内
訳

 

事

国庫支出金 千円 1,9

業

93 1,937 1,3

施

42 1,992 1,9

策

92 1,992 1,9

の

92
 県支出金 千円 9

位

96 968 738 99

置

6 996 996 996

基

 地方債 千円 0 0 0 0

本

0 0 0
 その他 千円 9

事

17 1,125 957

業

1,015 1,015

主

1,015 1,015

管

 一般財源 千円 252

課

973 2,871 99

名

9 999 999 999

課

人件費Ｂ 千円 1,36

長

1.2 1,361.2

名

1,361.2 1,3

こ

61.2 1,361.

の

2 1,361.2 1,

事

361.2
正職員従事

務

時間×人数 時間×人 2

事

05× 2 205× 2 2

業

05× 2 205× 2 2

の

05× 2 205× 2 2

開

05× 2
正職員以外の

始

人件費 千円 0 0 0 0 0

時

0 0
その他の費用Ｃ 千

期

円 213 213 101

事

101 101 101 1

務

01
トータルコストA

区

+B+C 千円 5,73

分

2.2 6,577.2

法

7,370.2 6,4

定

64.2 6,464.

受

2 6,464.2 6,

託

464.2
単位あたり

事

コスト ① 千円/人 35

務

8.3 365.4 38

自

7.9 359.1 35

治

9.1 359.1 35

事

9.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

務

ﾄ/(2)の対象指標

こ

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業進展等による環境変

業

化 □ ある
に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

愛知

1

県からの権限委譲によ

8

り市町村事務となった

6

ため、変更できない
今

未

以上に事業の成果を向

熟

上

させる方法を記入し

児

て下さ

い。 内　容
※(

養

3)の成果指標を向上

育

させる

　ことはできま

医

すか？

目的は達成でき

療

ている
目的達成状況 内

給

　容

□民間への一部委

付

託 □民間への全部委託

事

市関与の必要性 □指定

業

管理 □補助金・負担金

２

助成 ■市の直営
内　容

評

　（実施手法） 愛知県

価

からの権限委譲により

　

市町村事務となったた

Ｃ

め、変更できない

効
率

Ｈ

性

愛知県からの権限委

Ｅ

譲により市町村事務と

Ｃ

なったため、変更でき

Ｋ

ない
事務事業の統廃合

目

により、

事業の効率化

的

を図り、成果
内　容

を

妥

向上させる方法を記入

当

し

て下さい。

愛知県か

性

らの権限委譲により市

こ

町村事務となったため

の

、変更できない
現状よ

事

り事業費・人件費を

削

業

減する方法を記入して

の

下

さい。（仕様の変更

必

、外部 内　容
委託、従

要

事時間の削減等は

でき

性

ないか？)

公
平
性

受益

は

者負担分は、子ども医

薄

療費助成で補っている

れ

■ ある ■ 現状で適正
受

て

益者負担はありますか

得

？

また、受益者負担割

ら

合は適 □ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

□ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

る

Ｎ

　特に意見はない。

い

　特にない。
事業実施

ま

上の課題、住
民・議会

せ

等からの意見 意　見 対

ん

応策
と対応策

利用者か

か

らの申請に基づく養育

。

医療 継続して実施する

十

ため。
R3年度の事業

分

計画は前 変　更
券の発

な

行・国保連等からの請

成

求に基
年度から変更・

果

追加は 前年度 ・
づく支

が

払事務
あるか 追　加

今

理

後の事業・コスト・成

　

果の方向性 今後の事業

由

の方向性、改革・改善

得

案
※今年度からの具体

ら

的な事業の進め方、手

れ

段の見直し等、各方向

て

性の内容

　　　　　　

い

　　　□　拡大 　低体

ま

重児の割合が増加傾向

す

にある。
　　　　　　

か

　　　□　改善 　母子

？

保健法に基づく医療費

得

助成であり未熟児の育

ら

成
　　　　　　　　　

れ

■　現状維持 に必要な

て

事業である。
　　　　

い

　　　　　□　縮小  

な

　　　　　　　　　□

い

　統合
　　　　　　　

事

　　□　完了
　　　　

業

　　　　　□　廃止・

進

休止
コストの方向性
　

展

　　　　　　　　→　

等

維持
成果の方向性
　　

に

　　　　　　　→　維

よ

持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 186 未熟児養育医療給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

医療費にかかる経済的負担を軽減している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

愛知県からの権限委譲により市町村事務となったため、変更できない
事業進展等による環境変

様

化
□ ある

に伴い、対象

式

を見直す（拡
その理由

1

大・縮小）必要はあり

-

ませ
■ ない

んか？

愛知

2

県からの権限委譲によ

事

り市町村事務となった

務

ため、変更できない
事



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 467 国保連合会負担事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和５８年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関からの診療報酬明細書（レセプト）の点検等 みよし市の国保被保険者が医療機関等にかかった場合
の処理手数料等 、診療報酬明細書(レセプト）が国保連合会に送付さ
 れ、資格の確認等点検を行う。
 「ＳＤＧｓの取り組み：３」 　過誤等も多く、市町村のみでは事務量が膨大なこと

から今後も必要な業務である。

被保険者異動処理、明細書処理手数料、疾病分類統計等毎月の異動処理に伴い国保
R2年度に実施した具体的な 連合会へ手数料を支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1

令

)活動指標（事務事業

和

の活動量を表す指標）

 

前年と同様 名称 単位
①

3

国保連合会共同処理手

年

数料 千円
変 化

②
内 

度

容

対象(この事業の対

（

象、範囲となる人、物

2

) (2)対象指標（対

年

象の大きさを表す指標

度

）

国民健康保険被保険

実

者 名称 単位
① 国民健康

施

保険被保険者数 人
②

目

分

的(この事業によって

）

上記対象をどのような

事

状態にしたいのか) (

務

3)成果指標（目的の

事

達成度を示す指標）

適

業

正な情報として連合会

目

へ報告するとともに、

的

データの活用をす 名称

評

単位
る。 ① 処理件数 件

価

②

結果(上位基本事業

表

の意図) (4)結果の

様

成果指標（上位基本事

式

業の成果指標）

公平な

1

負担のもと、健康で安

-

心して暮らしてもらう

1

。 名称 単位
① 特定健診

記

受診率 ％
② 保険税収納

入

率（現年度分） ％

事務

日

事業の各種指標の実績

令

と見込及び目標

H31

和

年度 R2年度 R2年度

0

R3年度 R4年度 R5

3

年度 R6年度
指標 ＼

年

 年度 単位
実績値 計画

1

値 実績値 計画値 目標値

2

目標値 目標値
(1)の

月

① 千円 3,780 3,

0

705 3,659 3,

8

586 3,515 3,

日

445 3,377
活動

１

指標 ②
(2)の ① 人 9

事

,222 9,038 9

務

,031 8,851 8

事

,674 8,501 8

業

,331
対象指標 ②
(

の

3)の ① 件 157,0

現

72 153,931 1

状

43,828 140,

　

952 138,133

Ｐ

135,371 132

Ｌ

,664
成果指標 ②

(

Ａ

4)の結果の ① ％ 39

Ｎ

.6 48 32.1 52

及

56 60 60
成果指標

び

② ％ 92 94.3 93

Ｄ

.3 94.3 94.3

Ｏ

94.3 94.3
予算

事

費目 会計 02 国民健

務

康保険特別会計 款 01

事

項 01 目 02

コスト 年

業

度 H31年度 R2年度

名

R2年度 R3年度 R4

N

年度 R5年度 R6年度

o

実績値 計画値 実績値 計

.

画値 目標値 目標値 目標

4

値
事業費(決算又は予

6

算額)Ａ 単位 3,78

7

0 4,281 3,65

国

8 4,470 4,23

保

8 4,172 4,10

連

5

財
源
内
訳

 国庫支出

合

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

会

 県支出金 千円 0 0 0

負

0 0 0 0
 地方債 千円

担

0 0 0 0 0 0 0
 その

事

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 一般財源 千円 3,7

政

80 4,281 3,6

策

58 4,470 4,2

こ

38 4,172 4,1

の

05
人件費Ｂ 千円 33

事

.2 33.2 33.2

務

33.2 33.2 33

事

.2 33.2
正職員従

業

事時間×人数 時間×人

施

5× 2 5× 2 5× 2 5

策

× 2 5× 2 5× 2 5×

の

2
正職員以外の人件費

位

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

置

の他の費用Ｃ 千円 2 2

基

2 2 2 2 2
トータルコ

本

ストA+B+C 千円 3

事

,815.2 4,31

業

6.2 3,693.2

主

4,505.2 4,2

管

73.2 4,207.

課

2 4,140.2
単位

名

あたりコスト ① 千円/

課

人 0.4 0.5 0.4

長

0.5 0.5 0.5 0

名

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

こ

/(2)の対象指標）

の

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

名

）

必要はありませんか

N

？ ■ ない

有
効
性

難しい

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

6

※(3)の成果指標を

7

向上させる

　ことはで

国

きますか？

妥当である

保

。
目的達成状況 内　容

連

□民間への一部委託 □

合

民間への全部委託
市関

会

与の必要性 □指定管理

負

□補助金・負担金助成

担

■市の直営
内　容

　（

事

実施手法） 法に基づく

業

実施事業のため。

効
率

２

性

統廃合する事業がな

評

い。
事務事業の統廃合

価

により、

事業の効率化

　

を図り、成果
内　容

を

Ｃ

向上させる方法を記入

Ｈ

し

て下さい。

法に基づ

Ｅ

き実施しているため現

Ｃ

状維持。
現状より事業

Ｋ

費・人件費を

削減する

目

方法を記入して下

さい

的

。（仕様の変更、外部

妥

内　容
委託、従事時間

当

の削減等は

できないか

性

？)

公
平
性

直接的な受

こ

益者はなし
□ ある □ 現

の

状で適正
受益者負担は

事

ありますか？

また、受

業

益者負担割合は適 □ な

の

い □ 検討が必要 内　容

必

正ですか？
■ 受益者が

要

いない

３
改
革
改
善
案
　

性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見

は

はない 特にない
事業実

薄

施上の課題、住
民・議

れ

会等からの意見 意　見

て

対応策
と対応策

被保険

得

者異動処理、明細書処

ら

理手数 継続して実施す

れ

るため、前年度と同
R

て

3年度の事業計画は前

い

変　更
料、疾病分類統

る

計等毎月の異動処理 様

い

・同規模で実施。
年度

ま

から変更・追加は 前年

せ

度 ・
に伴い国保連合会

ん

へ手数料を支払っ
ある

か

か 追　加
た。

今後の事

。

業・コスト・成果の方

十

向性 今後の事業の方向

分

性、改革・改善案
※今

な

年度からの具体的な事

成

業の進め方、手段の見

果

直し等、各方向性の内

が

容

　　　　　　　　　

理

□　拡大 ２０年度から

　

特定健診・特定保健事

由

業のデータ管理も
　　

得

　　　　　　　□　改

ら

善 国保連合会で行って

れ

いる。
　　　　　　　

て

　　■　現状維持
　　

い

　　　　　　　□　縮

ま

小
　　　　　　　　　

す

□　統合
　　　　　　

か

　　　□　完了
　　　

？

　　　　　　□　廃止

得

・休止
コストの方向性

ら

　　　　　　　　　→

れ

　維持
成果の方向性
　

て

　　　　　　　　→　

い

維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 467 国保連合会負担事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市町村が実施することが効率的で専門的な事務が可能である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法に基づき事業を実施しているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

法に基づき事業を実

2

施しているため。
事業

事

進展等による環境変化

務

□ ある
に伴い、目的を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 468 国民健康保険税賦課徴収事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法、国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国民健康保険の賦課徴収費用 国民健康保険税のシステム改修・納税通知費用等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険税の賦課をし、税額決定通知書もしくは納付書を世帯主ヘ送付した。
R2年度に実施した具体的な 納期限を過ぎても納付がされない場合には、督促状を送付した。それでも納付のな
事業の方法、手順、指標に対す い場合には、納税指導員等により随時訪問をし、納付を促した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
 

令

① 国民健康保険税賦課

和

計算事務数 回/年
変 

 

化
②

内 容

対象(この

3

事業の対象、範囲とな

年

る人、物) (2)対象

度

指標（対象の大きさを

（

表す指標）

①口座振替

2

不能世帯数 名称 単位
②

年

未納世帯数 ① 再振替依

度

頼件数 件
② 督促状発送

実

件数 件

目的(この事業

施

によって上記対象をど

分

のような状態にしたい

）

のか) (3)成果指標

事

（目的の達成度を示す

務

指標）

国民健康保険税

事

を納付してもらう。 名

業

称 単位
① 再振替処理件

目

数 件
②

結果(上位基本

的

事業の意図) (4)結

評

果の成果指標（上位基

価

本事業の成果指標）

公

表

平な負担のもと、健康

様

で安心して暮らしても

式

らう 名称 単位
① 特定健

1

診受診率 ％
② 保険税収

-

納率（現年度分） ％

事

1

務事業の各種指標の実

記

績と見込及び目標

H3

入

1年度 R2年度 R2年

日

度 R3年度 R4年度 R

令

5年度 R6年度
指標 

和

＼ 年度 単位
実績値 計

0

画値 実績値 計画値 目標

3

値 目標値 目標値
(1)

年

の ① 回/年 12 12 1

1

2 12 12 12 12
活

2

動指標 ②
(2)の ① 件

月

607 595 498 4

0

89 480 471 46

8

2
対象指標 ② 件 6,6

日

88 6,555 5,7

１

55 5,640 5,5

事

28 5,418 5,3

務

10
(3)の ① 件 29

事

2 287 225 221

業

217 213 209
成

の

果指標 ②
(4)の結果

現

の ① ％ 39.6 48 3

状

2.1 52 56 60 6

　

0
成果指標 ② ％ 92 9

Ｐ

4.3 93.3 94.

Ｌ

3 94.3 94.3 9

Ａ

4.3
予算費目 会計 0

Ｎ

2 国民健康保険特別

及

会計 款 01 項 02 目 0

び

1

コスト 年度 H31年

Ｄ

度 R2年度 R2年度 R

Ｏ

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
実績値 計画

務

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
事業費(

業

決算又は予算額)Ａ 単

名

位 20,375 27,

N

212 25,588 1

o

0,881 15,57

.

5 10,192 14,

4

775

財
源
内
訳

 国庫

6

支出金 千円 1,042

8

11,961 0 666

国

0 0 0
 県支出金 千円

民

0 0 0 0 0 0 0
 地方

健

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

康

 その他 千円 0 0 0 0

保

0 0 0
 一般財源 千円

険

19,333 15,2

税

51 25,588 10

賦

,215 15,575

課

10,192 14,7

徴

75
人件費Ｂ 千円 15

収

,294.4 15,2

事

94.4 14,193

業

.4 14,193.4

政

14,193.4 14

策

,193.4 14,1

こ

93.4
正職員従事時

の

間×人数 時間×人 73

事

0× 4 730× 4 73

務

0× 4 730× 4 73

事

0× 4 730× 4 73

業

0× 4
正職員以外の人

施

件費 千円 5,600 5

策

,600 4,499 4

の

,499 4,499 4

位

,499 4,499
そ

置

の他の費用Ｃ 千円 59

基

6 596 444 444

本

444 444 444
ト

事

ータルコストA+B+

業

C 千円 36,265.

主

4 43,102.4 4

管

0,225.4 25,

課

518.4 30,21

名

2.4 24,829.

課

4 29,412.4
単

長

位あたりコスト ① 千円

名

/件 59.7 72.4

こ

80.8 52.2 62

の

.9 52.7 63.7

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

務

2)の対象指標）② 千

事

円/件 5.4 6.6 7

業

4.5 5.5 4.6 5

の

.5

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡充又は絞込）

必要は

業

ありませんか？ ■ ない

名

有
効
性

できない。
今以

N

上に事業の成果を向上

o

させる方法を記入して

.

下さ

い。 内　容
※(3

4

)の成果指標を向上さ

6

せる

　ことはできます

8

か？

適正に実施してい

国

る。
目的達成状況 内　

民

容

□民間への一部委託

健

□民間への全部委託
市

康

関与の必要性 □指定管

保

理 □補助金・負担金助

険

成 ■市の直営
内　容

　

税

（実施手法） 確実に事

賦

務処理を実施する。

効

課

率
性

事業内容を鑑みる

徴

と、統廃合による事業

収

の効率化又は成果の向

事

上は難しい。
事務事業

業

の統廃合により、

事業

２

の効率化を図り、成果

評

内　容
を向上させる方

価

法を記入し

て下さい。

　

できない。
現状より事

Ｃ

業費・人件費を

削減す

Ｈ

る方法を記入して下

さ

Ｅ

い。（仕様の変更、外

Ｃ

部 内　容
委託、従事時

Ｋ

間の削減等は

できない

目

か？)

公
平
性

直接的な

的

受益者はなし
□ ある □

妥

現状で適正
受益者負担

当

はありますか？

また、

性

受益者負担割合は適 □

こ

ない □ 検討が必要 内　

の

容
正ですか？

■ 受益者

事

がいない

３
改
革
改
善
案

業

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意

の

見はない 特にない
事業

必

実施上の課題、住
民・

要

議会等からの意見 意　

性

見 対応策
と対応策

国民

は

健康保険税の賦課をし

薄

、税額決 継続して実施

れ

するため、前年度と同

て

R3年度の事業計画は

得

前 変　更
定通知書もし

ら

くは納付書を世帯主ヘ

れ

様・同規模で実施。
年

て

度から変更・追加は 前

い

年度 ・
送付した。

ある

る

か 追　加

今後の事業・

い

コスト・成果の方向性

ま

今後の事業の方向性、

せ

改革・改善案
※今年度

ん

からの具体的な事業の

か

進め方、手段の見直し

。

等、各方向性の内容

　

十

　　　　　　　　□　

分

拡大 国民健康保険制度

な

については改正
　　　

成

　　　　　　□　改善

果

が大きくシステム改修

が

等の費用がかかる。
　

理

　　　　　　　　■　

　

現状維持
　　　　　　

由

　　　□　縮小
　　　

得

　　　　　　□　統合

ら

　　　　　　　　　□

れ

　完了
　　　　　　　

て

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

ま

　　　　　↑　増加
成

す

果の方向性
　　　　　

か

　　　　→　維持

2

？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 468 国民健康保険税賦課徴収事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づき実施しているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法に基づき実施しているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

法に基づき実施してい

-

るため。
事業進展等に

2

よる環境変化 □ ある
に

事

伴い、目的を見直す（

務

目
その理由

的の追加・



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 469 国民健康保険趣旨普及事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

制度改正の多い国民健康保険制度の周知を図るため、 制度の理解により、収納率の向上等にも資するもので
国保税の算定時等に納税通知に同封して、制度の理解 ある。また、国保被保険者の年齢到達等により、前期
を深めていただくため送付 高齢者該当時の保険証・受給者証送付時に周知を図っ
 ている。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３、１０」

7月の納税通知書を送付の際等に、国民健康保険制度啓発のパンフレットを同封し
R2年度に実施した具体的な 送付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化し

令

ているか (1)活動指

和

標（事務事業の活動量

 

を表す指標）

前年と同

3

様 名称 単位
① 国保制度

年

啓発パンフレット送付

度

件数 冊
変 化

②
内 容

（

対象(この事業の対象

2

、範囲となる人、物)

年

(2)対象指標（対象

度

の大きさを表す指標）

実

国民健康保険被保険者

施

名称 単位
① 国民健康保

分

険加入世帯数 世帯
②

目

）

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

務

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

業

達成度を示す指標）

国

目

民健康保険制度への理

的

解を深めてもらう。 名

評

称 単位
① 国民健康保険

価

新規加入届出数 件
② 国

表

民健康保険喪失届出件

様

数 件

結果(上位基本事

式

業の意図) (4)結果

1

の成果指標（上位基本

-

事業の成果指標）

公平

1

な負担のもと、健康で

記

安心して暮らしてもら

入

う 名称 単位
① 特定健診

日

受診率 ％
② 保険税収納

令

率（現年度分） ％

事務

和

事業の各種指標の実績

0

と見込及び目標

H31

3

年度 R2年度 R2年度

年

R3年度 R4年度 R5

1

年度 R6年度
指標 ＼

2

 年度 単位
実績値 計画

月

値 実績値 計画値 目標値

0

目標値 目標値
(1)の

8

① 冊 5,670 5,5

日

57 5,625 5,5

１

13 5,403 5,2

事

95 5,190
活動指

務

標 ②
(2)の ① 世帯 5

事

,670 5,557 5

業

,625 5,513 5

の

,403 5,295 5

現

,190
対象指標 ②
(

状

3)の ① 件 1,616

　

1,584 1,617

Ｐ

1,585 1,554

Ｌ

1,523 1,493

Ａ

成果指標 ② 件 1,54

Ｎ

2 1,512 1,54

及

5 1,515 1,48

び

5 1,456 1,42

Ｄ

7
(4)の結果の ① ％

Ｏ

39.6 48 32.1

事

52 56 60 60
成果

務

指標 ② ％ 92 94.3

事

93.3 94.3 94

業

.3 94.3 94.3

名

予算費目 会計 02 国

N

民健康保険特別会計 款

o

01 項 02 目 01

コス

.

ト 年度 H31年度 R2

4

年度 R2年度 R3年度

6

R4年度 R5年度 R6

9

年度
実績値 計画値 実績

国

値 計画値 目標値 目標値

民

目標値
事業費(決算又

健

は予算額)Ａ 単位 32

康

9 1,064 776 5

保

42 1,064 542

険

1,064

財
源
内
訳

 

趣

国庫支出金 千円 0 0 0

旨

0 0 0 0
 県支出金 千

普

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

及

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 一般財源 千

政

円 329 1,064 7

策

76 542 1,064

こ

542 1,064
人件

の

費Ｂ 千円 996 996

事

996 996 996 9

務

96 996
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 1

業

00× 3 100× 3 1

施

00× 3 100× 3 1

策

00× 3 100× 3 1

の

00× 3
正職員以外の

位

人件費 千円 0 0 0 0 0

置

0 0
その他の費用Ｃ 千

基

円 64 64 48 48 4

本

8 48 48
トータルコ

事

ストA+B+C 千円 1

業

,389 2,124 1

主

,820 1,586 2

管

,108 1,586 2

課

,108
単位あたりコ

名

スト ① 千円/世帯 0.

課

2 0.4 0.3 0.3

長

0.4 0.3 0.4
（

名

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

こ

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す（目
その理由

的の

業

追加・拡充又は絞込）

名

必要はありませんか？

N

□ ない

有
効
性

ない。
今

o

以上に事業の成果を向

.

上
 

させる方法を記入

4

して下さ
 

い。 内　容

6

 
※(3)の成果指標

9

を向上させる

　ことは

国

できますか？

適正な制

民

度運営。
目的達成状況

健

内　容

□民間への一部

康

委託 □民間への全部委

保

託
市関与の必要性 □指

険

定管理 ■補助金・負担

趣

金助成 ■市の直営
内　

旨

容
　（実施手法） 市が

普

行うべき業務であるた

及

め。

効
率
性

事業内容を

事

鑑みると、統廃合によ

業

る事業の効率化又は成

２

果の向上は難しい。
事

評

務事業の統廃合により

価

、

事業の効率化を図り

　

、成果
内　容

を向上さ

Ｃ

せる方法を記入し

て下

Ｈ

さい。

難しい。
現状よ

Ｅ

り事業費・人件費を

削

Ｃ

減する方法を記入して

Ｋ

下

さい。（仕様の変更

目

、外部 内　容
委託、従

的

事時間の削減等は

でき

妥

ないか？)

公
平
性

直接

当

的な受益者はなし
□ あ

性

る □ 現状で適正
受益者

こ

負担はありますか？

ま

の

た、受益者負担割合は

事

適 □ ない □ 検討が必要

業

内　容
正ですか？

■ 受

の

益者がいない

３
改
革
改

必

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

制

要

度が複雑でわかりにく

性

い 分かりやすい周知を

は

おこなう
事業実施上の

薄

課題、住
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 対応策

て

と対応策

7月の納税通

得

知書を送付の際等に、

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R3年度

て

の事業計画は前 変　更

い

国民健康保険制度啓発

る

のパンフレッ 様・同規

い

模で実施。
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
ト

せ

を同封し送付した。
あ

ん

るか 追　加

今後の事業

か

・コスト・成果の方向

。

性 今後の事業の方向性

十

、改革・改善案
※今年

分

度からの具体的な事業

な

の進め方、手段の見直

成

し等、各方向性の内容

果

　　　　　　　　　□

が

　拡大 制度が現行でも

理

複雑で分かりにくいが

　

、後期高齢者制
　　　

由

　　　　　　□　改善

得

度の改正等広報のみで

ら

の周知は困難であり、

れ

一層の周
　　　　　　

て

　　　■　現状維持 知

い

が必要である。
　　　

ま

　　　　　　□　縮小

す

　　　　　　　　　□

か

　統合
　　　　　　　

？

　　□　完了
　　　　

得

　　　　　□　廃止・

ら

休止
コストの方向性
　

れ

　　　　　　　　↑　

て

増加
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

な

持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 469 国民健康保険趣旨普及事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

毎年制度改正等がある中で被保険者の理解を深める必要があ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

制度等の改正等の状況による。
事業進展等による環境変化

■ ある
に

様

伴い、対象を見直す（

式

拡
その理由

大・縮小）

1

必要はありませ
□ ない

-

んか？

制度等の改正等

2

の状況による。
事業進

事

展等による環境変化 ■

務

ある
に伴い、目的を見



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 470 国保運営協議会運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４９年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第11条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国民健康保険の税率等重要事項を審議するため、１２ 会議は、年３回ほどの開催となっている。当協議会を
名の運営協議会委員により組織されている。委員の任 置くことは、国民健康保険法第１１条により必須であ
期は２年である。 る。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険の税率及び賦課限度額について、諮問し審議がなされ、資産割の引下
R2年度に実施した具体的な げ、所得割の引上げ、賦課限度額の引上げの見直し答申をいただいた。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化し

令

ているか (1)活動指

和

標（事務事業の活動量

 

を表す指標）

前年と同

3

様 名称 単位
① 会議開催

年

回数 回
変 化

② 委員数

度

（延べ） 人
内 容

対象

（

(この事業の対象、範

2

囲となる人、物) (2

年

)対象指標（対象の大

度

きさを表す指標）

国民

実

健康保険運営協議会委

施

員 名称 単位
① 会議出席

分

者数（延べ） 人
②

目的

）

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

務

態にしたいのか) (3

事

)成果指標（目的の達

業

成度を示す指標）

委員

目

会で税率等を審議して

的

もらう 名称 単位
① 答申

評

項目数 個
②

結果(上位

価

基本事業の意図) (4

表

)結果の成果指標（上

様

位基本事業の成果指標

式

）

公平な負担のもと、

1

健康で安心して暮らし

-

てもらう 名称 単位
① 特

1

定健診受診率 ％
② 保険

記

税収納率（現年分） ％

入

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

H

令

31年度 R2年度 R2

和

年度 R3年度 R4年度

0

R5年度 R6年度
指標

3

 ＼ 年度 単位
実績値

年

計画値 実績値 計画値 目

1

標値 目標値 目標値
(1

2

)の ① 回 3 3 3 3 3 3

月

3
活動指標 ② 人 36 3

0

6 36 36 36 36 3

8

6
(2)の ① 人 32 3

日

6 35 36 36 36 3

１

6
対象指標 ②
(3)の

事

① 個 1 1 1 1 1 1 1
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① ％ 39.6 48 3

業

2.1 52 56 60 6

の

0
成果指標 ② ％ 92 9

現

4.3 93.3 94.

状

3 94.3 94.3 9

　

4.3
予算費目 会計 0

Ｐ

2 国民健康保険特別

Ｌ

会計 款 01 項 03 目 0

Ａ

1

コスト 年度 H31年

Ｎ

度 R2年度 R2年度 R

及

3年度 R4年度 R5年

び

度 R6年度
実績値 計画

Ｄ

値 実績値 計画値 目標値

Ｏ

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

務

位 241 270 177

事

270 313 313 3

業

13

財
源
内
訳

 国庫支

名

出金 千円 0 0 0 0 0 0

N

0
 県支出金 千円 0 0

o

0 0 0 0 0
 地方債 千

.

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

4

の他 千円 0 0 0 0 0 0

7

0
 一般財源 千円 24

0

1 270 177 270

国

313 313 313
人

保

件費Ｂ 千円 2,888

運

.4 2,888.4 2

営

,888.4 2,88

協

8.4 2,888.4

議

2,888.4 0
正職

会

員従事時間×人数 時間

運

×人 435× 2 435

営

× 2 435× 2 435

事

× 2 435× 2 435

業

× 2 0× 0
正職員以外

政

の人件費 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
その他の費用Ｃ

こ

千円 179 179 14

の

1 141 141 141

事

141
トータルコスト

務

A+B+C 千円 3,3

事

08.4 3,337.

業

4 3,206.4 3,

施

299.4 3,342

策

.4 3,342.4 4

の

54
単位あたりコスト

位

① 千円/人 103.4

置

92.7 91.6 91

基

.7 92.8 92.8

本

12.6
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

業

標）② 千円/ 0 0 0 0

主

0 0 0

1

管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

加・拡充又は絞込）

必

業

要はありませんか？ ■

名

ない

有
効
性

難しい。
今

N

以上に事業の成果を向

o

上

させる方法を記入し

.

て下さ

い。 内　容
※(

4

3)の成果指標を向上

7

させる

　ことはできま

0

すか？

必要に応じて事

国

業実施している。
目的

保

達成状況 内　容

□民間

運

への一部委託 □民間へ

営

の全部委託
市関与の必

協

要性 □指定管理 □補助

議

金・負担金助成 ■市の

会

直営
内　容

　（実施手

運

法） 市が実施すべき事

営

業のため。

効
率
性

統廃

事

合する事務事業がない

業

。
事務事業の統廃合に

２

より、

事業の効率化を

評

図り、成果
内　容

を向

価

上させる方法を記入し

　

て下さい。

現状で過分

Ｃ

に事業を行っていない

Ｈ

。
現状より事業費・人

Ｅ

件費を

削減する方法を

Ｃ

記入して下

さい。（仕

Ｋ

様の変更、外部 内　容

目

委託、従事時間の削減

的

等は

できないか？)

公

妥

平
性

直接的な受益者は

当

なし
□ ある □ 現状で適

性

正
受益者負担はありま

こ

すか？

また、受益者負

の

担割合は適 □ ない □ 検

事

討が必要 内　容
正です

業

か？
■ 受益者がいない

の

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

必

Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見はない

要

特にない
事業実施上の

性

課題、住
民・議会等か

は

らの意見 意　見 対応策

薄

と対応策

国民健康保険

れ

の税率及び賦課限度額

て

継続して実施するため

得

、前年度と同
R3年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

について、諮問し審議

て

がなされ、資 様・同規

い

模で実施。
年度から変

る

更・追加は 前年度 ・
産

い

割の引下げ、所得割の

ま

引上げ、賦
あるか 追　

せ

加
課限度額の見直しを

ん

行った。

今後の事業・

か

コスト・成果の方向性

。

今後の事業の方向性、

十

改革・改善案
※今年度

分

からの具体的な事業の

な

進め方、手段の見直し

成

等、各方向性の内容

　

果

　　　　　　　　□　

が

拡大 事業自体は必須だ

理

が、委員について女性

　

委員の登用を
　　　　

由

　　　　　□　改善 継

得

続していくため、今後

ら

公募だけでなく、各団

れ

体に対
　　　　　　　

て

　　■　現状維持 して

い

も従来にも増して依頼

ま

をしていく必要がある

す

。
　　　　　　　　　

か

□　縮小
　　　　　　

？

　　　□　統合
　　　

得

　　　　　　□　完了

ら

　　　　　　　　　□

れ

　廃止・休止
コストの

て

方向性
　　　　　　　

い

　　↑　増加
成果の方

な

向性
　　　　　　　　

い

　→　維持

2

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 470 国保運営協議会運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険事業の運営に不可欠である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現在の陣容で過不足がない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

現状で必要な目的を達

-

成している。
事業進展

2

等による環境変化 □ あ

事

る
に伴い、目的を見直

務

す（目
その理由

的の追



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 471 一般被保険者療養給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和３６年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の疾病、負傷に対しての保険給付 被用者保険等他の保険適用以外の住民を被保険者とし
　診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他 、疾病、負傷に対して必要な保険給付を行っている。
の治療等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

毎月、愛知県国保団体連合会から一般被保険者分の診療費の請求書が市に届き、確
R2年度に実施した具体的な 定した医療費のうち保険者負担分を支出した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

前年と同様 名称 単位

和

① 一般被保険者療養給

 

付費 千円
変 化

②
内 

3

容

対象(この事業の対

年

象、範囲となる人、物

度

) (2)対象指標（対

（

象の大きさを表す指標

2

）

一般被保険者 名称 単

年

位
① 一般被保険者数 人

度

②
目的(この事業によ

実

って上記対象をどのよ

施

うな状態にしたいのか

分

) (3)成果指標（目

）

的の達成度を示す指標

事

）

被保険者が一部負担

務

金を医療機関に支払う

事

が、保険者負担分は保

業

名称 単位
険者が支払う

目

ことにより、被保険者

的

が安心して医療を受け

評

ること ① 療養件数 件
が

価

できる ②

結果(上位基

表

本事業の意図) (4)

様

結果の成果指標（上位

式

基本事業の成果指標）

1

公平な負担のもと、健

-

康で安心して暮らして

1

もらう 名称 単位
① 特定

記

健診受診率 ％
② 保険税

入

収納率（現年度分） ％

日

事務事業の各種指標の

令

実績と見込及び目標

H

和

31年度 R2年度 R2

0

年度 R3年度 R4年度

3

R5年度 R6年度
指標

年

 ＼ 年度 単位
実績値

1

計画値 実績値 計画値 目

2

標値 目標値 目標値
(1

月

)の ① 千円 2,433

0

,128 2,590,

8

715 2,317,1

日

66 2,400,00

１

0 2,469,600

事

2,541,219 2

務

,614,915
活動

事

指標 ②
(2)の ① 人 9

業

,220 9,037 9

の

,031 8,850 8

現

,673 8,500 8

状

,330
対象指標 ②
(

　

3)の ① 件 153,1

Ｐ

38 150,076 1

Ｌ

40,144 137,

Ａ

342 134,596

Ｎ

131,905 129

及

,267
成果指標 ②

(

び

4)の結果の ① ％ 39

Ｄ

.6 48 32.1 52

Ｏ

56 60 60
成果指標

事

② ％ 92 94.3 93

務

.3 94.3 94.3

事

94.3 94.3
予算

業

費目 会計 02 国民健

名

康保険特別会計 款 02

N

項 01 目 01

コスト 年

o

度 H31年度 R2年度

.

R2年度 R3年度 R4

4

年度 R5年度 R6年度

7

実績値 計画値 実績値 計

1

画値 目標値 目標値 目標

一

値
事業費(決算又は予

般

算額)Ａ 単位 2,43

被

2,497 2,590

保

,715 2,316,

険

698 2,476,2

者

91 2,569,58

療

6 2,644,254

養

2,720,938

財

給

源
内
訳

 国庫支出金 千

付

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

事

支出金 千円 2,432

業

,497 2,590,

政

715 0 2,476,

策

291 2,569,5

こ

86 2,644,25

の

4 2,720,938

事

 地方債 千円 0 0 0 0

務

0 0 0
 その他 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 一般財

業

源 千円 0 0 2,316

施

,698 0 0 0 0
人件

策

費Ｂ 千円 5,179.

の

2 5,179.2 5,

位

179.2 5,179

置

.2 5,179.2 5

基

,179.2 5,17

本

9.2
正職員従事時間

事

×人数 時間×人 390

業

× 4 390× 4 390

主

× 4 390× 4 390

管

× 4 390× 4 390

課

× 4
正職員以外の人件

名

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

その他の費用Ｃ 千円 3

長

19 319 242 24

名

2 242 242 242

こ

トータルコストA+B

の

+C 千円 2,437,

事

995.22,596

務

,213.22,32

事

2,119.22,4

業

81,712.22,

の

575,007.22

開

,649,675.2

始

2,726,359.

時

2
単位あたりコスト ①

期

千円/人 264.4 2

事

87.3 257.1 2

務

80.4 296.9 3

区

11.7 327.3
（

分

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

法

)の対象指標）② 千円

定

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
的の追加・拡充又

業

は絞込）

必要はありま

名

せんか？ ■ ない

有
効
性

N

特定健診の実施、病院

o

受診の適正指導などを

.

行い、被保険者の健康

4

保持による
今以上に事

7

業の成果を向上
医療費

1

の適正化を図る。
させ

一

る方法を記入して下さ

般

い。 内　容
※(3)の

被

成果指標を向上させる

保

　ことはできますか？

険

妥当である。
目的達成

者

状況 内　容

□民間への

療

一部委託 □民間への全

養

部委託
市関与の必要性

給

□指定管理 □補助金・

付

負担金助成 ■市の直営

事

内　容
　（実施手法）

業

市が実施すべき事業の

２

ため

効
率
性

統廃合すべ

評

き事務事業がない。
事

価

務事業の統廃合により

　

、

事業の効率化を図り

Ｃ

、成果
内　容

を向上さ

Ｈ

せる方法を記入し

て下

Ｅ

さい。

事業の効率化等

Ｃ

は難しい。
現状より事

Ｋ

業費・人件費を

削減す

目

る方法を記入して下

さ

的

い。（仕様の変更、外

妥

部 内　容
委託、従事時

当

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

直接的な

こ

受益者はなし
□ ある □

の

現状で適正
受益者負担

事

はありますか？

また、

業

受益者負担割合は適 □

の

ない □ 検討が必要 内　

必

容
正ですか？

■ 受益者

要

がいない

３
改
革
改
善
案

性

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

医療の

は

高度化等で医療費が増

薄

加して 被保険者の健康

れ

保持による医療費の
事

て

業実施上の課題、住 い

得

る。 適正化が望まれる

ら

。
民・議会等からの意

れ

見 意　見 対応策
と対応

て

策

毎月、愛知県国保団

い

体連合会から一 継続し

る

て実施するため、前年

い

度と同
R3年度の事業

ま

計画は前 変　更
般被保

せ

険者分の診療費の請求

ん

書が市 様・同規模で実

か

施。
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
に届き、

十

確定した医療費のうち

分

保険
あるか 追　加

者負

な

担分を支出した。

今後

成

の事業・コスト・成果

果

の方向性 今後の事業の

が

方向性、改革・改善案

理

※今年度からの具体的

　

な事業の進め方、手段

由

の見直し等、各方向性

得

の内容

　　　　　　　

ら

　　□　拡大 現在は、

れ

県下でも人口に占める

て

国保被保険者割合が低

い

　　　　　　　　　□

ま

　改善 い状況から、今

す

後も被保険者が大きく

か

増加することは
　　　

？

　　　　　　■　現状

得

維持 考えにくい。しか

ら

し、医療の高度化等に

れ

より１件当り
　　　　

て

　　　　　□　縮小 の

い

給付費が伸び国保財政

な

の収支悪化の可能性が

い

高い。
　　　　　　　

事

　　□　統合 一層の国

業

保被保険者の健康の保

進

持による医療費適正化

展

　　　　　　　　　□

等

　完了 が望まれる。
　

に

　　　　　　　　□　

よ

廃止・休止
コストの方

る

向性
　　　　　　　　

環

　→　維持
成果の方向

境

性
　　　　　　　　　

変

→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 471 一般被保険者療養給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す

様

（拡
その理由

大・縮小

式

）必要はありませ
■ な

1

い
んか？

国民健康保険

-

の根幹を成す事業のた

2

め
事業進展等による環

事

境変化 □ ある
に伴い、

務

目的を見直す（目
その



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 472 退職被保険者等療養給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和５９年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

退職被保険者の疾病、負傷に対しての保険給付 被用者保険等他の保険適用以外の住民を被保険者とす
　診察・薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他 る国民健康保険のなかの厚生年金の加入期間が２０年
の治療等 以上年金受給者等が対象。
  
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 令和元年度をもって退職被保険者は原則廃止

毎月、愛知県国保団体連合会から退職被保険者分の診療費の請求書が市に届き、確
R2年度に実施した具体的な 定した医療費のうちの保険者負担分を支出した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り

令

巻く状況は過去と比べ

和

変化しているか (1)

 

活動指標（事務事業の

3

活動量を表す指標）

前

年

年と同様 名称 単位
① 退

度

職被保険者療養給付費

（

千円
変 化

②
内 容

対

2

象(この事業の対象、

年

範囲となる人、物) (

度

2)対象指標（対象の

実

大きさを表す指標）

退

施

職被保険者 名称 単位
①

分

退職被保険者数 人
②

目

）

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

務

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

業

達成度を示す指標）

退

目

職被保険者が一部負担

的

金を医療機関に支払う

評

が，保険者負担分 名称

価

単位
は保険者が支払う

表

ことにより、被保険者

様

が安心して医療を受け

式

る ① 療養件数 件
事が出

1

来る ②

結果(上位基本

-

事業の意図) (4)結

1

果の成果指標（上位基

記

本事業の成果指標）

公

入

平な負担のもと、健康

日

で安心して暮らしても

令

らう 名称 単位
① 特定健

和

診受診率 ％
② 保険税収

0

納率（現年度分） ％

事

3

務事業の各種指標の実

年

績と見込及び目標

H3

1

1年度 R2年度 R2年

2

度 R3年度 R4年度 R

月

5年度 R6年度
指標 

0

＼ 年度 単位
実績値 計

8

画値 実績値 計画値 目標

日

値 目標値 目標値
(1)

１

の ① 千円 599 100

事

14 100 100 10

務

0 0
活動指標 ②
(2)

事

の ① 人 2 1 0 1 1 1 0

業

対象指標 ②
(3)の ①

の

件 95 1 2 1 1 1 0
成

現

果指標 ②
(4)の結果

状

の ① ％ 39.6 48 3

　

2.1 52 56 60 6

Ｐ

0
成果指標 ② ％ 92 9

Ｌ

4.3 93.3 94.

Ａ

3 94.3 94.3 9

Ｎ

4.3
予算費目 会計 0

及

2 国民健康保険特別

び

会計 款 02 項 01 目 0

Ｄ

2

コスト 年度 H31年

Ｏ

度 R2年度 R2年度 R

事

3年度 R4年度 R5年

務

度 R6年度
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
事業費(

名

決算又は予算額)Ａ 単

N

位 598 100 14 1

o

00 100 100 0

財

.

源
内
訳

 国庫支出金 千

4

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

7

支出金 千円 598 10

2

0 0 100 100 10

退

0 0
 地方債 千円 0 0

職

0 0 0 0 0
 その他 千

被

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

保

般財源 千円 0 0 14 0

険

0 0 0
人件費Ｂ 千円 0

者

0 0 0 0 0 0
正職員従

等

事時間×人数 時間×人

療

0× 0 0× 0 0× 0 0

養

× 0 0× 0 0× 0 0×

給

0
正職員以外の人件費

付

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
トータルコ

政

ストA+B+C 千円 5

策

98 100 14 100

こ

100 100 0
単位あ

の

たりコスト ① 千円/人

事

299 100 0 100

務

100 100 0
（ﾄｰ

事

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

業

対象指標）② 千円/ 0

施

0 0 0 0 0 0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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させる方法を記
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被
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等
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療

民間への全部委託
市関

養

与の必要性 □指定管理

給

□補助金・負担金助成

付

■市の直営
内　容

　（

事

実施手法） 市が実施す

業

べき事業のため。

効
率

２

性

統廃合すべき事務事

評

業がない。
事務事業の

価

統廃合により、

事業の

　

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法
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て下さい。

事

Ｅ

業の効率化等は難しい

Ｃ

。
現状より事業費・人

Ｋ

件費を

削減する方法を

目

記入して下

さい。（仕

的

様の変更、外部 内　容

妥

委託、従事時間の削減

当
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できないか？)
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性

平
性

直接的な受益者は

こ

なし
□ ある □ 現状で適

の

正
受益者負担はありま

事

すか？

また、受益者負

業

担割合は適 □ ない □ 検

の

討が必要 内　容
正です

必

か？
■ 受益者がいない

要

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

性

Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特にな

は

し
事業実施上の課題、

薄

住
民・議会等からの意

れ

見 意　見 対応策
と対応

て

策

毎月、愛知県国保団

得

体連合会から退 継続し

ら

て実施するため、前年

れ

度と同
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
職被保

い

険者分の診療費の請求

る

書が市 様・同規模で実

い
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年度から変更・追

ま

加は 前年度 ・
に届き、

せ

確定した医療費のうち

ん

の保
あるか 追　加

険者

か

負担分を支出した。

今

。

後の事業・コスト・成
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果の方向性 今後の事業

分
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案
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的な事業の進め方、手

果

段の見直し等、各方向

が

性の内容

　　　　　　

理
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ら
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事業進展等による環境変化
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その理由
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んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
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革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 472 退職被保険者等療養給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象

様

を見直す（拡
その理由

式

大・縮小）必要はあり

1

ませ
■ ない

んか？

国民

-

健康保険の根幹を成す

2

事業のため。
事業進展

事

等による環境変化 □ あ

務

る
に伴い、目的を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 473 一般被保険者療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和３６年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者への現金給付及び保険医療機関以外への現物 療養の給付が中核ではあるが、国外での療養やコルセ
給付 ット等保険の給付の補完的機能を果たすものである。
　コルセット等の支給、海外療養費及びはり・灸等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

一般被保険者への柔道整復師による施術などの現物給付及び治療用補装具費用等を
R2年度に実施した具体的な 給付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
① 一

令

般被保険者療養費 千円

和

変 化
②

内 容

対象(

 

この事業の対象、範囲

3

となる人、物) (2)

年

対象指標（対象の大き

度

さを表す指標）

一般被

（

保険者 名称 単位
① 一般

2

被保険者数 人
②

目的(

年

この事業によって上記

度

対象をどのような状態

実

にしたいのか) (3)

施

成果指標（目的の達成

分

度を示す指標）

被保険

）

者が一部負担金を支払

事

うが、保険者負担分は

務

保険者が支払 名称 単位

事

うことにより、被保険

業

者の安心感につながる

目

。 ① 療養件数 件
②

結果

的

(上位基本事業の意図

評

) (4)結果の成果指

価

標（上位基本事業の成

表

果指標）

公平な負担の

様

もと、健康で安心して

式

暮らしてもらう 名称 単

1

位
① 特定健診受診率 ％

-

② 保険税収納率（現年

1

度分） ％

事務事業の各

記

種指標の実績と見込及

入

び目標

H31年度 R2

日

年度 R2年度 R3年度

令

R4年度 R5年度 R6

和

年度
指標 ＼ 年度 単

0

位
実績値 計画値 実績値

3

計画値 目標値 目標値 目

年

標値
(1)の ① 千円 1

1

7,125 18,05

2

8 14,613 15,

月

000 15,000 1

0

5,000 15,00

8

0
活動指標 ②
(2)の

日

① 人 9,220 9,0

１

37 9,031 8,8

事

50 8,673 8,5

務

00 8,330
対象指

事

標 ②
(3)の ① 件 2,

業

569 2,518 2,

の

125 2,083 2,

現

042 2,002 1,

状

962
成果指標 ②

(4

　

)の結果の ① ％ 39.

Ｐ

6 48 32.1 52 5

Ｌ

6 60 60
成果指標 ②

Ａ

％ 92 94.3 93.

Ｎ

3 94.3 94.3 9

及

4.3 94.3
予算費

び

目 会計 02 国民健康

Ｄ

保険特別会計 款 02 項

Ｏ

01 目 03

コスト 年度

事

H31年度 R2年度 R

務

2年度 R3年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度
実

業

績値 計画値 実績値 計画

名

値 目標値 目標値 目標値

N

事業費(決算又は予算

o

額)Ａ 単位 17,12

.

5 18,058 14,

4

612 16,299 1

7

6,108 15,78

3

7 15,471

財
源
内

一

訳

 国庫支出金 千円 0

般

0 0 0 0 0 0
 県支出

被

金 千円 17,125 1

保

8,058 0 16,2

険

99 16,108 15

者

,787 15,471

療

 地方債 千円 0 0 0 0

養

0 0 0
 その他 千円 0

費

0 0 0 0 0 0
 一般財

支

源 千円 0 0 14,61

給

2 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

事

円 2,523.2 2,

業

523.2 2,523

政

.2 2,523.2 2

策

,523.2 2,52

こ

3.2 2,523.2

の

正職員従事時間×人数

事

時間×人 190× 4 1

務

90× 4 190× 4 1

事

90× 4 190× 4 1

業

90× 4 190× 4
正

施

職員以外の人件費 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
その他

の

の費用Ｃ 千円 149 1

位

49 129 129 12

置

9 129 129
トータ

基

ルコストA+B+C 千

本

円 19,797.2 2

事

0,730.2 17,

業

264.2 18,95

主

1.2 18,760.

管

2 18,439.2 1

課

8,123.2
単位あ

名

たりコスト ① 千円/人

課

2.1 2.3 1.9 2

長

.1 2.2 2.2 2.

名

2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

こ

(2)の対象指標）②

の

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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Ｃ
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Ｃ
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Ｏ
Ｎ
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び治療用補装 様・同規

い

模で実施。
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
具

せ

費用等を給付した。
あ

ん

るか 追　加

今後の事業

か

・コスト・成果の方向

。

性 今後の事業の方向性

十

、改革・改善案
※今年

分

度からの具体的な事業

な

の進め方、手段の見直

成

し等、各方向性の内容

果

　　　　　　　　　□

が

　拡大 療養費支給事業

理

は、年度により給付額

　

の支払額に差が
　　　

由

　　　　　　□　改善

得

ある。
　　　　　　　

ら

　　■　現状維持 健康

れ

保持による医療費適正

て

化が望まれる。
　　　

い

　　　　　　□　縮小

ま

　　　　　　　　　□

す

　統合
　　　　　　　

か

　　□　完了
　　　　

？

　　　　　□　廃止・

得

休止
コストの方向性
　

ら

　　　　　　　　→　

れ

維持
成果の方向性
　　

て

　　　　　　　→　維

い

持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 473 一般被保険者療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象

様

を見直す（拡
その理由

式

大・縮小）必要はあり

1

ませ
■ ない

んか？

国民

-

健康保険の根幹を成す

2

事業のため。
事業進展

事

等による環境変化 □ あ

務

る
に伴い、目的を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 474 退職被保険者等療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和５９年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

退職被保険者への現金給付及び保険医療機関以外への 療養の給付が中核ではあるが、国外での療養やコルセ
現物給付 ット等保険の給付の補完的機能を果たすものである。
  
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 令和元年度をもって退職被保険者は原則廃止。

退職被保険者への柔道整復師による施術などの現物給付及び治療用補装具費用等を
R2年度に実施した具体的な 給付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単

令

位
① 退職被保険者療養

和

費 千円
変 化

②
内 容

 

対象(この事業の対象

3

、範囲となる人、物)

年

(2)対象指標（対象

度

の大きさを表す指標）

（

退職被保険者 名称 単位

2

① 退職被保険者数 人
②

年

目的(この事業によっ

度

て上記対象をどのよう

実

な状態にしたいのか)

施

(3)成果指標（目的

分

の達成度を示す指標）

）

被保険者が一部負担金

事

を支払うが、保険者負

務

担分は保険者が支払 名

事

称 単位
うことにより、

業

被保険者が安心して医

目

療を受ける事が出来る

的

① 療養件数 件
②

結果(

評

上位基本事業の意図)

価

(4)結果の成果指標

表

（上位基本事業の成果

様

指標）

公平な負担のも

式

と、健康で安心して暮

1

らしてもらう 名称 単位

-

① 特定健診受診率 ％
②

1

保険税収納率（現年度

記

分） ％

事務事業の各種

入

指標の実績と見込及び

日

目標

H31年度 R2年

令

度 R2年度 R3年度 R

和

4年度 R5年度 R6年

0

度
指標 ＼ 年度 単位

3

実績値 計画値 実績値 計

年

画値 目標値 目標値 目標

1

値
(1)の ① 千円 8 1

2

00 0 1 1 1 0
活動指

月

標 ②
(2)の ① 人 2 1

0

0 1 1 1 0
対象指標 ②

8

(3)の ① 件 3 1 0 1

日

1 1 0
成果指標 ②

(4

１

)の結果の ① ％ 39.

事

6 48 32.1 52 5

務

6 60 60
成果指標 ②

事

％ 92 94.3 93.

業

3 94.3 94.3 9

の

4.3 94.3
予算費

現

目 会計 02 国民健康

状

保険特別会計 款 02 項

　

01 目 04

コスト 年度

Ｐ

H31年度 R2年度 R

Ｌ

2年度 R3年度 R4年

Ａ

度 R5年度 R6年度
実

Ｎ

績値 計画値 実績値 計画

及

値 目標値 目標値 目標値

び

事業費(決算又は予算

Ｄ

額)Ａ 単位 7 100 0

Ｏ

1 1 1 0

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 0 0 0 0

務

0 0 0
 県支出金 千円

事

7 100 0 1 1 1 0
 

業

地方債 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 その他 千円 0 0

N

0 0 0 0 0
 一般財源

o

千円 0 0 0 0 0 0 0
人

.

件費Ｂ 千円 0 0 0 0 0

4

0 0
正職員従事時間×

7

人数 時間×人 0× 0 0

4

× 0 0× 0 0× 0 0×

退

0 0× 0 0× 0
正職員

職

以外の人件費 千円 0 0

被

0 0 0 0 0
その他の費

保

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

険

0
トータルコストA+

者

B+C 千円 7 100 0

等

1 1 1 0
単位あたりコ

療

スト ① 千円/人 3.5

養

100 0 1 1 1 0
（ﾄ

費

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

支

の対象指標）② 千円/

給

0 0 0 0 0 0 0

1

事業
政策

この事務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

名

）

必要はありませんか

N

？ ■ ない

有
効
性

特定健

o

診の実施、病院受診の

.

適正指導などを行い、

4

被保険者の健康保持に

7

よる
今以上に事業の成

4

果を向上
医療費の適正

退

化を図る。
させる方法

職

を記入して下さ

い。 内

被

　容
※(3)の成果指

保

標を向上させる

　こと

険

はできますか？

妥当で

者

ある。
目的達成状況 内

等

　容

□民間への一部委

療

託 □民間への全部委託

養

市関与の必要性 □指定

費

管理 □補助金・負担金

支

助成 ■市の直営
内　容

給

　（実施手法） 市が実

事

施すべき事業のため。

業

効
率
性

統配合すべき事

２

務事業がない。
事務事

評

業の統廃合により、

事

価

業の効率化を図り、成

　

果
内　容

を向上させる

Ｃ

方法を記入し

て下さい

Ｈ

。

事業の効率化等は難

Ｅ

しい。
現状より事業費

Ｃ

・人件費を

削減する方

Ｋ

法を記入して下

さい。

目

（仕様の変更、外部 内

的

　容
委託、従事時間の

妥

削減等は

できないか？

当

)

公
平
性

直接的な受益

性

者はなし
□ ある □ 現状

こ

で適正
受益者負担はあ

の

りますか？

また、受益

事

者負担割合は適 □ ない

業

□ 検討が必要 内　容
正

の

ですか？
■ 受益者がい

必

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

要

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特

性

にない
事業実施上の課

は

題、住
民・議会等から

薄

の意見 意　見 対応策
と

れ

対応策

退職被保険者へ

て

の柔道整復師による 継

得

続して実施するため、

ら

前年度と同
R3年度の

れ

事業計画は前 変　更
施

て

術などの現物給付及び

い

治療用補装 様・同規模

る

で実施。
年度から変更

い

・追加は 前年度 ・
具費

ま

用等を給付した。
ある

せ

か 追　加

今後の事業・

ん

コスト・成果の方向性

か

今後の事業の方向性、

。

改革・改善案
※今年度

十

からの具体的な事業の

分

進め方、手段の見直し

な

等、各方向性の内容

　

成

　　　　　　　　□　

果

拡大 遡及適用等、令和

が

５年度まで給付予定
　

理

　　　　　　　　□　

　

改善
　　　　　　　　

由

　□　現状維持
　　　

得

　　　　　　■　縮小

ら

　　　　　　　　　□

れ

　統合
　　　　　　　

て

　　□　完了
　　　　

い

　　　　　□　廃止・

ま

休止
コストの方向性
　

す

　　　　　　　　→　

か

維持
成果の方向性
　　

？

　　　　　　　→　維

得

持

2

られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 474 退職被保険者等療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、

様

対象を見直す（拡
その

式

理由
大・縮小）必要は

1

ありませ
■ ない

んか？

-

国民健康保険の根幹を

2

成す事業のため。
事業

事

進展等による環境変化

務

□ ある
に伴い、目的を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 475 国民健康保険審査支払事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和３６年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関から国民健康保険団体連合会へ提出された診 医療機関からのレセプトの資格その他を、愛知県国民
療報酬明細書（レセプト）の審査手数料支払 健康保険団体連合会において資格等審査し、市町村が
 その審査に対する手数料を支払う。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険団体連合会へ提出された診療報酬明細書の内容が、適正であるか審査
R2年度に実施した具体的な した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同

令

様 名称 単位
① 診療報酬

和

審査支払事務手数料 千

 

円
変 化

②
内 容

対象

3

(この事業の対象、範

年

囲となる人、物) (2

度

)対象指標（対象の大

（

きさを表す指標）

診療

2

報酬明細書 名称 単位
①

年

診療報酬明細書枚数 枚

度

②
目的(この事業によ

実

って上記対象をどのよ

施

うな状態にしたいのか

分

) (3)成果指標（目

）

的の達成度を示す指標

事

）

診療報酬明細書の内

務

容を審査し、過誤を修

事

正する。 名称 単位
① 審

業

査件数 件
②

結果(上位

目

基本事業の意図) (4

的

)結果の成果指標（上

評

位基本事業の成果指標

価

）

公平な負担のもと、

表

健康で安心して暮らし

様

てもらう 名称 単位
① 特

式

定健診受診率 ％
② 保険

1

税収納率（現年度分）

-

％

事務事業の各種指標

1

の実績と見込及び目標

記

H31年度 R2年度 R

入

2年度 R3年度 R4年

日

度 R5年度 R6年度
指

令

標 ＼ 年度 単位
実績

和

値 計画値 実績値 計画値

0

目標値 目標値 目標値
(

3

1)の ① 千円 7,47

年

2 7,788 6,91

1

7 6,779 6,64

2

4 6,512 6,38

月

2
活動指標 ②
(2)の

0

① 枚 157,072 1

8

61,657 143,

日

828 140,952

１

138,133 135

事

,371 132,66

務

4
対象指標 ②
(3)の

事

① 件 157,072 1

業

61,657 143,

の

828 140,952

現

138,133 135

状

,371 132,66

　

4
成果指標 ②

(4)の

Ｐ

結果の ① ％ 39.6 4

Ｌ

8 32.1 52 56 6

Ａ

0 60
成果指標 ② ％ 9

Ｎ

2 94.3 93.3 9

及

4.3 94.3 94.

び

3 94.3
予算費目 会

Ｄ

計 02 国民健康保険

Ｏ

特別会計 款 02 項 01

事

目 05

コスト 年度 H3

務

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度
実績値

名

計画値 実績値 計画値 目

N

標値 目標値 目標値
事業

o

費(決算又は予算額)

.

Ａ 単位 7,472 7,

4

788 6,917 7,

7

560 7,806 7,

5

950 8,085

財
源

国

内
訳

 国庫支出金 千円

民

0 0 0 0 0 0 0
 県支

健

出金 千円 7,472 7

康

,788 0 7,560

保

7,806 7,950

険

8,085
 地方債 千

審

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

査

の他 千円 0 0 0 0 0 0

支

0
 一般財源 千円 0 0

払

6,917 0 0 0 0
人

事

件費Ｂ 千円 132.8

業

132.8 132.8

政

132.8 132.8

策

132.8 132.8

こ

正職員従事時間×人数

の

時間×人 20× 2 20

事

× 2 20× 2 20× 2

務

20× 2 20× 2 20

事

× 2
正職員以外の人件

業

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

施

その他の費用Ｃ 千円 4

策

4 4 4 4 4 4
トータル

の

コストA+B+C 千円

位

7,608.8 7,9

置

24.8 7,053.

基

8 7,696.8 7,

本

942.8 8,086

事

.8 8,221.8
単

業

位あたりコスト ① 千円

主

/枚 0 0 0 0.1 0.

管

1 0.1 0.1
（ﾄｰ

課

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

名

対象指標）② 千円/ 0

課

0 0 0 0 0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

法

N

に基づき実施している

o

事業のためできない。

.

今以上に事業の成果を

4

向上

させる方法を記入

7

して下さ

い。 内　容
※

5

(3)の成果指標を向

国

上させる

　ことはでき

民

ますか？

妥当である。

健

目的達成状況 内　容

□

康

民間への一部委託 □民

保

間への全部委託
市関与

険

の必要性 □指定管理 □

審

補助金・負担金助成 ■

査

市の直営
内　容

　（実

支

施手法） 法に基づく実

払

施事業のため。

効
率
性

事

法に基づく実施事業の

業

ため現状維持。
事務事

２

業の統廃合により、

事

評

業の効率化を図り、成

価

果
内　容

を向上させる

　

方法を記入し

て下さい

Ｃ

。

法に基づく実施事業

Ｈ

のため現状維持。
現状

Ｅ

より事業費・人件費を

Ｃ

削減する方法を記入し

Ｋ

て下

さい。（仕様の変

目

更、外部 内　容
委託、

的

従事時間の削減等は

で

妥

きないか？)

公
平
性

直

当

接的な受益者はなし
□

性

ある □ 現状で適正
受益

こ

者負担はありますか？

の

また、受益者負担割合

事

は適 □ ない □ 検討が必

業

要 内　容
正ですか？

■

の

受益者がいない

３
改
革

必

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要

特に意見はない 特にな

性

い
事業実施上の課題、

は

住
民・議会等からの意

薄

見 意　見 対応策
と対応

れ

策

国民健康保険団体連

て

合会へ提出され 継続し

得

て実施するため、前年

ら

度と同
R3年度の事業

れ

計画は前 変　更
た診療

て

報酬明細書の内容が、

い

適正で 様・同規模で実

る

施。
年度から変更・追

い

加は 前年度 ・
あるか審

ま

査した。
あるか 追　加

せ

今後の事業・コスト・

ん

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

。

善案
※今年度からの具

十

体的な事業の進め方、

分

手段の見直し等、各方

な

向性の内容

　　　　　

成

　　　　□　拡大 電子

果

レセプトの導入により

が

、紙のレセプトから電

理

算化
　　　　　　　　

　

　□　改善 されたため

由

、統計・医療費分析等

得

が比較的容易にでき
　

ら

　　　　　　　　■　

れ

現状維持 、合理化が図

て

れる。
　　　　　　　

い

　　□　縮小
　　　　

ま

　　　　　□　統合
　

す

　　　　　　　　□　

か

完了
　　　　　　　　

？

　□　廃止・休止
コス

得

トの方向性
　　　　　

ら

　　　　→　維持
成果

れ

の方向性
　　　　　　

て

　　　→　維持

2

いない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 475 国民健康保険審査支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法により市町村が保険者と定められているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法により定められているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見

様

直す（拡
その理由

大・

式

縮小）必要はありませ

1

■ ない
んか？

法により

-

定められているため。

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 476 一般被保険者高額療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４８年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療の高度化傾向に対応し、被保険者の一部負担金の 通院及び入院による一部負担金の軽減を図る役割を果
軽減を図ることを目的として、算定基準額を超える場 たしている。
合に高額療養費を支給。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険団体連合会から通知される医療費に基づき、被保険者が負担する一部
R2年度に実施した具体的な 負担金のうち、自己負担限度額を超えた額を支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を

令

表す指標）

前年と同様

和

名称 単位
① 一般被保険

 

者高額療養費 千円
変 

3

化
②

内 容

対象(この

年

事業の対象、範囲とな

度

る人、物) (2)対象

（

指標（対象の大きさを

2

表す指標）

一般被保険

年

者 名称 単位
① 一般被保

度

険者数 人
②

目的(この

実

事業によって上記対象

施

をどのような状態にし

分

たいのか) (3)成果

）

指標（目的の達成度を

事

示す指標）

一般被保険

務

者の自己負担の軽減を

事

図る。 名称 単位
① 一般

業

被保険者高額療養費支

目

給件数 件
②

結果(上位

的

基本事業の意図) (4

評

)結果の成果指標（上

価

位基本事業の成果指標

表

）

公平な負担のもと、

様

健康で安心して暮らし

式

てもらう 名称 単位
① 特

1

定健診受診率 ％
② 保険

-

税収納率（現年度分）

1

％

事務事業の各種指標

記

の実績と見込及び目標

入

H31年度 R2年度 R

日

2年度 R3年度 R4年

令

度 R5年度 R6年度
指

和

標 ＼ 年度 単位
実績

0

値 計画値 実績値 計画値

3

目標値 目標値 目標値
(

年

1)の ① 千円 303,

1

097 316,127

2

318,543 360

月

,000 405,72

0

0 457,247 51

8

5,318
活動指標 ②

日

(2)の ① 人 9,22

１

0 9,037 9,03

事

1 8,850 8,67

務

3 8,500 8,33

事

0
対象指標 ②
(3)の

業

① 件 5,516 5,4

の

06 5,430 5,3

現

22 5,216 5,1

状

12 5,010
成果指

　

標 ②
(4)の結果の ①

Ｐ

％ 39.6 48 32.

Ｌ

1 52 56 60 60
成

Ａ

果指標 ② ％ 92 94.

Ｎ

3 93.3 94.3 9

及

4.3 94.3 94.

び

3
予算費目 会計 02 

Ｄ

国民健康保険特別会計

Ｏ

款 02 項 02 目 01

コ

事

スト 年度 H31年度 R

務

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

6年度
実績値 計画値 実

名

績値 計画値 目標値 目標

N

値 目標値
事業費(決算

o

又は予算額)Ａ 単位 3

.

03,068 316,

4

127 318,300

7

314,129 357

6

,005 402,36

一

1 453,457

財
源

般

内
訳

 国庫支出金 千円

被

0 0 0 0 0 0 0
 県支

保

出金 千円 303,06

険

8 316,127 0 3

者

14,129 357,

高

005 402,361

額

453,457
 地方

療

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

養

 その他 千円 0 0 0 0

費

0 0 0
 一般財源 千円

支

0 0 318,300 0

給

0 0 0
人件費Ｂ 千円 3

事

,519.2 3,51

業

9.2 3,519.2

政

3,519.2 3,5

策

19.2 3,519.

こ

2 3,519.2
正職

の

員従事時間×人数 時間

事

×人 265× 4 265

務

× 4 265× 4 265

事

× 4 265× 4 265

業

× 4 265× 4
正職員

施

以外の人件費 千円 0 0

策

0 0 0 0 0
その他の費

の

用Ｃ 千円 217 217

位

182 182 182 1

置

82 182
トータルコ

基

ストA+B+C 千円 3

本

06,804.2 31

事

9,863.2 322

業

,001.2 317,

主

830.2 360,7

管

06.2 406,06

課

2.2 457,158

名

.2
単位あたりコスト

課

① 千円/人 33.3 3

長

5.4 35.7 35.

名

9 41.6 47.8 5

こ

4.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

の

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/ 0 0 0 0 0

務

0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）
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Ｎ
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今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 476 一般被保険者高額療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

国民健康保険の根

2

幹を成す事業のため。

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
に伴い、目



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 477 退職被保険者等高額療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和５９年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療の高度化傾向に対応し、退職被保険者の一部負担 今年度をもって退職被保険者は原則廃止
金の軽減を図ることを目的として、算定基準額を超え
る場合に高額療養費を支給。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険団体連合会から通知される医療費に基づき、退職被保険者が負担する
R2年度に実施した具体的な 一部負担金のうち、自己負担限度額を超えた額を支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

前年と同様 名称 単位

和

① 退職被保険者高額療

 

養費 千円
変 化

②
内 

3

容

対象(この事業の対

年

象、範囲となる人、物

度

) (2)対象指標（対

（

象の大きさを表す指標

2

）

退職被保険者 名称 単

年

位
① 退職被保険者数 人

度

②
目的(この事業によ

実

って上記対象をどのよ

施

うな状態にしたいのか

分

) (3)成果指標（目

）

的の達成度を示す指標

事

）

退職被保険者の自己

務

負担の軽減を図る。 名

事

称 単位
① 退職被保険者

業

の高額療養費支給件数

目

件
②

結果(上位基本事

的

業の意図) (4)結果

評

の成果指標（上位基本

価

事業の成果指標）

公平

表

な負担のもと、健康で

様

安心して暮らしてもら

式

う 名称 単位
 ① 特定健

1

診受診率 ％
② 保険税収

-

納率（現年度分） ％

事

1

務事業の各種指標の実

記

績と見込及び目標

H3

入

1年度 R2年度 R2年

日

度 R3年度 R4年度 R

令

5年度 R6年度
指標 

和

＼ 年度 単位
実績値 計

0

画値 実績値 計画値 目標

3

値 目標値 目標値
(1)

年

の ① 千円 0 100 0 1

1

1 1 0
活動指標 ②
(2

2

)の ① 人 2 1 0 1 1 1

月

0
対象指標 ②
(3)の

0

① 件 0 1 0 1 1 1 0
成

8

果指標 ②
(4)の結果

日

の ① ％ 39.6 48 3

１

2.1 52 56 60 6

事

0
成果指標 ② ％ 92 9

務

4.3 93.3 94.

事

3 94.3 94.3 9

業

4.3
予算費目 会計 0

の

2 国民健康保険特別

現

会計 款 02 項 02 目 0

状

2

コスト 年度 H31年

　

度 R2年度 R2年度 R

Ｐ

3年度 R4年度 R5年

Ｌ

度 R6年度
実績値 計画

Ａ

値 実績値 計画値 目標値

Ｎ

目標値 目標値
事業費(

及

決算又は予算額)Ａ 単

び

位 0 100 0 1 1 1 0

Ｄ

財
源
内
訳

 国庫支出金

Ｏ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

県支出金 千円 0 100

務

0 1 1 1 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

業

の他 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
 一般財源 千円 0 0

N

0 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

o

円 0 0 0 0 0 0 0
正職

.

員従事時間×人数 時間

4

×人 0× 0 0× 0 0×

7

0 0× 0 0× 0 0× 0

7

0× 0
正職員以外の人

退

件費 千円 0 0 0 0 0 0

職

0
その他の費用Ｃ 千円

被

0 0 0 0 0 0 0
トータ

保

ルコストA+B+C 千

険

円 0 100 0 1 1 1 0

者

単位あたりコスト ① 千

等

円/人 0 100 0 1 1

高

1 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

額

/(2)の対象指標）

療

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

養

0

1

費支給事業
政策

この事務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 477 退職被保険者等高額療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

国民健康保険

2

の根幹を成す事業のた

事

め。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 478 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２２年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

年間の国保と介護保険の自己負担合計額が高額になる 現在も国保・介護で１月の自己負担限度額が設定され
場合に、一定の限度額を超えた金額を高額介護合算療 、限度額を超えた部分については、高額療養費等の支
養費として支給する制度。 給がなされている。
 　ただし、国保・介護双方の合計が高額になった場合
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 に支給される制度が当制度である。毎年８月から翌年

７月までを対象期間として支給される。

現在の月ごとの高額療養費から、介護分と合算し年間での限度額で支給される

令

制度
R2年度に実施し

和

た具体的な 。介護・国

 

保の状況が把握できる

3

国保連合会が中心とな

年

って行っている。
事業

度

の方法、手順、指標に

（

対す
る成果等

事務事業

2

を取り巻く状況は過去

年

と比べ変化しているか

度

(1)活動指標（事務

実

事業の活動量を表す指

施

標）

前年と同様 名称 単

分

位
① 一般被保険者高額

）

介護合算療養費 千円
変

事

 化
②

内 容

対象(こ

務

の事業の対象、範囲と

事

なる人、物) (2)対

業

象指標（対象の大きさ

目

を表す指標）

一般被保

的

険者 名称 単位
① 一般被

評

保険者数 人
②

目的(こ

価

の事業によって上記対

表

象をどのような状態に

様

したいのか) (3)成

式

果指標（目的の達成度

1

を示す指標）

一般被保

-

険者の自己負担の軽減

1

を図る。 名称 単位
① 一

記

般被保高額介護合算療

入

養費支給件数 件
②

結果

日

(上位基本事業の意図

令

) (4)結果の成果指

和

標（上位基本事業の成

0

果指標）

公平な負担の

3

もと、健康で安心して

年

暮らしてもらう 名称 単

1

位
① 特定健診受診率 ％

2

② 保険税収納率（現年

月

度分） ％

事務事業の各

0

種指標の実績と見込及

8

び目標

H31年度 R2

日

年度 R2年度 R3年度

１

R4年度 R5年度 R6

事

年度
指標 ＼ 年度 単

務

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
(1)の ① 千円 1

の

7 300 424 300

現

300 300 300
活

状

動指標 ②
(2)の ① 人

　

9,220 9,037

Ｐ

9,031 8,850

Ｌ

8,673 8,500

Ａ

8,330
対象指標 ②

Ｎ

(3)の ① 件 3 3 14

及

14 14 14 14
成果

び

指標 ②
(4)の結果の

Ｄ

① ％ 39.6 48 32

Ｏ

.1 52 56 60 60

事

成果指標 ② ％ 92 94

務

.3 93.3 94.3

事

94.3 94.3 94

業

.3
予算費目 会計 02

名

 国民健康保険特別会

N

計 款 02 項 02 目 03

o

コスト 年度 H31年度

.

R2年度 R2年度 R3

4

年度 R4年度 R5年度

7

R6年度
実績値 計画値

8

実績値 計画値 目標値 目

一

標値 目標値
事業費(決

般

算又は予算額)Ａ 単位

被

16 300 194 30

保

0 300 300 300

険

財
源
内
訳

 国庫支出金

者

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

高

県支出金 千円 0 300

額

0 300 300 300

介

300
 地方債 千円 0

護

0 0 0 0 0 0
 その他

合

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

算

一般財源 千円 16 0 1

療

94 0 0 0 0
人件費Ｂ

養

千円 49.8 49.8

費

49.8 49.8 49

支

.8 49.8 49.8

給

正職員従事時間×人数

事

時間×人 15× 1 15

業

× 1 15× 1 15× 1

政

15× 1 15× 1 15

策

× 1
正職員以外の人件

こ

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

その他の費用Ｃ 千円 2

事

2 2 2 2 2 2
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

67.8 351.8 2

業

45.8 351.8 3

施

51.8 351.8 3

策

51.8
単位あたりコ

の

スト ① 千円/人 0 0 0

位

0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

置

ｽﾄ/(2)の対象指

基

標）② 千円/ 0 0 0 0

本

0 0 0

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ある
に伴い、目的を

業

見直す（目
その理由

的

名

の追加・拡充又は絞込

N

）

必要はありませんか

o

？ ■ ない

有
効
性

特定健

.

診の実施、病院受診の

4

適正指導などを行い、

7

被保険者の健康保持に

8

よる
今以上に事業の成

一

果を向上
医療費の適正

般

化を図る。
させる方法

被

を記入して下さ

い。 内

保

　容
※(3)の成果指

険

標を向上させる

　こと

者

はできますか？

妥当で

高

ある。
目的達成状況 内

額

　容

□民間への一部委

介

託 □民間への全部委託

護

市関与の必要性 □指定

合

管理 □補助金・負担金

算

助成 ■市の直営
内　容

療

　（実施手法） 市が実

養

施すべき事業のため。

費

効
率
性

統廃合すべき事

支

務事業がない。
事務事

給

業の統廃合により、

事

事

業の効率化を図り、成

業

果
内　容

を向上させる

２

方法を記入し

て下さい

評

。

事業の効率化等は難

価

しい。
現状より事業費

　

・人件費を

削減する方

Ｃ

法を記入して下

さい。

Ｈ

（仕様の変更、外部 内

Ｅ

　容
委託、従事時間の

Ｃ

削減等は

できないか？

Ｋ

)

公
平
性

直接的な受益

目

者はなし
□ ある □ 現状

的

で適正
受益者負担はあ

妥

りますか？

また、受益

当

者負担割合は適 □ ない

性

□ 検討が必要 内　容
正

こ

ですか？
■ 受益者がい

の

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

事

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見は

業

ない 特にない
事業実施

の

上の課題、住
民・議会

必

等からの意見 意　見 対

要

応策
と対応策

現在の月

性

ごとの高額療養費から

は

、介 継続して実施する

薄

ため、前年度と同
R3

れ

年度の事業計画は前 変

て

　更
護分と合算し年間

得

での限度額で支給 様・

ら

同規模で実施。
年度か

れ

ら変更・追加は 前年度

て

・
された。

あるか 追　

い

加

今後の事業・コスト

る

・成果の方向性 今後の

い

事業の方向性、改革・

ま

改善案
※今年度からの

せ

具体的な事業の進め方

ん

、手段の見直し等、各

か

方向性の内容

　　　　

。

　　　　　□　拡大 特

十

にない
　　　　　　　

分

　　□　改善
　　　　

な

　　　　　■　現状維

成

持
　　　　　　　　　

果

□　縮小
　　　　　　

が

　　　□　統合
　　　

理

　　　　　　□　完了

　

　　　　　　　　　□

由

　廃止・休止
コストの

得

方向性
　　　　　　　

ら

　　→　維持
成果の方

れ

向性
　　　　　　　　

て

　→　維持

2

いますか？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 478 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環

様

境変化
□ ある

に伴い、

式

対象を見直す（拡
その

1

理由
大・縮小）必要は

-

ありませ
■ ない

んか？

2

国民健康保険の根幹を

事

成す事業のため。
事業

務

進展等による環境変化



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 479 退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

退職被保険者の年間の国保と介護保険の自己負担額が 現在も国保・介護で１月の自己負担額が設定され、限
高額になる場合に、一定の限度額を超えた金額を高額 度額を超えた部分については高額療養費の支給がなさ
介護合算療養費として支給する制度。 れている。
 　ただし、国保・介護の計が高額になった場合に支給
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 される制度が当制度である。

毎年８月から翌年７月までを対象期間として支給され
る。
 
今年度をもって退職被保険者は原則廃止

現在の月ごとの高額療養費から、介

令

護分と合算し年間での

和

限度額で支給される制

 

度
R2年度に実施した

3

具体的な 。介護・国保

年

連合会が中心となって

度

行っている。
事業の方

（

法、手順、指標に対す

2

る成果等

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

実

)活動指標（事務事業

施

の活動量を表す指標）

分

前年と同様 名称 単位
①

）

退職被保険者高額介護

事

合算療養費 千円
変 化

務

②
内 容

対象(この事

事

業の対象、範囲となる

業

人、物) (2)対象指

目

標（対象の大きさを表

的

す指標）

退職被保険者

評

名称 単位
① 退職被保険

価

者数 人
②

目的(この事

表

業によって上記対象を

様

どのような状態にした

式

いのか) (3)成果指

1

標（目的の達成度を示

-

す指標）

退職被保険者

1

の自己負担の軽減を図

記

る。 名称 単位
① 退職被

入

保高額介護合算療養費

日

支給件数 件
②

結果(上

令

位基本事業の意図) (

和

4)結果の成果指標（

0

上位基本事業の成果指

3

標）

公平な負担のもと

年

、健康で安心して暮ら

1

してもらう 名称 単位
①

2

特定健診受診率 ％
② 保

月

険税収納率（現年度分

0

） ％

事務事業の各種指

8

標の実績と見込及び目

日

標

H31年度 R2年度

１

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

の

(1)の ① 千円 0 10

現

0 0 1 1 1 0
活動指標

状

②
(2)の ① 人 2 1 0

　

1 1 1 0
対象指標 ②
(

Ｐ

3)の ① 件 0 1 0 1 1

Ｌ

1 0
成果指標 ②

(4)

Ａ

の結果の ① ％ 39.6

Ｎ

48 32.1 52 56

及

60 60
成果指標 ② ％

び

92 94.3 93.3

Ｄ

94.3 94.3 94

Ｏ

.3 94.3
予算費目

事

会計 02 国民健康保

務

険特別会計 款 02 項 0

事

2 目 04

コスト 年度 H

業

31年度 R2年度 R2

名

年度 R3年度 R4年度

N

R5年度 R6年度
実績

o

値 計画値 実績値 計画値

.

目標値 目標値 目標値
事

4

業費(決算又は予算額

7

)Ａ 単位 0 100 0 1

9

1 1 0

財
源
内
訳

 国庫

退

支出金 千円 0 0 0 0 0

職

0 0
 県支出金 千円 0

被

100 0 1 1 1 0
 地

保

方債 千円 0 0 0 0 0 0

険

0
 その他 千円 0 0 0

者

0 0 0 0
 一般財源 千

等

円 0 0 0 0 0 0 0
人件

高

費Ｂ 千円 0 0 0 0 0 0

額

0
正職員従事時間×人

介

数 時間×人 0× 0 0×

護

0 0× 0 0× 0 0× 0

合

0× 0 0× 0
正職員以

算

外の人件費 千円 0 0 0

療

0 0 0 0
その他の費用

養

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

費

トータルコストA+B

支

+C 千円 0 100 0 1

給

1 1 0
単位あたりコス

事

ト ① 千円/人 0 100

業

0 1 1 1 0
（ﾄｰﾀﾙ

政

ｺｽﾄ/(2)の対象

策

指標）② 千円/ 0 0 0

こ

0 0 0 0

1

の事務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

変化 □ ある
に伴い、目

業

的を見直す（目
その理

名

由
的の追加・拡充又は

N

絞込）

必要はありませ

o

んか？ ■ ない

有
効
性

特

.

定健診の実施、病院受

4

診の適正指導などを行

7

い、被保険者の健康保

9

持による
今以上に事業

退

の成果を向上
医療費の

職

適正化を図る。
させる

被

方法を記入して下さ

い

保

。 内　容
※(3)の成

険

果指標を向上させる

　

者

ことはできますか？

妥

等

当である。
目的達成状

高

況 内　容

□民間への一

額

部委託 □民間への全部

介

委託
市関与の必要性 □

護

指定管理 □補助金・負

合

担金助成 ■市の直営
内

算

　容
　（実施手法） 市

療

が実施すべき事業のた

養

め。

効
率
性

統廃合すべ

費

き事務事業がない。
事

支

務事業の統廃合により

給

、

事業の効率化を図り

事

、成果
内　容

を向上さ

業

せる方法を記入し

て下

２

さい。

事業の効率化等

評

は難しい。
現状より事

価

業費・人件費を

削減す

　

る方法を記入して下

さ

Ｃ

い。（仕様の変更、外

Ｈ

部 内　容
委託、従事時

Ｅ

間の削減等は

できない

Ｃ

か？)

公
平
性

直接的な

Ｋ

受益者はなし
□ ある □

目

現状で適正
受益者負担

的

はありますか？

また、

妥

受益者負担割合は適 □

当

ない □ 検討が必要 内　

性

容
正ですか？

■ 受益者

こ

がいない

３
改
革
改
善
案

の

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特にな

事

い 特にない
事業実施上

業

の課題、住
民・議会等

の

からの意見 意　見 対応

必

策
と対応策

現在の月ご

要

との高額療養費から、

性

介 継続して実施するた

は

め、前年度と同
R3年

薄

度の事業計画は前 変　

れ

更
護分と合算し年間で

て

の限度額で支給 様・同

得

規模で実施。
年度から

ら

変更・追加は 前年度 ・

れ

される制度。介護・国

て

保連合会が中
あるか 追

い

　加
心となって行って

る

いる。

今後の事業・コ

い

スト・成果の方向性 今

ま

後の事業の方向性、改

せ

革・改善案
※今年度か

ん

らの具体的な事業の進

か

め方、手段の見直し等

。

、各方向性の内容

　　

十

　　　　　　　□　拡

分

大 遡及適用等、令和５

な

年度まで給付予定
　　

成

　　　　　　　□　改

果

善
　　　　　　　　　

が

□　現状維持
　　　　

理

　　　　　■　縮小
　

　

　　　　　　　　□　

由

統合
　　　　　　　　

得

　□　完了
　　　　　

ら

　　　　□　廃止・休

れ

止
コストの方向性
　　

て

　　　　　　　→　維

い

持
成果の方向性
　　　

ま

　　　　　　→　維持

す

2

か？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 479 退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

国民健康保険の根

事

幹を成す事業のため。

務

事業進展等による環境



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 482 出産育児一時金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の出産に対する出産育児一時金の支給 一人当たり４２万円を支給することにより出産費用等
 の軽減を図る。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 国の補助金が段階的に減額され、平成２４年度からは

廃止された。

子ども一人につき出産育児一時金支給申請により、４２万円を給付した。（産科医
R2年度に実施した具体的な 療補償制度保険金３万円含）
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
① 出産育児一時金申請件数 件

令

変 化
② 出産育児一時

和

金申請額 千円
内 容

対

 

象(この事業の対象、

3

範囲となる人、物) (

年

2)対象指標（対象の

度

大きさを表す指標）

国

（

民健康保険被保険者 名

2

称 単位
① 国民健康保険

年

被保険者数 人
②

目的(

度

この事業によって上記

実

対象をどのような状態

施

にしたいのか) (3)

分

成果指標（目的の達成

）

度を示す指標）

保険適

事

用外である普通分娩費

務

用の負担軽減を図る。

事

名称 単位
① 出産育児一

業

時金支給件数 件
② 出産

目

育児一時金支給額 千円

的

結果(上位基本事業の

評

意図) (4)結果の成

価

果指標（上位基本事業

表

の成果指標）

公平な負

様

担のもと、健康で安心

式

して暮らしてもらう 名

1

称 単位
① 特定健診受診

-

率 ％
② 保険税収納率（

1

現年度分） ％

事務事業

記

の各種指標の実績と見

入

込及び目標

H31年度

日

R2年度 R2年度 R3

令

年度 R4年度 R5年度

和

R6年度
指標 ＼ 年

0

度 単位
実績値 計画値 実

3

績値 計画値 目標値 目標

年

値 目標値
(1)の ① 件

1

33 48 21 47 46

2

45 44
活動指標 ② 千

月

円 13,800 20,

0

160 8,636 19

8

,740 19,320

日

18,900 18,4

１

80
(2)の ① 人 9,

事

222 9,038 9,

務

031 8,851 8,

事

674 8,501 8,

業

331
対象指標 ②
(3

の

)の ① 件 33 48 21

現

47 46 45 44
成果

状

指標 ② 千円 13,80

　

0 20,160 8,6

Ｐ

36 19,740 19

Ｌ

,320 18,900

Ａ

18,480
(4)の

Ｎ

結果の ① ％ 39.6 4

及

8 32.1 52 56 6

び

0 60
成果指標 ② ％ 9

Ｄ

2 94.3 93.3 9

Ｏ

4.3 94.3 94.

事

3 94.3
予算費目 会

務

計 02 国民健康保険

事

特別会計 款 02 項 04

業

目 01

コスト 年度 H3

名

1年度 R2年度 R2年

N

度 R3年度 R4年度 R

o

5年度 R6年度
実績値

.

計画値 実績値 計画値 目

4

標値 目標値 目標値
事業

8

費(決算又は予算額)

2

Ａ 単位 13,800 2

出

0,160 8,639

産

19,740 19,3

育

20 18,900 18

児

,480

財
源
内
訳

 国

一

庫支出金 千円 0 0 0 0

時

0 0 0
 県支出金 千円

金

0 0 0 0 0 0 0
 地方

支

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

給

 その他 千円 9,22

事

9 13,440 0 13

業

,160 12,880

政

12,600 12,3

策

20
 一般財源 千円 4

こ

,571 6,720 8

の

,639 6,580 6

事

,440 6,300 6

務

,160
人件費Ｂ 千円

事

697.2 697.2

業

697.2 697.2

施

697.2 697.2

策

697.2
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 7

位

0× 3 70× 3 70×

置

3 70× 3 70× 3 7

基

0× 3 70× 3
正職員

本

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

業

用Ｃ 千円 49 49 40

主

40 40 40 40
トー

管

タルコストA+B+C

課

千円 14,546.2

名

20,906.2 9,

課

376.2 20,47

長

7.2 20,057.

名

2 19,637.2 1

こ

9,217.2
単位あ

の

たりコスト ① 千円/人

事

1.6 2.3 1 2.3

務

2.3 2.3 2.3
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

業

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は絞込）

必要はありま

業

せんか？ ■ ない

有
効
性

名

法の規定により定めら

N

れているためできない

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

8

※(3)の成果指標を

2

向上させる

　ことはで

出

きますか？

妥当である

産

。
目的達成状況 内　容

育

□民間への一部委託 □

児

民間への全部委託
市関

一

与の必要性 □指定管理

時

□補助金・負担金助成

金

■市の直営
内　容

　（

支

実施手法） 法の規定に

給

より定められている。

事

効
率
性

法の規定により

業

定められているため現

２

状維持。
事務事業の統

評

廃合により、

事業の効

価

率化を図り、成果
内　

　

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

法の

Ｈ

規定により定められて

Ｅ

いるため現状維持。
現

Ｃ

状より事業費・人件費

Ｋ

を

削減する方法を記入

目

して下

さい。（仕様の

的

変更、外部 内　容
委託

妥

、従事時間の削減等は

当

できないか？)

公
平
性

性

直接的な受益者はなし

こ

□ ある □ 現状で適正
受

の

益者負担はありますか

事

？

また、受益者負担割

業

合は適 □ ない □ 検討が

の

必要 内　容
正ですか？

必

■ 受益者がいない

３
改

要

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

性

Ｎ

特に意見はない 特に

は

ない
事業実施上の課題

薄

、住
民・議会等からの

れ

意見 意　見 対応策
と対

て

応策

子ども一人につき

得

出産育児一時金支 継続

ら

して実施するため、前

れ

年度と同
R3年度の事

て

業計画は前 変　更
給申

い

請により、４２万円を

る

給付した 様・同規模で

い

実施。
年度から変更・

ま

追加は 前年度 ・
。（産

せ

科医療補償制度保険金

ん

３万円
あるか 追　加

含

か

）

今後の事業・コスト

。

・成果の方向性 今後の

十

事業の方向性、改革・

分

改善案
※今年度からの

な

具体的な事業の進め方

成

、手段の見直し等、各

果

方向性の内容

　　　　

が

　　　　　□　拡大 現

理

状維持
　　　　　　　

　

　　□　改善
　　　　

由

　　　　　■　現状維

得

持
　　　　　　　　　

ら

□　縮小
　　　　　　

れ

　　　□　統合
　　　

て

　　　　　　□　完了

い

　　　　　　　　　□

ま

　廃止・休止
コストの

す

方向性
　　　　　　　

か

　　→　維持
成果の方

？

向性
　　　　　　　　

得

　→　維持

2

られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 482 出産育児一時金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大

様

・縮小）必要はありま

式

せ
■ ない

んか？

法の規

1

定により定められてい

-

る
事業進展等による環

2

境変化 □ ある
に伴い、

事

目的を見直す（目
その

務

理由
的の追加・拡充又



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 483 葬祭費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 昭和４０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の死亡に対する葬祭費の支給。 死亡した被保険者の葬祭を行う者に対し、葬祭費とし
 て５万円を支給する。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

葬祭費支給申請に基づき、葬祭１件につき５万円を給付した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
① 葬祭費申請件数 件

変 化
② 葬祭費申請額 千円

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

国民健康保険被保険

令

者数 名称 単位
① 国民健

和

康保険被保険者数 人
②

 

目的(この事業によっ

3

て上記対象をどのよう

年

な状態にしたいのか)

度

(3)成果指標（目的

（

の達成度を示す指標）

2

葬祭費用の負担軽減を

年

図る。 名称 単位
① 葬祭

度

費支給件数 件
② 葬祭費

実

支給額 千円

結果(上位

施

基本事業の意図) (4

分

)結果の成果指標（上

）

位基本事業の成果指標

事

）

公平な負担のもと、

務

健康で安心して暮らし

事

てもらう 名称 単位
① 特

業

定健診受診率 ％
② 保険

目

税収納率（現年度分）

的

％

事務事業の各種指標

評

の実績と見込及び目標

価

H31年度 R2年度 R

表

2年度 R3年度 R4年

様

度 R5年度 R6年度
指

式

標 ＼ 年度 単位
実績

1

値 計画値 実績値 計画値

-

目標値 目標値 目標値
(

1

1)の ① 件 41 59 4

記

3 58 56 54 52
活

入

動指標 ② 千円 2,05

日

0 2,950 2,15

令

0 2,900 2,80

和

0 2,700 2,60

0

0
(2)の ① 人 9,2

3

22 9,038 9,0

年

31 8,851 8,6

1

74 8,501 8,3

2

31
対象指標 ②
(3)

月

の ① 件 41 59 43 5

0

8 56 54 52
成果指

8

標 ② 千円 2,050 2

日

,950 2,150 2

１

,900 2,800 2

事

,700 2,600
(

務

4)の結果の ① ％ 39

事

.6 48 32.1 52

業

56 60 60
成果指標

の

② ％ 92 94.3 93

現

.3 94.3 94.3

状

94.3 94.3
予算

　

費目 会計 02 国民健

Ｐ

康保険特別会計 款 02

Ｌ

項 05 目 01

コスト 年

Ａ

度 H31年度 R2年度

Ｎ

R2年度 R3年度 R4

及

年度 R5年度 R6年度

び

実績値 計画値 実績値 計

Ｄ

画値 目標値 目標値 目標

Ｏ

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 2,05

務

0 2,950 2,15

事

0 2,900 2,85

業

0 2,800 2,75

名

0

財
源
内
訳

 国庫支出

N

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

o

 県支出金 千円 0 0 0

.

0 0 0 0
 地方債 千円

4

0 0 0 0 0 0 0
 その

8

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 一般財源 千円 2,0

葬

50 2,950 2,1

祭

50 2,900 2,8

費

50 2,800 2,7

支

50
人件費Ｂ 千円 49

給

8 498 498 498

事

498 498 498
正

業

職員従事時間×人数 時

政

間×人 50× 3 50×

策

3 50× 3 50× 3 5

こ

0× 3 50× 3 50×

の

3
正職員以外の人件費

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 30

事

30 28 28 28 28

業

28
トータルコストA

施

+B+C 千円 2,57

策

8 3,478 2,67

の

6 3,426 3,37

位

6 3,326 3,27

置

6
単位あたりコスト ①

基

千円/人 0.3 0.4

本

0.3 0.4 0.4 0

事

.4 0.4
（ﾄｰﾀﾙ

業

ｺｽﾄ/(2)の対象

主

指標）② 千円/ 0 0 0

管

0 0 0 0

1

課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませんか？ ■ な

業

い

有
効
性

成果を期待す

名

る事業ではない。
今以

N

上に事業の成果を向上

o

させる方法を記入して

.

下さ

い。 内　容
※(3

4

)の成果指標を向上さ

8

せる

　ことはできます

3

か？

妥当である。
目的

葬

達成状況 内　容

□民間

祭

への一部委託 □民間へ

費

の全部委託
市関与の必

支

要性 □指定管理 □補助

給

金・負担金助成 ■市の

事

直営
内　容

　（実施手

業

法） 法の規定により定

２

められている。

効
率
性

評

法の規定により定めら

価

れているため現状維持

　

。
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｈ

図り、成果
内　容

を向

Ｅ

上させる方法を記入し

Ｃ

て下さい。

法の規定に

Ｋ

より定められているた

目

め現状維持。
現状より

的

事業費・人件費を

削減

妥

する方法を記入して下

当

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

こ

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

直接的

事

な受益者はなし
□ ある

業

□ 現状で適正
受益者負

の

担はありますか？

また

必

、受益者負担割合は適

要

□ ない □ 検討が必要 内

性

　容
正ですか？

■ 受益

は

者がいない

３
改
革
改
善

薄

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に

れ

意見はない 特にない
事

て

業実施上の課題、住
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 対応策
と対応策

葬

れ

祭費支給申請に基づき

て

、葬祭１件 継続して実

い

施するため、前年度と

る

同
R3年度の事業計画

い

は前 変　更
につき５万

ま

円を給付した。 様・同

せ

規模で実施。
年度から

ん

変更・追加は 前年度 ・

か

あるか 追　加

今後の事

。

業・コスト・成果の方

十

向性 今後の事業の方向

分

性、改革・改善案
※今

な

年度からの具体的な事

成

業の進め方、手段の見

果

直し等、各方向性の内

が

容

　　　　　　　　　

理

□　拡大 現状維持
　　

　

　　　　　　　□　改

由

善
　　　　　　　　　

得

■　現状維持
　　　　

ら

　　　　　□　縮小
　

れ

　　　　　　　　□　

て

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

ま

　　　　□　廃止・休

す

止
コストの方向性
　　

か

　　　　　　　→　維

？

持
成果の方向性
　　　

得

　　　　　　→　維持

ら

2

れていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 483 葬祭費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要は

様

ありませ
■ ない

んか？

式

法の規定により定めら

1

れている。
事業進展等

-

による環境変化 □ ある

2

に伴い、目的を見直す

事

（目
その理由

的の追加

務

・拡充又は絞込）

必要



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 489 特定健康診査等事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

「高齢者の医療の確保に関する法律」により、各医療 上記のように法で義務付けられており、平成２０年度
保険者（市町村国保、各健康保険組合等）でのメタボ から特定健診を実施している。
リック（内臓脂肪）に着目した特定健診・特定保健指 また、医療費が高額な人工透析への移行を遅らせるた
導が平成２０年度から開始となった。 めに糖尿病性腎症の重症化予防事業を積極的に行う必
 要がある。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」  

　　

国民健康保険に加入する者のうち４０歳から７４歳までの者に対して、無料の特定
R2年度に実施した具

令

体的な 健診受診券を送

和

付した。特定健診受診

 

者のうち健康の保持に

3

努める必要がある者に

年

事業の方法、手順、指

度

標に対す 対し、特定保

（

健指導を実施し、糖尿

2

病、高血圧症、脂質異

年

常症、その他の生活習

度

慣
る成果等 病の予防、

実

解消に努めた。また、

施

令和元年度は受診期間

分

を４月から１月までの

）

１０
ヵ月間とし、２月

事

には保健センターを会

務

場に集団検診を２日間

事

実施した。

事務事業を

業

取り巻く状況は過去と

目

比べ変化しているか (

的

1)活動指標（事務事

評

業の活動量を表す指標

価

）

平成３１年度は４月

表

から１月までと健診受

様

診期間をさらに 名称 単

式

位
１ヵ月延長すること

1

で特定健診を受診しや

-

すいよう環境整 ① 国民

1

健康保険被保険者数 人

記

変 化
備をおこなうこ

入

ととした。 ②
内 容

対

日

象(この事業の対象、

令

範囲となる人、物) (

和

2)対象指標（対象の

0

大きさを表す指標）

国

3

民健康保険加入者のう

年

ち４０歳から７４歳ま

1

での人 名称 単位
① 特定

2

健診対象者数 人
②

目的

月

(この事業によって上

0

記対象をどのような状

8

態にしたいのか) (3

日

)成果指標（目的の達

１

成度を示す指標）

糖尿

事

病、高血圧症、脂質異

務

常症、その他の生活習

事

慣病を予防、解 名称 単

業

位
消する ① 特定健診受

の

診者 人
② 特定保健指導

現

利用者 人

結果(上位基

状

本事業の意図) (4)

　

結果の成果指標（上位

Ｐ

基本事業の成果指標）

Ｌ

適正な医療給付がされ

Ａ

、医療負担の軽減がさ

Ｎ

れる 名称 単位
① 特定健

及

診受診率 ％
② 保険税収

び

納率（現年度分） ％

事

Ｄ

務事業の各種指標の実

Ｏ

績と見込及び目標

H3

事

1年度 R2年度 R2年

務

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度
指標 

業

＼ 年度 単位
実績値 計

名

画値 実績値 計画値 目標

N

値 目標値 目標値
(1)

o

の ① 人 9,222 9,

.

038 9,031 8,

4

851 8,674 8,

8

501 8,331
活動

9

指標 ②
(2)の ① 人 7

特

,056 6,915 6

定

,876 6,739 6

健

,605 6,473 6

康

,344
対象指標 ②
(

診

3)の ① 人 2,778

査

2,861 2,207

等

3,000 3,200

事

3,300 3,400

業

成果指標 ② 人 36 80

政

40 104 104 13

策

1 161
(4)の結果

こ

の ① ％ 39.6 48 3

の

2.1 52 56 60 6

事

0
成果指標 ② ％ 92 9

務

4.3 93.3 94.

事

3 94.3 94.3 9

業

4.3
予算費目 会計 0

施

2 国民健康保険特別

策

会計 款 04 項 01 目 0

の

1

コスト 年度 H31年

位

度 R2年度 R2年度 R

置

3年度 R4年度 R5年

基

度 R6年度
実績値 計画

本

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
事業費(

業

決算又は予算額)Ａ 単

主

位 43,105 50,

管

586 34,415 4

課

6,517 50,62

名

6 51,849 53,

課

071

財
源
内
訳

 国庫

長

支出金 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 県支出金 千円 1

こ

3,354 17,72

の

9 0 17,029 10

事

,444 10,924

務

11,428
 地方債

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

その他 千円 6,703

の

7,243 0 6,85

開

7 7,985 8,38

始

4 8,772
 一般財

時

源 千円 23,048 2

期

5,614 34,41

事

5 22,631 32,

務

197 32,541 3

区

2,871
人件費Ｂ 千

分

円 6,089.2 6,

法

089.2 5,649

定

.2 5,649.2 5

受

,649.2 5,64

託

9.2 5,649.2

事

正職員従事時間×人数

務

時間×人 405× 2 4

自

05× 2 405× 2 4

治

05× 2 405× 2 4

事

05× 2 405× 2
正

務

職員以外の人件費 千円

こ

3,400 3,400

の

2,960 2,960

事

2,960 2,960

務

2,960
その他の費

事

用Ｃ 千円 164 164

業

121 121 121 1

の

21 121
トータルコ

根

ストA+B+C 千円 4

拠

9,358.2 56,

法

839.2 40,18

令

5.2 52,287.

事

2 56,396.2 5

業

7,619.2 58,

の

841.2
単位あたり

概

コスト ① 千円/人 7 8

要

.2 5.8 7.8 8.

現

5 8.9 9.3
（ﾄｰ

在

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

状

0 0 0 0 0 0

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

込）

必要はありません

業

か？ ■ ない

有
効
性

法の

名

規定により定められて

N

いるためできない。
今

o

以上に事業の成果を向

.

上

させる方法を記入し

4

て下さ

い。 内　容
※(

8

3)の成果指標を向上

9

させる

　ことはできま

特

すか？

妥当である。
目

定

的達成状況 内　容

□民

健

間への一部委託 □民間

康

への全部委託
市関与の

診

必要性 □指定管理 □補

査

助金・負担金助成 ■市

等

の直営
内　容

　（実施

事

手法） 法の規定により

業

定められている。

効
率

２

性

法の規定により定め

評

られているため現状維

価

持。
事務事業の統廃合

　

により、

事業の効率化

Ｃ

を図り、成果
内　容

を

Ｈ

向上させる方法を記入

Ｅ

し

て下さい。

法の規定

Ｃ

により定められている

Ｋ

ため現状維持。
現状よ

目

り事業費・人件費を

削

的

減する方法を記入して

妥

下

さい。（仕様の変更

当

、外部 内　容
委託、従

性

事時間の削減等は

でき

こ

ないか？)

公
平
性

自己

の

負担分の支払いが発生

事

している。
■ ある ■ 現

業

状で適正
受益者負担は

の

ありますか？

また、受

必

益者負担割合は適 □ な

要

い □ 検討が必要 内　容

性

正ですか？
□ 受益者が

は

いない

３
改
革
改
善
案
　

薄

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見

れ

はない 特になし
事業実

て

施上の課題、住
民・議

得

会等からの意見 意　見

ら

対応策
と対応策

無料の

れ

特定健診受診券を送付

て

、特定 継続して実施す

い

るため、前年度と同
R

る

3年度の事業計画は前

い

変　更
保健指導の実施

ま

、集団検査の実施　 様

せ

・同規模で実施。
年度

ん

から変更・追加は 前年

か

度 ・
等を行った。

ある

。

か 追　加

今後の事業・

十

コスト・成果の方向性

分

今後の事業の方向性、

な

改革・改善案
※今年度

成

からの具体的な事業の

果

進め方、手段の見直し

が

等、各方向性の内容

　

理

　　　　　　　　□　

　

拡大 国の求める受診率

由

、メタボの減少につい

得

ては、市をあ
　　　　

ら

　　　　　■　改善 げ

れ

て取り組む体制が望ま

て

れる。
　　　　　　　

い

　　□　現状維持
　　

ま

　　　　　　　□　縮

す

小
　　　　　　　　　

か

□　統合
　　　　　　

？

　　　□　完了
　　　

得

　　　　　　□　廃止

ら

・休止
コストの方向性

れ

　　　　　　　　　→

て

　維持
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

な

維持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 489 特定健康診査等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小

様

）必要はありませ
■ な

式

い
んか？

法の規定によ

1

り定められている。
事

-

業進展等による環境変

2

化 □ ある
に伴い、目的

事

を見直す（目
その理由

務

的の追加・拡充又は絞



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 490 医療費通知事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成７年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国保被保険者に対して、かかった医療費およびジェネ 年６回の医療費通知、年２回のジェネリック医薬品差
リック医薬品差額の通知をする。 額通知をすることにより、被保険者に対してかかった
 医療費の確認と健康管理を促す。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

受診年月、入院・通院・歯科・調剤・柔道整復師の施術の別、受診日数、医療機関
R2年度に実施した具体的な の名称、医療費の額等の項目について、二月ごとの年６回作成し郵送した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業

令

の活動量を表す指標）

和

平成２９年度までは、

 

医療費通知の作成を業

3

者に委託して 名称 単位

年

いたが、平成３０年度

度

からは国保連合会に委

（

託。 ① 医療費通知作成

2

回数 回
変 化

②
内 容

年

対象(この事業の対象

度

、範囲となる人、物)

実

(2)対象指標（対象

施

の大きさを表す指標）

分

国民健康保険被保険者

）

名称 単位
① 国民健康保

事

険被保険者数 人
②

目的

務

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

業

態にしたいのか) (3

目

)成果指標（目的の達

的

成度を示す指標）

医療

評

費への関心をもっても

価

らう。 名称 単位
① 医療

表

費通知発送件数 件
②

結

様

果(上位基本事業の意

式

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

-

成果指標）

公平な負担

1

のもと、健康で安心し

記

て暮らしてもらう 名称

入

単位
① 特定健診受診率

日

％
② 保険税収納率（現

令

年度分） ％

事務事業の

和

各種指標の実績と見込

0

及び目標

H31年度 R

3

2年度 R2年度 R3年

年

度 R4年度 R5年度 R

1

6年度
指標 ＼ 年度

2

単位
実績値 計画値 実績

月

値 計画値 目標値 目標値

0

目標値
(1)の ① 回 6

8

6 6 6 6 6 6
活動指標

日

②
(2)の ① 人 9,2

１

22 9,038 9,0

事

31 8,851 8,6

務

74 8,501 8,3

事

31
対象指標 ②
(3)

業

の ① 件 28,191 2

の

7,628 27,07

現

6 26,535 26,

状

005 25,485 2

　

4,976
成果指標 ②

Ｐ

(4)の結果の ① ％ 3

Ｌ

9.6 48 32.1 5

Ａ

2 56 60 60
成果指

Ｎ

標 ② ％ 92 94.3 9

及

3.3 94.3 94.

び

3 94.3 94.3
予

Ｄ

算費目 会計 02 国民

Ｏ

健康保険特別会計 款 0

事

4 項 02 目 01

コスト

務

年度 H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

名

度
実績値 計画値 実績値

N

計画値 目標値 目標値 目

o

標値
事業費(決算又は

.

予算額)Ａ 単位 2,4

4

05 2,465 2,3

9

43 2,416 2,3

0

67 2,320 2,2

医

74

財
源
内
訳

 国庫支

療

出金 千円 0 0 0 0 0 0

費

0
 県支出金 千円 0 0

通

0 0 0 0 0
 地方債 千

知

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 2,

政

405 2,465 2,

策

343 2,416 2,

こ

367 2,320 2,

の

274
人件費Ｂ 千円 6

事

97.2 697.2 6

務

97.2 697.2 6

事

97.2 697.2 6

業

97.2
正職員従事時

施

間×人数 時間×人 70

策

× 3 70× 3 70× 3

の

70× 3 70× 3 70

位

× 3 70× 3
正職員以

置

外の人件費 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
その他の費用

本

Ｃ 千円 43 43 30 3

事

0 30 30 30
トータ

業

ルコストA+B+C 千

主

円 3,145.2 3,

管

205.2 3,070

課

.2 3,143.2 3

名

,094.2 3,04

課

7.2 3,001.2

長

単位あたりコスト ① 千

名

円/人 0.3 0.4 0

こ

.3 0.4 0.4 0.

の

4 0.4
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

務

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

効
性

最大限実施してい

業

るため難しい。
今以上

名

に事業の成果を向上

さ

N

せる方法を記入して下

o

さ

い。 内　容
※(3)

.

の成果指標を向上させ

4

る

　ことはできますか

9

？

妥当である。
目的達

0

成状況 内　容

□民間へ

医

の一部委託 □民間への

療

全部委託
市関与の必要

費

性 □指定管理 □補助金

通

・負担金助成 ■市の直

知

営
内　容

　（実施手法

事

） 最大限実施している

業

。

効
率
性

現状で整理さ

２

れているため改善は難

評

しい。
事務事業の統廃

価

合により、

事業の効率

　

化を図り、成果
内　容

Ｃ

を向上させる方法を記

Ｈ

入し

て下さい。

現状で

Ｅ

整理されているため改

Ｃ

善は難しい。
現状より

Ｋ

事業費・人件費を

削減

目

する方法を記入して下

的

さい。（仕様の変更、

妥

外部 内　容
委託、従事

当

時間の削減等は

できな

性

いか？)

公
平
性

受益者

こ

に負担してもらう経費

の

がない。
□ ある ■ 現状

事

で適正
受益者負担はあ

業

りますか？

また、受益

の

者負担割合は適 ■ ない

必

□ 検討が必要 内　容
正

要

ですか？
□ 受益者がい

性

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

は

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見は

薄

ない 特にない
事業実施

れ

上の課題、住
民・議会

て

等からの意見 意　見 対

得

応策
と対応策

医療に関

ら

することについて、２

れ

カ月 継続して実施する

て

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

る

　更
ごとに通知した。

い

様・同規模で実施。
年

ま

度から変更・追加は 前

せ

年度 ・
あるか 追　加

今

ん

後の事業・コスト・成

か

果の方向性 今後の事業

。

の方向性、改革・改善

十

案
※今年度からの具体

分

的な事業の進め方、手

な

段の見直し等、各方向

成

性の内容

　　　　　　

果

　　　□　拡大 医療費

が

通知等自体は一定のコ

理

ストを要するが、一方

　

で
　　　　　　　　　

由

□　改善 医療費適正化

得

の側面もあるため、基

ら

本的に今後も継続
　　

れ

　　　　　　　■　現

て

状維持 していく。
　　

い

　　　　　　　□　縮

ま

小
　　　　　　　　　

す

□　統合
　　　　　　

か

　　　□　完了
　　　

？

　　　　　　□　廃止

得

・休止
コストの方向性

ら

　　　　　　　　　→

れ

　維持
成果の方向性
　

て

　　　　　　　　→　

い

維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 490 医療費通知事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

保険者としての責務である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

最大限実施している。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

■ ない

様

んか？

最大限実施して

式

いる。
事業進展等によ

1

る環境変化 □ ある
に伴

-

い、目的を見直す（目

2

その理由
的の追加・拡

事

充又は絞込）

必要はあ

務

りませんか？ ■ ない

有



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 491 国民健康保険レセプト点検事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田　耕一
この事務事業の開始時期 平成元年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関から提出された診療報酬明細書（レセプト） レセプトの点検・審査により不正請求・重複請求等過
の点検審査費用 誤のあるレセプトを返戻等して医療費の適正化に努め
 る。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

診療報酬明細書（レセプト）の点検について、有資格事業者へ業務委託し、毎月届
R2年度に実施した具体的な くレセプトを点検する。疑問のあるレセプトについては、国民健康保険団体連合会
事業の方法、手順、指標に対す へ再審査として返戻した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指

令

標（事務事業の活動量

和

を表す指標）

平成29

 

年度までは、レセプト

3

点検員の臨時職員を雇

年

用して 名称 単位
いたが

度

、平成30年度からは

（

業者委託に変更 ① レセ

2

プト点検件数 件
変 化

年

②
内 容

対象(この事

度

業の対象、範囲となる

実

人、物) (2)対象指

施

標（対象の大きさを表

分

す指標）

国民健康保険

）

医療給付費 名称 単位
①

事

国民健康保険医療給付

務

費 千円
②

目的(この事

事

業によって上記対象を

業

どのような状態にした

目

いのか) (3)成果指

的

標（目的の達成度を示

評

す指標）

誤った請求を

価

なくし、適切な医療費

表

を支払う。 名称 単位
①

様

レセプト点検後返戻す

式

る金額 千円
②

結果(上

1

位基本事業の意図) (

-

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

記

標）

公平な負担のもと

入

、健康で安心して暮ら

日

してもらう 名称 単位
①

令

特定健診受診率 ％
② 保

和

険税収納率（現年度分

0

） ％

事務事業の各種指

3

標の実績と見込及び目

年

標

H31年度 R2年度

1

R2年度 R3年度 R4

2

年度 R5年度 R6年度

月

指標 ＼ 年度 単位
実

0

績値 計画値 実績値 計画

8

値 目標値 目標値 目標値

日

(1)の ① 件 159,

１

802 156,006

事

146,324 143

務

,398 140,53

事

1 137,721 13

業

4,967
活動指標 ②

の

(2)の ① 千円 2,4

現

33,726 2,59

状

0,815 2,317

　

,180 2,400,

Ｐ

100 2,469,7

Ｌ

00 2,541,31

Ａ

9 2,614,915

Ｎ

対象指標 ②
(3)の ①

及

千円 3,420 3,3

び

52 4,762 4,6

Ｄ

67 4,170 4,4

Ｏ

83 4,394
成果指

事

標 ②
(4)の結果の ①

務

％ 39.6 48 32.

事

1 52 56 60 60
成

業

果指標 ② ％ 92 94.

名

3 93.3 94.3 9

N

4.3 94.3 94.

o

3
予算費目 会計 02 

.

国民健康保険特別会計

4

款 04 項 02 目 01

コ

9

スト 年度 H31年度 R

1

2年度 R2年度 R3年

国

度 R4年度 R5年度 R

民

6年度
実績値 計画値 実

健

績値 計画値 目標値 目標

康

値 目標値
事業費(決算

保

又は予算額)Ａ 単位 3

険

,924 3,960 3

レ

,960 3,960 3

セ

,960 3,960 3

プ

,960

財
源
内
訳

 国

ト

庫支出金 千円 0 0 0 0

点

0 0 0
 県支出金 千円

検

0 0 0 0 0 0 0
 地方

事

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 その他 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 一般財源 千円

策

3,924 3,960

こ

3,960 3,960

の

3,960 3,960

事

3,960
人件費Ｂ 千

務

円 697.2 697.

事

2 697.2 697.

業

2 697.2 697.

施

2 697.2
正職員従

策

事時間×人数 時間×人

の

105× 2 105× 2

位

105× 2 105× 2

置

105× 2 105× 2

基

105× 2
正職員以外

本

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 45 45 30 30

主

30 30 30
トータル

管

コストA+B+C 千円

課

4,666.2 4,7

名

02.2 4,687.

課

2 4,687.2 4,

長

687.2 4,687

名

.2 4,687.2
単

こ

位あたりコスト ① 千円

の

/千円 0 0 0 0 0 0 0

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

務

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充又は絞込）

必要はあ

業

りませんか？ ■ ない

有

名

効
性

現状で実施できて

N

いるため改善は難しい

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

9

※(3)の成果指標を

1

向上させる

　ことはで

国

きますか？

妥当である

民

。
目的達成状況 内　容

健

□民間への一部委託 □

康

民間への全部委託
市関

保

与の必要性 □指定管理

険

□補助金・負担金助成

レ

■市の直営
内　容

　（

セ

実施手法） 現状で実施

プ

できている。

効
率
性

現

ト

状で実施できているた

点

め現状維持。
事務事業

検

の統廃合により、

事業

事

の効率化を図り、成果

務

内　容
を向上させる方

２

法を記入し

て下さい。

評

現状で実施できている

価

ため現状維持。
現状よ

　

り事業費・人件費を

削

Ｃ

減する方法を記入して

Ｈ

下

さい。（仕様の変更

Ｅ

、外部 内　容
委託、従

Ｃ

事時間の削減等は

でき

Ｋ

ないか？)

公
平
性

 直

目

接的な受益者はなし
□

的

ある □ 現状で適正
受益

妥

者負担はありますか？

当

また、受益者負担割合

性

は適 □ ない □ 検討が必

こ

要 内　容
正ですか？

■

の

受益者がいない

３
改
革

事

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

業

特に意見はない 特にな

の

い
事業実施上の課題、

必

住
民・議会等からの意

要

見 意　見 対応策
と対応

性

策

疑問のあるレセプト

は

については、国 継続し

薄

て実施するため、前年

れ

度と同
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
民健康

得

保険団体連合会へ再審

ら

査とし 様・同規模で実

れ

施。
年度から変更・追

て

加は 前年度 ・
て返戻し

い

た。
あるか 追　加

今後

る

の事業・コスト・成果

い

の方向性 今後の事業の

ま

方向性、改革・改善案

せ

※今年度からの具体的

ん

な事業の進め方、手段

か

の見直し等、各方向性

。

の内容

　　　　　　　

十

　　□　拡大 点検員が

分

診療報酬体系を熟知す

な

ることにより、点検審

成

　　　　　　　　　□

果

　改善 査業務が適正に

が

なることから、今まで

理

以上の専門化が
　　　

　

　　　　　　■　現状

由

維持 要求される。
　　

得

　　　　　　　□　縮

ら

小
　　　　　　　　　

れ

□　統合
　　　　　　

て

　　　□　完了
　　　

い

　　　　　　□　廃止

ま

・休止
コストの方向性

す

　　　　　　　　　→

か

　維持
成果の方向性
　

？

　　　　　　　　→　

得

維持

2

られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 491 国民健康保険レセプト点検事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

医療費の支出の適正化を図っている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状で実施できている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

様

その理由
大・縮小）必

式

要はありませ
■ ない

ん

1

か？

現状で実施できて

-

いる。
事業進展等によ

2

る環境変化 □ ある
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 567 後期高齢者医療推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律　

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成２０年４月から後期高齢者医療制度の開始に伴い 年齢到達で７５歳になった人や６５歳から７４歳で一
、保険者業務全般を愛知県後期高齢者医療広域連合が 定の障がいを有する人の資格取得手続きや被保険者証
行うこととなり、市町村は被保険者証（保険証）の発 の交付再交付、高額療養費等の各種給付申請の受付事
行等窓口業務や保険料の徴収業務等を行うこととなっ 務を行っている。後期高齢者等へ適切な医療給付等を
た。市は被保険者証発行、資格申請・各種給付受付な 行うために必要な事業となっている
どの事務を行う

令

 
「ＳＤＧｓの取り組

和

み：３」
 

①資格取得

 

、喪失など申請受付を

3

した
R2年度に実施し

年

た具体的な ②被保険者

度

証の発行、送付をした

（

事業の方法、手順、指

2

標に対す ③高額療養費

年

、補装具等の療養給付

度

費などの支給申請の受

実

付をした
る成果等

事務

施

事業を取り巻く状況は

分

過去と比べ変化してい

）

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

務

す指標）

後期高齢者医

事

療の被保険者増加 名称

業

単位
① 後期高齢者医療

目

費給付件数 件
変 化

②

的

内 容

対象(この事業

評

の対象、範囲となる人

価

、物) (2)対象指標

表

（対象の大きさを表す

様

指標）

①７５歳以上の

式

人 名称 単位
②６５際か

1

ら７４歳で一定の障が

-

いを有する人 ① ７５歳

1

以上の人 人
② 65歳か

記

ら74歳で一定の障が

入

いを有する人 人

目的(

日

この事業によって上記

令

対象をどのような状態

和

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

3

度を示す指標）

後期高

年

齢者の健康保持に必要

1

な医療給付を適切に行

2

い、後期高齢 名称 単位

月

者医療制度を安定的に

0

運営していく ① 後期高

8

齢者医療費給付額 千円

日

②

結果(上位基本事業

１

の意図) (4)結果の

事

成果指標（上位基本事

務

業の成果指標）

安定し

事

た医療制度のもとで、

業

公平な負担により、健

の

康で安心して 名称 単位

現

暮らしてもらう ① 後期

状

高齢者医療被保険者数

　

人
② 後期高齢者医療保

Ｐ

険料収納率 ％

事務事業

Ｌ

の各種指標の実績と見

Ａ

込及び目標

H31年度

Ｎ

R2年度 R2年度 R3

及

年度 R4年度 R5年度

び

R6年度
指標 ＼ 年

Ｄ

度 単位
実績値 計画値 実

Ｏ

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
(1)の ① 件

務

152,493 161

事

,643 161,64

業

3 169,725 17

名

8,211 187,1

N

22 196,478
活

o

動指標 ②
(2)の ① 人

.

4,968 5,285

5

5,419 5,690

6

5,974 6,273

7

6,587
対象指標 ②

後

人 217 210 191

期

230 241 254 2

高

66
(3)の ① 千円 4

齢

,669,512 4,

者

949,683 4,9

医

49,683 5,19

療

7,167 5,457

推

,026 5,729,

進

877 6,016,3

事

71
成果指標 ②

(4)

業

の結果の ① 人 5,21

政

3 5,502 5,63

策

8 5,920 6,21

こ

6 6,527 6,85

の

3
成果指標 ② ％ 99.

事

7 99.7 99.7 9

務

9.7 99.7 99.

事

7 99.7
予算費目 会

業

計 09 後期高齢者医

施

療特別会計 款 01 項 0

策

1 目 01

コスト 年度 H

の

31年度 R2年度 R2

位

年度 R3年度 R4年度

置

R5年度 R6年度
実績

基

値 計画値 実績値 計画値

本

目標値 目標値 目標値
事

事

業費(決算又は予算額

業

)Ａ 単位 2,241 3

主

,358 2,795 3

管

,091 3,130 3

課

,269 3,416

財

名

源
内
訳

 国庫支出金 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

長

支出金 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 地方債 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 その他 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

事

般財源 千円 2,241

務

3,358 2,795

事

3,091 3,130

業

3,269 3,416

の

人件費Ｂ 千円 7,34

開

0 7,340 7,35

始

0 7,528 7,52

時

8 7,528 7,52

期

8
正職員従事時間×人

事

数 時間×人 400× 5

務

400× 5 400× 5

区

400× 5 400× 5

分

400× 5 400× 5

法

正職員以外の人件費 千

定

円 700 700 710

受

888 888 888 8

託

88
その他の費用Ｃ 千

事

円 745 745 422

務

422 422 422 4

自

22
トータルコストA

治

+B+C 千円 10,3

事

26 11,443 10

務

,567 11,041

こ

11,080 11,2

の

19 11,366
単位

事

あたりコスト ① 千円/

務

人 2.1 2.2 1.9

事

1.9 1.9 1.8 1

業

.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

の

/(2)の対象指標）

根

② 千円/人 47.6 5

拠

4.5 55.3 48 4

法

6 44.2 42.7

1

令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

国

N

によって保険制度が決

o

まっている
今以上に事

.

業の成果を向上

させる

5

方法を記入して下さ

い

6

。 内　容
※(3)の成

7

果指標を向上させる

　

後

ことはできますか？

達

期

成している
目的達成状

高

況 内　容

□民間への一

齢

部委託 □民間への全部

者

委託
市関与の必要性 □

医

指定管理 □補助金・負

療

担金助成 ■市の直営
内

推

　容
　（実施手法） 市

進

で行う事務が決まって

事

いるため、変更できな

業

い

効
率
性

市で行う事務

２

が決まっているため、

評

変更できない
事務事業

価

の統廃合により、

事業

　

の効率化を図り、成果

Ｃ

内　容
を向上させる方

Ｈ

法を記入し

て下さい。

Ｅ

市で行う事務が決まっ

Ｃ

ているため、変更でき

Ｋ

ない
現状より事業費・

目

人件費を

削減する方法

的

を記入して下

さい。（

妥

仕様の変更、外部 内　

当

容
委託、従事時間の削

性

減等は

できないか？)

こ

公
平
性

保険制度で決ま

の

っている
□ ある □ 現状

事

で適正
受益者負担はあ

業

りますか？

また、受益

の

者負担割合は適 □ ない

必

□ 検討が必要 内　容
正

要

ですか？
■ 受益者がい

性

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

は

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

 特に意見

薄

はなし。 特になし。
事

れ

業実施上の課題、住
民

て

・議会等からの意見 意

得

　見 対応策
と対応策

後

ら

期高齢者医療制度の適

れ

正な運用 継続して実施

て

するため。
R3年度の

い

事業計画は前 変　更
年

る

度から変更・追加は 前

い

年度 ・
あるか 追　加

今

ま

後の事業・コスト・成

せ

果の方向性 今後の事業

ん

の方向性、改革・改善

か

案
※今年度からの具体

。

的な事業の進め方、手

十

段の見直し等、各方向

分

性の内容

　　　　　　

な

　　　□　拡大 持続可

成

能な社会保障制度の確

果

立を図るための改革の

が

推
　　　　　　　　　

理

□　改善 進に関する法

　

律に基づく、医療保険

由

制度改革の実施状
　　

得

　　　　　　　■　現

ら

状維持 況等を踏まえな

れ

がら、国や愛知県の高

て

齢者医療制度見
　　　

い

　　　　　　□　縮小

ま

直しに合わせて検討す

す

る
　　　　　　　　　

か

□　統合
　　　　　　

？

　　　□　完了
　　　

得

　　　　　　□　廃止

ら

・休止
コストの方向性

れ

　　　　　　　　　→

て

　維持
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

な

維持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 567 後期高齢者医療推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

必要な事務である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことはできない
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はあ

様

りませ
■ ない

んか？

効

式

率的、効果的な事業運

1

営を推進するため、と

-

いう目的に変化はない

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 568 後期高齢者医療保険料賦課徴収事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成２０年４月から後期高齢者医療制度の開始に伴い 保険料の公平な負担のため、広域連合により賦課決定
、保険者業務全般を愛知県後期高齢者医療広域連合が された保険料の通知や未納者への督促状の送付、口座
行うこととなり、市町村は保険証の発行等窓口業務や 振替の推進、延滞金計算等の保険料収納・徴収事務を
保険料の徴収業務等を行うこととなった。市は広域連 行っている。後期高齢者医療制度の健全運営のため必
合による保険料決定に基づき、保険料額の期割計算、 要な事業となっている
通知、収

令

納などの事務を行う
 

和

「ＳＤＧｓの取り組み

 

：３」
 

①保険料の期

3

割計算、通知、納付書

年

作成し送付した
R2年

度

度に実施した具体的な

（

②保険料の収納を行っ

2

た
事業の方法、手順、

年

指標に対す ③督促状を

度

送付した
る成果等 ④滞

実

納整理をした
⑤納付額

施

証明通知作成し、送付

分

した

事務事業を取り巻

）

く状況は過去と比べ変

事

化しているか (1)活

務

動指標（事務事業の活

事

動量を表す指標）

後期

業

高齢者医療の被保険者

目

増加 名称 単位
① 後期高

的

齢者医療保険料納付額

評

千円
変 化

②
内 容

対

価

象(この事業の対象、

表

範囲となる人、物) (

様

2)対象指標（対象の

式

大きさを表す指標）

①

1

７５歳以上の人 名称 単

-

位
②６５歳から７４歳

1

で一定の障がいを有す

記

る人 ① ７５歳以上の人

入

人
② 65歳から74歳

日

で一定の障がいを有す

令

る人 人

目的(この事業

和

によって上記対象をど

0

のような状態にしたい

3

のか) (3)成果指標

年

（目的の達成度を示す

1

指標）

後期高齢者医療

2

保険料を納付してもら

月

う 名称 単位
① 後期高齢

0

者医療保険料未収金 千

8

円
②

結果(上位基本事

日

業の意図) (4)結果

１

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

安定

務

した医療制度のもとで

事

、公平な負担により、

業

健康で安心して 名称 単

の

位
暮らしてもらう ① 後

現

期高齢者医療被保険者

状

数 人
② 後期高齢者医療

　

保険料収納率 ％

事務事

Ｐ

業の各種指標の実績と

Ｌ

見込及び目標

H31年

Ａ

度 R2年度 R2年度 R

Ｎ

3年度 R4年度 R5年

及

度 R6年度
指標 ＼ 

び

年度 単位
実績値 計画値

Ｄ

実績値 計画値 目標値 目

Ｏ

標値 目標値
(1)の ①

事

千円 515,490 5

務

97,936 596,

事

515 626,341

業

657,658 690

名

,541 725,06

N

8
活動指標 ②
(2)の

o

① 人 4,968 5,2

.

85 5,419 5,6

5

90 5,974 6,2

6

73 6,587
対象指

8

標 ② 人 217 210 1

後

91 230 241 25

期

4 266
(3)の ① 千

高

円 1,799 1,80

齢

0 1,811 1,90

者

1 1,901 1,90

医

1 1,901
成果指標

療

②
(4)の結果の ① 人

保

5,213 5,502

険

5,638 5,920

料

6,216 6,527

賦

6,853
成果指標 ②

課

％ 99.7 99.7 9

徴

9.7 99.7 99.

収

7 99.7 99.7
予

事

算費目 会計 09 後期

務

高齢者医療特別会計 款

政

01 項 02 目 01

コス

策

ト 年度 H31年度 R2

こ

年度 R2年度 R3年度

の

R4年度 R5年度 R6

事

年度
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

業

は予算額)Ａ 単位 3,

施

467 3,894 8,

策

554 4,161 4,

の

308 4,589 4,

位

819

財
源
内
訳

 国庫

置

支出金 千円 0 0 0 0 0

基

0 0
 県支出金 千円 0

本

0 0 0 0 0 0
 地方債

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

その他 千円 0 0 0 0 0

主

0 0
 一般財源 千円 3

管

,467 3,894 8

課

,554 4,161 4

名

,308 4,589 4

課

,819
人件費Ｂ 千円

長

2,710.9 2,7

名

10.9 2,734.

こ

9 2,852.9 2,

の

852.9 2,852

事

.9 2,852.9
正

務

職員従事時間×人数 時

事

間×人 227× 3 22

業

7× 3 227× 3 22

の

7× 3 227× 3 22

開

7× 3 227× 3
正職

始

員以外の人件費 千円 4

時

50 450 474 59

期

2 592 592 592

事

その他の費用Ｃ 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
トータル

区

コストA+B+C 千円

分

6,177.9 6,6

法

04.9 11,288

定

.9 7,013.9 7

受

,160.9 7,44

託

1.9 7,671.9

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 1.2 1.2 2

自

.1 1.2 1.2 1.

治

2 1.2
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

務

標）② 千円/人 28.

こ

5 31.5 59.1 3

の

0.5 29.7 29.

事

3 28.8

1

務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（目
その理由

業

的の追加・拡充又は絞

名

込）

必要はありません

N

か？ ■ ない

有
効
性

未納

o

者への早期折衝が必要

.

と考えられる
今以上に

5

事業の成果を向上

させ

6

る方法を記入して下さ

8

い。 内　容
※(3)の

後

成果指標を向上させる

期

　ことはできますか？

高

目的は達成している
目

齢

的達成状況 内　容

□民

者

間への一部委託 □民間

医

への全部委託
市関与の

療

必要性 □指定管理 □補

保

助金・負担金助成 ■市

険

の直営
内　容

　（実施

料

手法） 市で行う事務で

賦

ある

効
率
性

成果を向上

課

させることは難しいと

徴

考えられる
事務事業の

収

統廃合により、

事業の

事

効率化を図り、成果
内

務

　容
を向上させる方法

２

を記入し

て下さい。

事

評

業費、人件費の削減は

価

難しいと考えられる
現

　

状より事業費・人件費

Ｃ

を

削減する方法を記入

Ｈ

して下

さい。（仕様の

Ｅ

変更、外部 内　容
委託

Ｃ

、従事時間の削減等は

Ｋ

できないか？)

公
平
性

目

直接的な受益者はいな

的

い
□ ある □ 現状で適正

妥

受益者負担はあります

当

か？

また、受益者負担

性

割合は適 □ ない □ 検討

こ

が必要 内　容
正ですか

の

？
■ 受益者がいない

３

事

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

業

Ｏ
Ｎ

　特に意見はなし

の

。 　特になし。
事業実

必

施上の課題、住
民・議

要

会等からの意見 意　見

性

対応策
と対応策

①保険

は

料の期割計算、通知、

薄

納付書 継続して実施す

れ

るため。
R3年度の事

て

業計画は前 変　更
作成

得

送付②保険料の収納
年

ら

度から変更・追加は 前

れ

年度 ・
③督促状の送付

て

④滞納整理
あるか 追　

い

加
⑤納付額証明通知作

る

成

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

せ

改善案
※今年度からの

ん

具体的な事業の進め方

か

、手段の見直し等、各

。

方向性の内容

　　　　

十

　　　　　□　拡大 持

分

続可能な社会保障制度

な

の確立を図るための改

成

革の推
　　　　　　　

果

　　□　改善 進に関す

が

る法律に基づく、医療

理

保険制度改革の実施状

　

　　　　　　　　　■

由

　現状維持 況等を踏ま

得

えながら、国や愛知県

ら

の高齢者医療制度見
　

れ

　　　　　　　　□　

て

縮小 直しに合わせて検

い

討する
　　　　　　　

ま

　　□　統合
　　　　

す

　　　　　□　完了
　

か

　　　　　　　　□　

？

廃止・休止
コストの方

得

向性
　　　　　　　　

ら

　→　維持
成果の方向

れ

性
　　　　　　　　　

て

→　維持

2

いない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 568 後期高齢者医療保険料賦課徴収事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

後期高齢者医療制度推進のため、必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

被保険者全てにかかわることである
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

公平な負担を

2

しなければならない
事

事

業進展等による環境変

務

化 □ ある
に伴い、目的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 569 愛知県後期高齢者医療広域連合納付金事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険年金課 課長名 石田耕一
この事務事業の開始時期 平成２０年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者医療制度の開始に伴い、保険者業務全般を 広域連合の運営財源となる基盤安定負担金、保険料負
愛知県後期高齢者医療広域連合が行っている。市町村 担金、事務費負担金を広域連合からの請求に基づき納
は保険証の発行等窓口業務や保険料の徴収業務等を行 付する。後期高齢者医療制度の健全運営のため必要な
っている。 事業となっている
 
 ・基盤安定負担金…低所得者等の保険料軽減相当額
・保険料負担金…市町村が徴収した保険料等の実額
・事務費負担金…均等割１０％、後期高齢

令

者人口割４
５％、人口

和

割４５％）
「ＳＤＧｓ

 

の取り組み：３」
愛知

3

県後期高齢者医療広域

年

連合からの請求に基づ

度

き、運営負担金（基盤

（

安定負担金
R2年度に

2

実施した具体的な 、事

年

務費負担金）と徴収し

度

た保険料（保険料負担

実

金）を納付する
事業の

施

方法、手順、指標に対

分

す
る成果等

事務事業を

）

取り巻く状況は過去と

事

比べ変化しているか (

務

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

業

）

後期高齢者医療被保

目

険者の増加 名称 単位
①

的

後期高齢者医療費給付

評

額 千円
変 化

②
内 容

価

対象(この事業の対象

表

、範囲となる人、物)

様

(2)対象指標（対象

式

の大きさを表す指標）

1

①７５歳以上の人 名称

-

単位
②６５歳から７４

1

歳で一定の障がいを有

記

する人 ① ７５歳以上の

入

人 人
② 65歳から74

日

歳で一定の障がいを有

令

する人 人

目的(この事

和

業によって上記対象を

0

どのような状態にした

3

いのか) (3)成果指

年

標（目的の達成度を示

1

す指標）

被保険者の保

2

険料徴収を通じて後期

月

高齢者医療保険制度を

0

円滑に 名称 単位
運用す

8

る ① 後期高齢者医療保

日

険料負担金額 千円
② 後

１

期高齢者医療事務費負

事

担金額 千円

結果(上位

務

基本事業の意図) (4

事

)結果の成果指標（上

業

位基本事業の成果指標

の

）

安定した医療制度の

現

もとで、公平な負担に
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概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 569 愛知県後期高齢者医療広域連合納付金事務
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